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サステナビリティトップ

ピックアップ！with Sustainability! 活動

産地と、コンビに、みんなのマル
を。
日本各地の生産地を持続的に支援する
「産地と、コンビに、」の取り組み

みんなのレモネード ピンクのレモ
ネード
小児がんの支援につながる「みんなのレ
モネード」

「ファミリーマートありがとうの
手紙コンテスト」15周年記念
未来を担うこどもたちの豊かな心を育
み、「ありがとう」が溢れる地域へ

ファミマフードドライブ
地域の支え合いの輪を広げ、循環型社会
の実現へ。食品ロスの削減にも貢献

ファミマこども食堂
こどもたちが一緒に食事ができる場所づ
くりを通じて地域交流の活性化を目指す

ありがとうの手紙コンテスト
未来を担うこどもたちの豊かな心を育
み、「ありがとう」が溢れる地域へ

with Sustainability! 活動をもっと見る
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ファミマのサステナ最新ニュース

2024年11月6日

地域の食品ロスの削減と食支援に
貢献 名古屋のソウルフード
『Sugakiya』でおなじみの寿がき
や食品と食品卸売業トーカンの余
剰在庫品をファミマフードドライ
ブを通じて寄贈 ～地域支援の拡大
に向けた新たな仕組みを構築～

2024年11月1日

ファミリーマート初！「鳥取県障
がい者アート」をファミマプリン
トで取り扱い開始 ～障がいへの理
解を深め共にお互いの人格と個性
を認め合う共生社会の実現と、誰
もが活躍できる社会づくりを応援
～

2024年10月30日

コカ・コーラ ボトラーズジャパン
の余剰在庫品を「ファミマフード
ドライブ」を通じてメッセージと
ともに全国12か所のこども食堂な
どに寄贈 ～毎月1か所ずつ、年間を
通じより多くの地域へ寄贈～

2024年10月29日

サステナブルなファミマルのおさ
かな惣菜

最新ニュース一覧へ

企業責任としてのサステナビリティ

ファミリーマートのトップからのメッセージと、サステナビリティへの考え方、関連する情報やデータをご紹介します。

サステナビリティトップ
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ファミリーマートのサステナビリティ経営
サステナビリティ活動を推進するために大切にしていること、進め方、課題、
目指すべき姿などについてまとめています。

ファミリーマートが考えるサステナ
ビリティ

サステナビリティマネジメント

サステナビリティトップ
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サステナビリティを支える基盤
ファミリーマートのサステナビリティを支える大切なルールです。

コーポレート・ガバナンス リスクマネジメント・コンプライ
アンス

加盟店・本部の共同成長 人権の尊重

サステナビリティライブラリー
ファミリーマートのサステナビリティ報告に関する過去のデータがご覧いただ
けます。

編集方針 ESGデータ

報告書ダウンロード 過去の報告書

GRI内容索引

FamilyMart Stories

商品開発秘話

スイーツパン
商品開発秘話

ファミマルPREMIUM
ワッフルコーン贅沢ミルク
1年越しの挑戦、ついに発売
こだわりの詰まったアイスでプレミアム体験を

新たな取り組み

FamilyMartVision
日本一のリテールメディアを目指して
「FamilyMartVision」設置10,000店舗突破。

サステナビリティの取り組み

温室効果ガス（CO₂）削減の取り組み
持続可能な社会の実現を目指して
ファミリーマートの温室効果ガス（CO₂）削減。

サステナビリティトップ
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トップメッセージ

持続可能な社会の実現に向けて、ファミリーマートは歩み続けます

パンデミック終焉に続き長期に渡った金利の無い時代も終わりを告げ、新しい時代の環境も激しく変化しています。

国内では、再成長を期した賃上げや円安を背景としたインバウンドの急拡大が景気を刺激する一方で、株式市場の乱

高下や南海トラフ巨大地震懸念で消費マインドは足踏み状態と言える状況です。

しかしながら、サステナブルな社会の継続に価値観を置く消費者の哲学は一貫した強い潮流としてより強固なものと

なっており、世界的な異常気象に伴う大規模な災害の多発を受けて、どのような具体的な行動を起こすのかという事

が世界共通の課題になっておりファミリーマートもその例外ではありません。

ファミリーマートならではのSDGsへの取り組み

我々が注力する「独自性のあるSDGsの活動」では、まず、拠点ビジネスとしての強みを活かし、地域での食の支え合

いと食品ロスの削減を実現する「ファミマフードドライブ」の取り組みを推進しています。

愛知県の日進三本木町店で始まったこの取り組みは今年で4年目を迎え全国47都道府県の3800店舗に拡大しました。

国内最大規模のフードドライブ事業として今後も注力をして参ります。

そして、小児がんについての理解を深めご家族の応援をする取り組みも今年で２年目となり、子供たちと一緒に開発

を行ったレモネードを店舗で販売し売上の一部を寄付しています。

他にも、LGBTQの理解促進、障がいを抱える方々のお買い物のサポートなど、これからも地域に寄り添い、社会課題他にも、LGBTQの理解促進、障がいを抱える方々のお買い物のサポートなど、これからも地域に寄り添い、社会課題

への取り組みをより一層推進して参ります。
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トップメッセージ

ファミリーマートの5つの重要課題

ファミリーマートは、2017年に「国連グローバル・コンパクト」に署名し、サステナビリティ基本方針を策定しまし

た。さらにサステナブルな企業経営を推進するために、優先的に解決すべき5つのマテリアリティ（重要課題）を設

定し、目標を定めて取り組みを進めていきます。「環境配慮」「地域活性化」「魅力ある商品・サービスの開発」

「信頼あるサプライチェーン構築」「働きがいのある組織・人づくり」の5つの実現を目指し全社でその実行性を高

めていきます。

環境配慮

中長期目標として設定された「ファミマecoビジョン2050」では、温室効果ガス（CO₂排出量）の削減やプラスチッ

ク対策、食品ロス削減について、2030年及び2050年に向けた数値目標を掲げて推進しています。2023年からは「自

然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）」の理念に賛同し、2024年9月にコンビニエンスストア業界として初と

なるオリジナル商品に関するTNFDの情報開示を行いました。

地域活性化

ポストコロナのシンボリックアクションとして再開した「ファミマこども食堂」は、これまでに全国の店舗で約300回

開催されるなど店舗が順調に増加し、他企業とコラボレーションした環境や健康に関する学習要素を伴った内容にも進

化しています。

新たな試みとして地域社会の障がいのある方々が描いたアートを店舗のイートインに展示する「ファミマギャラリー」

を開催し店舗を拡大しています。また、今年16年目を迎える「ありがとうの手紙コンテスト」など、次世代の健全な

育成に貢献する活動にも積極的に取り組んでいます。

魅力ある商品・サービスの開発

お客さまの声に真摯に耳を傾け、生活を豊かにする商品・サービスを提供しています。設置を推進するデジタルサイ

ネージ（FamilyMartVision）を通じて、地域に寄り添ったコンテンツの提供も行っています。

信頼あるサプライチェーンの構築

お取引先さまとの公正で透明な関係性のもと、安全・安心な商品・サービスの提供と持続可能な原材料調達のための

良好なパートナーシップの確立を目指します。
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トップメッセージ

働きがいのある組織・人づくり

人権尊重を基盤に多様性を受容し、誰もが活き活きと暮らしやすい社会の実現のため、LGBTQの社内外への啓発活動

や、障がいのある社員の活躍をサポートする取り組みなど、ダイバーシティ&インクルージョンを推進しています。

これらのマテリアリティに対し、誠実かつ着実に取り組むことが、SDGsに対するファミリーマートが果たす役割その

ものであると考えています。

合言葉は今も昔も「あなたと、コンビに、ファミリーマート」

ファミリーマートは、創業以来、地域社会を「ファミリー」（家族）と考え、便利さのご提供とともに、地域の社会

課題の解決に取り組んできました。

これからも、時代の変化をチャンスと捉え、原点である「あなたと、コンビに、ファミリーマート」のコーポレート

メッセージのもと、ステークホルダーの皆さまと「コンビに」なり、社会の「サステナビリティ」を実現する活動を

推進して参ります。

2024年9月

代表取締役社長　細見研介
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あらゆるステークホルダーと共に

サステナビリティ活動をしていく

ファミリーマートが考えるサステナビリティ

私たちは、お客さま、加盟店、お取引先様などファミリーマートに関わるすべてのステークホルダーの皆さまと「コ

ンビに」なり、持続可能な社会の実現に向けたファミリーマートらしいサステナビリティの取り組みを、これからも

誠実にそして着実に推進していきます。
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私たちファミリーマートは、サステナブルな企業経営を推進するため、2017年に「国連グローバル・コンパクト」

に署名し、サステナビリティ基本方針を策定しました。そして、優先的に取り組むべき5つの重要課題（マテリアリ

ティ）」と「人権尊重」をはじめとする「４つの基盤」を設定し、責任ある企業として社会の課題解決に継続的に取

り組んでいます。

「5つの重要課題（マテリアリティ）」は、中期経営計画とも連動し、全社でその実行性を高めています。また、全

社のサステナビリティ活動を横断的に統括する機関としてサステナビリティ委員会を設置し、活動計画の承認、進捗

管理を行い、取締役会に報告をしています。

さらに、サステナビリティの推進責任者である各本部長が、自部門の部長職以上を対象に選任した「SDGs推進リーさらに、サステナビリティの推進責任者である各本部長が、自部門の部長職以上を対象に選任した「SDGs推進リー

ダー」と連携して、各部門の取り組みを牽引しています。ボトムアップ活動の枠組みである「地区委員会」では、組

織の全員がSDGsをテーマとした取り組みにチャレンジし活動を推進しています。

一方、地域に根差し、全国に1万6,000店以上を展開する私たちのメッセージには大きな影響力があり責任がありま

す。サステナビリティやSDGsに取り組むだけでなく、その取り組みをより多くのステークホルダーの皆さまに分か

りやすく発信し、ファミリーマートをポジティブに評価していただくことも重要だと考えています。

私たちは、これからも社会の変化に適応し、多くのステークホルダーの皆さまの期待にしっかりと応えられるよう、私たちは、これからも社会の変化に適応し、多くのステークホルダーの皆さまの期待にしっかりと応えられるよう、

サステナビリティの取り組みを積極的に展開していきます。そして、地域に寄り添い、お客さま一人ひとりと家族の

ようにつながりながら、持続可能な社会に貢献していきます。

チーフオフィサー

CMO（兼）マーケティング本部長

足立 光

担当役員メッセージ

私たちファミリーマートは、「あなたと、コンビに、ファミリーマート」のコー

ポレートメッセージのもと、それぞれの店舗が地域に寄り添い、お客さま一人ひ

とりと家族のようにつながりながら、地域にとってなくてはならない存在になる

ことを目指しています。

私たちはこのコーポレートメッセージに基づき、これまでもお客さまをはじめと私たちはこのコーポレートメッセージに基づき、これまでもお客さまをはじめと

する様々なステークホルダーの皆さまのご期待、ご要望と真摯に向き合いながら

事業を続けてきました。私たちの哲学ともいえるこのメッセージは、近年、加速

度的に重要性が高まっているサステナビリティやSDGsにおいて、その本質を表

す普遍的な思いとしてより一層重みを増していると考えています。

ファミリーマートが考えるサステナビリティ
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第三者意見
いよいよ日本においても「サステナビリティ」は企業やNGOだけではなく、消

費者が直接に知り考える課題となってきました。特にZ世代そしてその次のα世

代の人たちにとっては、自分が買うもの、使うもの、食べるものが誰によって作

られどのように自分の手元まで来たのか、またどのように廃棄されあるいは自然

に還るのかということは、いまや当たり前の問いであり、また購買を決定付ける

要素になってきたと思います。そして時間が経てば経つほどそうした人たちはマ

ーケットの中で増えていくのです。

このことは、コンビニエンスストアというビジネスを生業とするファミリーマーこのことは、コンビニエンスストアというビジネスを生業とするファミリーマー

トにとっても極めて重要なことです。つまり、サステナビリティは次の時代の市

場を決めていく死活的な要素であり、単に環境を守ろうとか、恵まれない人に寄

付をしようとかという慈善の問題ではなくなっているのです。「きれいごとで勝

つ」ことができない企業は、存在そのものが危ぶまれる時代が来ました。その意

味で、このたびファミリーマートのサステナビリティに関する情報が更新され充

実したことは、評価に値するものです。ファミリーマートが次世代ともコンビに

なり続けることを期待します。

SDGパートナーズ有限会社

代表取締役CEO

田瀬和夫氏

ファミリーマートが考えるサステナビリティ
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サステナビリティレポート 2024

サステナビリティに
関する取り組み
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ファミマecoビジョン2050（環境の中長期目標）

ファミリーマートは、環境問題をはじめとする社会課題の解決や持続可能な社会の実現に貢献するため、2030年及び

2050年に向けた中長期目標として「ファミマecoビジョン2050」を策定しました。

「ファミマecoビジョン2050」では、「温室効果ガス（CO₂排出量）の削減」、「プラスチック対策」、「食品ロスの

削減」の3つのテーマに基づき中長期的な数値目標を設定し、目標達成に向けた取り組み推進を目指します。

「ファミマecoビジョン2050」2023年度実績はこちら

「ファミマecoビジョン2050」

温室効果ガス（CO₂）削減について詳しくはこちら 
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ファミマecoビジョン2050（環境の中長期目標）

プラスチック対策について詳しくはこちら 

15 



ファミマecoビジョン2050（環境の中長期目標）

食品ロス削減について詳しくはこちら 

※環境変化に応じ、目標を見直していきます。

「ファミマecoビジョン2050」2030年“温室効果ガス（CO₂）削減目標を50％に上方修正 

16 



リアルの店舗を通じてご提供する商品・サービスに付加価値を添えた
＂ひと・もの・こと＂のストーリーをお伝えします。

ファミマフードドライブ4000
店達成
皆さまのご支援のおかげで、地域に
根差した4000通りもの食支援につな
げることができました。

産地と、コンビに、みんなのマ
ルを。
日本各地の生産地を持続的に支援す
る「産地と、コンビに」の取り組み

みんなのレモネード ピンクの
レモネード
小児がんの支援につながる「みんな
のレモネード」

すべての人が自分らしく活躍で
きる社会を目指しファミリーマ
ートができること

＃仲間になろうが合言葉 ファミリー
マートのレインボーアクション

ファミリーマート&むすびえ

こども食堂の継続支援に加えて、立
ち上げを後押しする新たな活動をス
タート

食の支援活動を全国で

寄付いただいた食品が必要とされる
方々に届くまで

with Sustainbility!
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ファミマのダイバーシティ

真の多様性と誰にとっても使いやす
い店舗を目指して

ファミマフードドライブ

地域の支え合いの輪を広げ、循環型
社会の実現へ。食品ロスの削減にも
貢献

ファミマecoビジョン2050

ファミマの環境中長期目標「ファミ
マecoビジョン2050」

ファミマこども食堂

こどもたちが一緒に食事ができる場
所づくりを通じて地域交流の活性化
を目指す

ブルーグリーンプロジェクト

サステナブルな未来のために今でき
ることをはじめよう

コミュニケーション支援ツール

すべてのお客さまがよりお買い物を
しやすい環境づくりへ

with Sustainability!
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こども店長

ファミリーマートで、おしごと体験

ファミリーマート夢の掛け橋募
金

地球の未来へ、こどもたちへ、地域
の社会へ、ファミリーマートの店頭
募金

文部科学省後援事業 ファミリ
ーマートありがとうの手紙コン
テスト

未来を担うこどもたちの豊かな心を
育み、「ありがとう」が溢れる地域
へ

社員とwith Sustainability!活動

「あなたと、コンビに、ファミリーマート」

地域の皆さま一人ひとりに「家族」のように寄り添うことで
誰もが安心して過ごせる社会になるように貢献していきたい。

世代を超えて、すべての人が、自分らしく、よりよく暮らしていく。
それは、人と人との触れ合いの中で皆さまとともに作り続けていくもの。

それが私たちファミリーマートの想いです。

with Sustainability!
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ごあいさつ

「食品を誰かにおすそ分けしたい」、「困っている誰かのためになれば」

ファミマフードドライブはそのようなみんなの「思い」を集めて届ける、

地域の食支援、食品ロス削減につながる活動です。

皆さまのご支援のおかげで、地域に根差した4000通りもの食支援につなげることができました。

これからも、家族のように人と地域に寄り添う、なくてはならないコンビニを目指して、

食支援の輪を広げていきます。

ファミマフードドライブ4000店達成
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実施店舗一覧はこちら

4000店舗突破までの道のり

ファミマフードドライブ4000店達成
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24年8月末までの寄贈量累計

関わる人たちの声をつなぐ！
ファミマフードドライブリレー

店舗の回収ボックスに入れる

寄贈者の声

我が家は母子家庭です。私の

場合は実家に色々助けてもら

えましたが、そうでない環境

で苦労されてる方の力に少し

でもなれることがあるのは嬉

しいです。（50代）

自宅にて購入した品を、必要

な方にもお分けして役立てて

いただければいいなと思い寄

付しました。私も今は出す側

ですが受け取る側になる日が

来るかもしれませんし、助け

合い出来れば良いです。

（50代）（50代）

コンビニは幅広い年代の人々

が利用するので、沢山の人が

ファミマフードドライブの事

を知るきっかけにもなる。本

当に支援を必要としている人

たちに届けることが出来れば

素晴らしいと思います。

（40代）（40代）

ファミマフードドライブ4000店達成
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店舗で定期的に食品を回収

加盟店

千葉県
ファミリーマート船橋飯山満町二丁目店

大山 秀之オーナー

回収量を毎月掲示し、寄付した食品が市内で必要な方々に回収量を毎月掲示し、寄付した食品が市内で必要な方々に
活用されていることを周知徹底したことで、当店が安心し
て預けられる場所として、地域から信頼されることにつな
がり、市内のファミマフードドライブ取り組み店舗の中で
も1番の寄付量につながっています。継続して地域から信
頼される店舗となっていきたいです。

加盟店

秋田県
ファミリーマート秋田大館比内店

長内 稔店長

地域のお客さまから多くの食品寄付をいただき感謝してい地域のお客さまから多くの食品寄付をいただき感謝してい
ます。今後は、回収を行っていただいている「ハートラン
ドひまわり」様の就労支援施設に入所される方を対象に、
看護大学の学生と協力して当店で職場体験を行う取り組み
も検討しています。ファミマフードドライブを通じて生ま
れたつながりに、地域密着の重要性と責任を感じています。

担当者

オペレーション本部
関西第1リージョン 営業業務グループ

西本 歩未

皆さまのまごころを必要な方にお届けする、その手助けと皆さまのまごころを必要な方にお届けする、その手助けと
なる場所を作っております。「食品ロスの削減」「気軽に
誰でもファミマフードドライブで社会貢献」そんな気持ち
をより多くの方に伝えていきたいです。

ファミマフードドライブ4000店達成
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加盟店

オペレーション本部
四国リージョン 営業業務グループ

中川 秀一

地域における協力パートナーと店舗とのマッチングを行う地域における協力パートナーと店舗とのマッチングを行う
業務を担当しています。この活動は店舗を拠点とした地域
活性化の取り組みとして意義のあるものと考えており、店
舗が能動的に参加いただくことを意識して推進しています。

協力パートナーNPO法人U.grandmaJapan様（愛媛）へお渡しの様子

地域の協力パートナーを通じて

協力パートナー

秋田県
特定非営利活動法人

ハートランドひまわり

ファミマフードドライブの活動をご案内いただき感謝してファミマフードドライブの活動をご案内いただき感謝して
おります。私たちは就労継続支援を行う福祉事業も担って
おり、店舗様に寄付された食品を入所している方々で回収
を行うことが社会に一歩踏み出す「きっかけ」にもなって
います。地域で支援を求める方々と共に伴走することが私
たちの使命だと改めて感じることが出来ました。

協力パートナー

社会福祉法人　長野県社会福祉協議会
まちづくりボランティアセンター

豊田 尊城さん

「あなたと、コンビに、ファミリーマート」とあるように、
ファミマフードドライブで、寄付した方と食品を受け取っ
た方の両方が温かくつながる、とても素晴らしい取り組み
だと感じています。関わるみんなが同じ想いをもって今後だと感じています。関わるみんなが同じ想いをもって今後
も続けていただきたいです。

ファミマフードドライブ4000店達成
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必要な方にお届け

食品を受け取った方の声

毎回丁寧にビニール袋に

入れてたくさんの食品を

くださる方がいます。顔

も名前もわからないけど

応援していただいてる気

持ちが温かいです。寄付

品に寄付してくださった

方から「子どもたちが笑

顔でありますように」と

いうメッセージカードが

添えられていてとても嬉

しかったです。

食品が値上がりしてお

り、収入が少なく生活に

困っている身として、無

償で食べ物をいただける

のは助かります。みなさ

んのお気持ちが優しくて

泣けてきます。そのお心泣けてきます。そのお心

がありがたく嬉しくて、

感謝の気持ちでいっぱい

です。

昨今の物価高騰でお米が

買えないことも多く、食

品寄付は大変ありがたい

です。しかも、家に余っ

ているものを寄付という

よりも、わざわざ購入し

て寄付してくださってい

るような方もいらっしゃ

ると聞き、本当にありが

たく思っています。

「食べること」は元気を

取り戻す活力となり、と

ても感謝しております。

自分ではなかなか購入し

ないような物も多く、ま

た上がり続ける物価の中

で本当に助かっておりま

す。す。

いただいたお手紙

ファミマフードドライブ4000店達成

25 



寄贈風景

多くの方のご協力で4000通りにも増えた
地域支援の取り組みの輪。

これからも多くの地域をつないでいきます。

ファミマフードドライブ4000店達成
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ファミマフードドライブは、ファミリーマートが全国で展開している食の支援活動です。ご家庭にあるもったいない

食品をファミリーマート店舗にお寄せいただき、地域の自治体やNPOなど協力パートナーを通じて、支援が必要な方

々に提供しています。この活動を通じて、ご家庭にある食べきれない食品が活用され、食品ロスの削減につながるだ

けでなく、全国に店舗があるファミリーマートを回収拠点とすることで、地域の皆さまに、気軽に社会貢献活動に参

加していただくことができます。この寄付によって集まった食品が実際どのようにして地域の必要としている方々へ

届けられるのか、ファミマフードドライブ実施店舗のひとつ「ファミリーマートさいたま西堀店」（埼玉県さいたま

市）と協力パートナー「おせっかい倉庫フードパントリー浦和西」の活動を紹介します。

ファミマフードドライブ実施店舗「ファミリーマートさいたま西
堀店」
住宅地という立地から近隣住民をはじめ、近くの高校や駅に向かうお客さまも足を運ばれる「ファミリーマートさい

たま西堀店」。駐車スペースはゆったりと広く、大型車での来店が多いのも特徴です。店舗責任者だけでなく、スト

アスタッフも積極的にお店づくりに取り組んでいるという同店では、ファミマフードドライブについてもみんなが意

見を出し合い協力し、活動の周知徹底を図りました。

JR埼京線・中浦和駅より徒歩10分ほどにある「ファミリーマートさい

たま西堀店」

ファミマフードドライブを始めて「ストアスタッフ一同、食品ロスの削

減に対する意識も変化しました」と、塚越正樹オーナー

地域の支え合いの一助に

27 



地域の支え合いの一助に

目立つ場所に回収ボックスを置き、お客さまへの周知にも注力

さいたま西堀店がファミマフードドライブを始めたのは2021年10月のこと。「正直、最初はここまでお客さまにご協

力いただけるとは思っていませんでした」と話すのは、塚越正樹オーナーです。力を入れたのは、回収ボックスの設置

場所選びとお客さまへのアピールです。ストアスタッフと話し合い、置き場所は目に留まりやすい入り口付近に決定。

手作りPOPも付け、ストアスタッフから常連のお客さまへのお声掛けもしました。

認知度が高まるにつれ、寄付をいただく食品の数も増えていきました。回収ボックスをのぞくと、お菓子や飲料、レト認知度が高まるにつれ、寄付をいただく食品の数も増えていきました。回収ボックスをのぞくと、お菓子や飲料、レト

ルト食品など、さまざまな食品が入っています。協力パートナーである「おせっかい倉庫フードパントリー浦和西」の

鈴木弘子さんによる回収は2週間に1回ですが、追い付かないことも少なくありません。

「多いときは回収ボックスが1日でいっぱいになります。高校生がチョコレート菓子を10箱まとめて入れてくれたこと「多いときは回収ボックスが1日でいっぱいになります。高校生がチョコレート菓子を10箱まとめて入れてくれたこと

もありました。幅広いお客さまにご協力いただいています」と塚越オーナー。また、お客さまとの会話で新たな発見も

ありました。「食品を寄付したくてもどこへ持って行けばいいのかわからない」という方が多くいらっしゃったことで

す。地域の人の役に立ちたい、そんなあたたかな思いをつなぐファミマフードドライブの活動が、これからもっと広ま

ることを願っていると話してくれました。

お菓子やインスタント食品などいろいろな食品が集まります。5kgのお

米の袋が入っていたときは、ストアスタッフみんなが驚きました

さいたま西堀店入口。「回収ボックスは、目につきやすい場所を選んだ

ことでお客さまにも興味を持っていただけています」（塚越オーナー）

塚越オーナーと「おせっかい倉庫フードパントリー浦和西」の代表・鈴

木弘子さん

回収ボックスに入った食品を回収する鈴木さん。一つひとつ賞味期限を

確認して、持参したエコバッグに移し替えます
28 



必ず地域の人の手に渡る“地産地消”のフードパントリー

おせっかい倉庫 フードパントリー浦和西が協力パートナーとして回収しているファミリーマートの拠点は、さいたま

市桜区で5店舗、南区で1店舗の計6店舗です。「身近な存在であるファミリーマートだからこそ、寄付しようという人

が気軽に行けるのが魅力だと思います」と代表の鈴木弘子さん。おせっかい倉庫フードパントリーは、鈴木さんが自

ら食品を回収の上、配付会を開催し、地域の人の手に渡します。「ファミマフードドライブは、地域の人が地域の人

を手助けすることができています。本当にありがたいことですし、素晴らしいことだと思います」と鈴木さん。食品

の回収は一時的なイベントの単発開催ではなく、店舗で日々行っているところも地域にとってプラスだと話します。

「継続してフードドライブに取り組んでいるところに、企業としての強い意志を感じます。この活動がファミリーマ

ートの店舗全体に広がれば、もっともっと地域の助け合いにつながると思います」（鈴木さん）。ートの店舗全体に広がれば、もっともっと地域の助け合いにつながると思います」（鈴木さん）。

おせっかい倉庫フードパントリー浦和西

代表 鈴木 弘子さん

おせっかい倉庫フードパントリー浦和西

コロナ禍において、多くの人が職を失っている状況を受け、
2021年7月から活動を開始。さいたま市桜区・南区で、食に
お困りのひとり親家庭や、18歳までのお子さんをお持ちの
障がいのある保護者の方を対象に無料で食品を配付していま
す。

Report

ひとり親家庭を対象とした 子育て応援フードパントリー

おせっかい倉庫フードパントリー浦和西
配付会に密着


2023年9月にさいたま市南区の施設で開催。
ファミリーマート6店舗から回収した食品に加ファミリーマート6店舗から回収した食品に加
えて、企業や個人などから寄付された食品を倉
庫から車で搬入。この日は、車5台分の常温品
に加えて、冷凍品も運び入れました。倉庫から
配付会場へ車で運搬する選任のボランティアも
募ってすべて自分たちの手で管理しています

地域の支え合いの一助に
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車から食品を次々と降ろして会場へ運ぶ作業は、
手分けしながら短時間で手際よく行います。米
や野菜、飲料など重量のある食品も多いため、
数台の台車を使って会場へ運びます


搬入終了後、会場で作業するボランティアの人
たちが集まり、挨拶と作業内容を確認。役割分
担を決め、数人ずつのグループに分かれて仕分
け作業を開始します


食品を箱から出して種類ごとに並べていきます。
ボランティアの中には学生の頃から参加してい
る人も。「福祉について学ぶ実習で参加したの
がきっかけです。その後、児童にかかわる仕事
に就こうと公務員になり、就職後も引き続き活
動を行っています」（ボランティア・男性）動を行っています」（ボランティア・男性）


利用者さんに重宝されるお米は3kgずつ小分け
にし、こども一人につき1袋配付します。「こ
のボランティアには、これまで数回参加してい
ますが、ここで作業するのが楽しみです」（ボ
ランティア・女性）

地域の支え合いの一助に
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ファミマフードドライブ等で寄付された食品が並
ぶ机。こどもに人気のお菓子から栄養ドリンク、
ベビーフードに至るまで幅広い食品が集まりまし
た。「今日は何があるかなと、こどもたちにとっ
て選ぶ楽しさがあるのも大きな魅力だと思いま
す」（鈴木さん）す」（鈴木さん）


仕分け作業が完了。事前登録により来場者の家仕分け作業が完了。事前登録により来場者の家
族数やこどもの人数を把握し、利用者の数と食
品の数を確認。「1人〇個、1世帯〇個」の注意
書きを貼り付けます。準備に手間はかかります
が、食品を余らせることなく、かつ、公平に配
付するための工夫です


いよいよ配付会がスタート。開催を重ねるごと
にこども連れで足を運ぶ利用者さんが増えてお
り、「安心して来てくれるのがうれしい」と鈴
木さん。配付会は利用者さんと直接触れ合い、
会話ができる機会なので、鈴木さんやボランティ会話ができる機会なので、鈴木さんやボランティ
アの人たちにとって、とても楽しい時間だと言
います

地域の支え合いの一助に
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フードパントリーは、区の施設でチラシを見て知
りました。定期的に利用させてもらっていて、す
ごく助かっています。ファミリーマートにも回収
ボックスがあるのを見て身近に感じていました。
ファミリーマートから届く商品はいろいろ選べて
うれしいです。（40代・女性）

物価高で野菜などの価格も高いので、こういった
機会はとてもありがたいです。小学生のこどもも
喜んで配付会についてきます。ふだん手に取れな
いお菓子などもいただけて助かります。（40代
・女性）

地域の支え合いの一助に
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自分では買わない商品がたくさんあるので配付会
が楽しみです。自宅の近くのファミリーマートで
もファミマフードドライブのボックスがあって、
すばらしい活動だなと感じています。いつもお世
話になっています。（40代・女性）

贈答用のものだったのか、今日は、調味料やお茶
などもいただけました。ここでいただけるものは、
あまり見たことがない食品も多く、自宅にいるこ
どもは、楽しみに待っています。（50代・女性）

地域の支え合いの一助に
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配付会を終えて
今回も食品をご支援くださった地域の皆さま、企業さま、
中間支援団体の埼玉フードパントリーネットワークさま、
そしてボランティアの皆さんの力を合わせて無事に終え
ることができました。配付会に来る方たちは本当に頑張っ
て子育てをしています。少しでもそのお役に立ちたいと
いう、おせっかいな気持ちが私たちのボランティア活動いう、おせっかいな気持ちが私たちのボランティア活動
を支えています。今後も必要な人にこの活動が届きます
よう、どうぞよろしくお願いします。（鈴木さん）

地域に根差したファミリーマートらしい取り組みとしてさらなる
拡充を目指します
ファミマフードドライブは、本活動に賛同する加盟店、寄付のためにファミリーマートへご来店してくださる方、そ
して協力パートナーの皆さまという思いやりのリレーによってつながっています。
今回は、フードパントリーにおいて、食品を役立てていただく一例をご紹介しましたが、ファミマフードドライブで
寄付された食品は、フードパントリーのみならず、こども食堂、病気で働けない方やひとり親家庭への支援など、全
国でさまざまな食支援に活用されています。
今後もこの活動をさらに広げていくため、実施店舗の拡大に努めるとともに、ファミマフードドライブを多くの方に今後もこの活動をさらに広げていくため、実施店舗の拡大に努めるとともに、ファミマフードドライブを多くの方に
知っていただきたいです。ご家庭で食べきることができず、余らせてしまいそうな食品があれば「ファミリーマート
へ持って行こう」と、皆さんの生活習慣をちょっとだけ＂いいこと＂に変える、行動変容のきっかけにできればと考
えています。

大橋 結実子

株式会社ファミリーマート マーケティング本部 サステナビリティ推進部 CSR推進

グループマネジャー

地域の支え合いの一助に
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みんなのレモネード ピンクのレモネード

レモンを使用したさわやかな味わいのレモネ
ードです。レモン果汁にグァバピューレを加
えたほんのりピンク色が特徴です。

※ご好評につき販売は終了いたしました。

ファミリーマートは

「ファミリー（家族）の未来を担うこどもたちを応援する」という思いに基づき、

小児がん患者のこどもたちを応援する活動を昨年から実施し、

今年で2年目となりました。

みんなのレモネード

35 



2023年の活動

「ファミレモ部」の活動の様子

商品開発チーム（20家族34名）

試飲会は合計2回開催し、全国の「みんなのレモネードの会」のこどもたちとオンラインで
いろいろな種類の試作品を飲みくらべし、意見を出し合いました。

みんな興奮しながらも真剣に味の感想や色見についての意見を伝えてくれました。
楽しんでくれている様子が伝わります。

みんなのレモネード
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スライドショーの一時停止／再開

デザインチーム（29家族43人）

「みんなのレモネードの会」のこどもたちに商品パッケージに使用するイラストを募集しました。
思わず楽しく、嬉しくなってしまうようなかわいい、素敵なイラストがたくさん集まりました。

パッケージに選ばれたお二人のコメントを紹介します。

佐藤 舞衣 さん
お姉ちゃんが入院したとき、私はママのお腹の中にいました。お姉お姉ちゃんが入院したとき、私はママのお腹の中にいました。お姉
ちゃんが2回目の入院のとき、私は2歳でした。時々しか会えなくて
とても寂しかったです。今はケンカもするけど、毎日一緒にいられ
てとても嬉しいです。小学1年生の私にもできることがあると思い、
この絵を描きました。小児がんのことをたくさんの人に知ってもら
いたいです。

さとう　ま　い

原口 眞帆 さん
私は10歳の時に病気が見つかり、手術と治療の為に入院していまし
た。今は復学しましたが定期的な通院もあり、後遺症と向き合いな
がら過ごしています。昨年に引き続き今年も参加出来て嬉しいで
す。今年はピンクのレモネード！「みんなのレモネードの会」のメす。今年はピンクのレモネード！「みんなのレモネードの会」のメ
ンバー、ファミリーマートの皆さんとは離れていても心はつながっ
ている、いつもそばにいるよ！と言う想いをレモンが手を繋いでハ
ートを作っているデザインに込めました。たくさんの人に手に取っ
てもらえると嬉しいです。

はらぐち   ま   ほ

他の応募作品はこちら

みんなのレモネード
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みんなのレモネードの開発に参加した
商品部メンバー

昨年に引き続き、今年度も「みんなのレモネードの会」の皆さんと一緒に商品開発に
携わることができ、とてもうれしく思っています。

今回は昨年とは違い、“ピンク色のレモネード”を開発しました。
こどもたちから、味への意見やパッケージデザインなど、

たくさんの声をいただいてできあがりました。
今回の取り組みをとおして、ファミリーマートの社会貢献活動とともに、小児がんについて多くの方に知っ今回の取り組みをとおして、ファミリーマートの社会貢献活動とともに、小児がんについて多くの方に知っ

ていただくきっかけになればと考えています。
是非ファミリーマートの店頭でお手にとっていただきたいです！！

これからも小児がんのこどもたちを応援する本取り組みを通じて
「ファミリー（家族）の未来を担うこどもたち」に寄り添う企業として

多様性がさらに容認される社会の実現に向けて支援を継続してまいります。

みんなのレモネード
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ファミリーマートの
ユニバーサルサービス

お客さまも働く人も－
ファミリーマートは全国に約16,300店舗。1日におよそ1,500万人のお客さま
が来店し、約20万人のスタッフが働いています。
障がいのある方もお子さまも高齢の方々も、誰にとっても、もっと便利で利
用しやすいファミリーマートになるように、店舗環境の整備や分かりあうた
めの取り組みを行っています。

コミュニケーション支援ツール
指さしでコミュニケーションが取れる『コミュニケーション支援ツール』を
全店舗に設置し、聴覚・言語障がいのある方や高齢のお客さまとのコミュニ
ケーションをサポートしています。
店舗に設置しているボードはダウンロード可能です。スマートフォンなどに
保存してご利用いただくこともできます。

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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店舗に設置しているボード

ダウンロード

ファミペイアプリに“耳マーク”ボタンを追加し、お客さまとストアスタッフが
素早くコミュニケーション支援ツールを活用した会話ができるようにしまし
た。

アプリ内に“耳マーク”ボタンを表示
※耳マークを表示するにはアプリでの設定が必要です。※画像はイメージです。

スキルマーク
「手話で挨拶ができる」「筆談ができる」といった、ストアスタッフが対応
可能なスキルがひと目でわかるマークを作成。名札にマークを表示すること
で、お客さまとのコミュニケーションや商品のご購入時のサポートにつなげ
ています。

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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2024年から一部の店舗でスキルマークの着用をしています。

ATM
誰にでもわかりやすく、使いやすい新型ATMを順次導入。操作部に点字表記
を行い、操作しやすいようにテンキーの位置を低くしたほかにも様々な工夫
をしています。

より近づけて、操作しやすいATM

ATMについて詳細はこちら

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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利用しやすい店舗
誰もが使いやすい店舗になるように、トイレのバリアフリー化などの取り組
みや工夫を増やしています。

●トイレのバリアフリー化

●店舗入口の自動開閉化

●障がいのあるお客さまなどに優先的にご利用いただける駐車場スペース

●補助犬マーク表示
補助犬を同伴するお客さまが安心してご利用できることを分かりやすくお伝
えするため補助犬マークを店頭に掲出しています。

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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お客さまの声を聞く機会
商品や店頭でのサービスがもっと便利に、どなたにとっても利用しやすくな
るように、障がいのある方々と意見を交換する機会を設けています。

聴覚に障がいのある方々をお迎えし、コンビニエンスストアでのお困りごとなどについてお伺い
しました。

ファミマギャラリー
店舗のイートインスペースを展示場所として利用していただき、障がいのあ
る方が描いた絵画を展示するアート展「ファミマギャラリー」を開催し、誰
もが活躍できる社会づくりを応援しています。

千葉県内の店舗での展示

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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これまでも栃木県宇都宮市や東京都台東区と共同で店舗のイートインスペー
スを活用し、障がいのある方の作品を展示してきました。
2024年からは「ファミマギャラリー」として、各地で開催しています。

ニュースリリース

もっと利用しやすいお店に
●店舗内の障がいを認識・共有する体験会
車いすのお客さまや視覚障がいのあるお客さまの困りごとやどのようなお買
い物サポートが望ましいか、実際に店舗で確認する体験会を開催しました。

車いす体験会の様子

●理解を深める
経営陣をはじめ多くの社員が、ユニバーサルマナーの実践に必要な「マインド」
と「アクション」を体系的に学び、身につけるための検定を受検しました。

検定試験の様子

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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●あいサポート運動
行政とのつながりも活用し、手話講習、障がい特性の学習などを行いました。

鳥取県での講習会を受講した参加者たち

詳細はこちら

ファミリーマートのユニバーサルサービス
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＃仲間になろうが合言葉
ファミリーマートのレインボーアクション
ファミリーマートは「『like Family』多様性をちからに。誰もが活き活きかがやく未来へ。」をミッションに、ファミリーマートは「『like Family』多様性をちからに。誰もが活き活きかがやく未来へ。」をミッションに、

ダイバーシティ＆インクルージョンの取り組みを推進しています。LGBTQに関しては、すべての人が自分らしく

活躍できる社会を目指して、まずは社員一人ひとりが多様性について理解を深め、互いを尊重できるよう「正しい

知識と理解醸成」と「安心・安全な場作り」の2つの主軸に加え、＃仲間になろうを合言葉に様々なレインボーア

クションを起こしています。

ACTION　「正しい知識と理解醸成」でALLYを増やす
ALLYとはLGBTQなど性的マイノリティの方々への理解や支援の意思を表明する人のことです。
LGBTQへの理解をはじめ、日本や世界で起こっている状況、ALLYとして必要なことなどを分か
りやすくまとめた基礎知識動画やハンドブックなどを配信し、まずは社員一人ひとりが多様であ
ることを知り、LGBTQを正しく知ることにつなげています。2021年より、PRIDE MONTHである
６月は、月間を通して情報配信やイベントを開催するほか、年間を通じて他企業との合同イベン
トも実施し、業界の垣根を超え、LGBTQへの理解促進、ALLYの輪を広げていけるよう取り組ん
でいます。

すべての人が自分らしく活躍できる社会を目指し
ファミリーマートができること
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ハンドブックの表紙画像 基礎動画のサムネイル画像

SDGsの分野における連携・協力事業を推進する

V O I C E コカ・コーラボトラーズ ジャパン株式会社

人材＆組織開発部 DE＆I課　 林 真伸さん
コカ・コーラ ボトラーズジャパングループは、ファミリーマートとの
協働により、多様性と包摂性を拡大する重要な機会を得ています。私
たちの共同イベントは、異なる背景を持つ人々が互いに理解し合い、
すべての人が自分らしく輝ける社会を実現するための一歩と捉えてい
ます。私たちの取り組みが、より公平で包括的な未来を築くための助
けとなることを願っています。これからも共にLGBTQ+の理解推進を
含め、様々な点で連携し続けていければ幸いです。

ACTION　ALLYの輪を広げ「安心・安全な場作り」
2020年に、ファミリーマートにおける ALLY の活動“FAMIMALLY（ファミマライ）”を発足し、
2024年 6月現在で約1,500人が表明しています。月に一度開催する定例会では外部の有識者を招
き、知識の共有や全国各地にいるFAMIMALLYメンバー同士でコミュニケーションを図るなど、横
のつながりも大切にしています。ALLYの輪が広がることで、職場の心理的安全性を高め、気兼ね
なく発言できる風土の醸成を目指しています。

東京レインボープライドのパレードの様子

すべての人が自分らしく活躍できる社会を目指しファミリーマートができること
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V O I C E 株式会社アウト・ジャパン

代表取締役　 屋成 和昭さん
ファミリーマートがALLY活動を始めた2020年からご一緒しています
が、LGBTQへの活動を継続するだけに留まらず、年を追うごとにバー
ジョンアップさせる同社の姿勢は素晴らしいと感じています。定例会
においても、FAMIMALLYの熱く、強い想いを感じることが多く、社
内へも社外へもその輪を広めようとされていることが伝わります。消
費者の日常にあるファミリーマートだからこそ、これからもLGBTQを
発信し続けてもらえることを期待します。

V O I C E オペレーション本部　静岡・山梨リージョン
FAMIMALLYメンバー

他企業との合同イベントに参加し、「ALLYとして行動に起こす人もい
れば、陰ながら応援する人もいる」という言葉が印象に残り、正しい
知識の習得や理解を深めるための勉強会を主催するなど“特別なこと
ではない、自分にできること”をモットーに活動しています。店舗で
働くストアスタッフへもALLYを広げ、地域に根付くファミリーマート
だからこそ出来ることを見つけながら、取り組みを進めていきたいで
す。

A：性別・年齢などにとらわれず、大自然のように垣根のない環境をイメージし、壮大な海から太陽が昇るデザ
イン
B：ポップで明るいことを第一に、仲良く、積極的にコミュニケーションを取りたいという思いを込めてハート
を象ったデザイン

理解のある人が同じ環境にいる、自分は独りではない、仲間がいる、という安心感につなげるた
め、ALLYであることを見える化するALLYステッカーとALLYグッズを制作し、身に付けています。
虹をモチーフに「ファミリーマートから、ALLYの輪が、太陽の光のようにどこまでも広がってい
くように」という願いを込めて、デザインを決めました。

すべての人が自分らしく活躍できる社会を目指しファミリーマートができること
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ACTION　レインボー商品を通じて、お客さまとともに
全国に約16,300店舗ある規模を活かし、LGBTQについて知る・理解するきっかけ作りとして、性
の多様性やLGBTQ支援を意味するレインボーカラー（6色）を、ファミリーマートの看板商品で
あるファミチキの袋などに展開し、2021年度より継続して取り組んでいます。売上の一部は、認
定特定非営利活動法人ReBitへ寄付し、教育現場や学生・こどもたちに向け、学校での教育啓発
など、LGBTQもありのままで大人になれる社会づくりのために活用されています。

※2024年に展開したレインボーデザイン。数量限定、無くなり次第終了。

V O I C E 手に取ったお客さまの声

6色のレインボーがLGBTの象徴である
ことを、商品を通じて初めて知りまし
た。身近にあるファミリーマートがこ
うした商品を展開することは、とても
意義のある活動だと感じます。

V O I C E 手に取ったお客さまの声

大好きなファミチキの袋がレインボー
になっていて驚きました。不思議な気
持ちだったけれど、同僚も同じレイン
ボーの袋をもって、いつものランチタ
イムを過ごしていると幸せな気持ちに
なれました。

すべての人が自分らしく活躍できる社会を目指しファミリーマートができること
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T O P I C ReBit との協働授業

売上の一部を活用し「ありのままの自分プロジェクトフ
ァミマ学園 with ReBit」を開催しました。講師による
LGBTQに関する基礎知識の講義やファミリーマートの取
り組み事例の紹介などを行い、多様な性や、身近な人か
らカミングアウトを受けた際の対応について考えるグル
ープワークを実施しました。

V O I C E 認定特定非営利活動法人 ReBit

セクシャルマイノリティのこどもたちは、身近にロールモデルとなる大人がいないた
め、自分が大人になって生きていく姿をイメージすることが難しいと言われていま
す。また「多様な性のあり方」が尊重される職場を知らないために、前向きな気持ち
で進路選択や就職活動ができないといった状況もあります。ファミリーマートとの協
働を通して、すべてのこどもたちがありのままの自分でいられるような進路の実現や
働き方について、広く考えるきっかけを教育現場にお届けすることができました。

V O I C E 授業の受講生

・思い返してみると、自分も同性を好きになった経験があった気がします。でも、今
　回の話を聞いて「変なことじゃないんだ」と安心しました。（中学生）
・今回の授業であまり聞いたことがない言葉をたくさん知ることができてよかったで
　す。自分のあたりまえを周りの人に押しつけないよう、発言などにも気をつけよう
　と思いました。（中学生）
・セクシャルマイノリティの方の話を伺うことができたことで知識を深めることがで
　きました。受講して本当によかったです。（小学校　教員）

ACTION　あたりまえをファミリーマートから変えていく
ファミリ―マートは2022年7月より、同性パートナーがいる社員を対象に、法律上の婚姻関係に
ある社員と同様の社内制度や福利厚生が利用できるように制度を整えました。また、多様性を尊
重し、色々な家族の在り方を考えたことから、2023年4月からファミリーマートへの加盟要件に
おいても、すべての契約タイプで「事実婚」「同性パートナー」でも法律上の夫婦同様に加盟申
込みが可能になっています。2023年7月には、日本における婚姻の平等（同性結婚の法制化）を
求めるキャンペーン「Business for Marriage Equality」（※）に賛同する等、すべての人が自分
らしく活躍できる社会への実現に向け、歩みを進めています。
（※）日本国内の婚姻の平等（同性婚の法制化）に賛同する企業を可視化するためのキャンペーン（※）日本国内の婚姻の平等（同性婚の法制化）に賛同する企業を可視化するためのキャンペーン

すべての人が自分らしく活躍できる社会を目指しファミリーマートができること
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♿哅⺲にもある「Family㳃仌」氳な㰆㏇として、LGBTQへも㳝り岣う
ファミリ٭マ٭トは㏐㓊㳡浓のり磝みとして、2021䇗3僖より䚁湳洈㹭㽂䄫⫂のファミリ٭マ٭トに「LGBT꧅鎇注
鐶」の勅⫂カ٭ドを錃糋しています。こうした孨Ⳃも鍐❫され、♿哅⫂でのLGBTQ+などの䓪氳マイノリティに꞊する
り磝みの鍐❫䧗嘅「PRIDE䧗嘅2023」において、僃냕鍐❫の「ゴ٭ルド」を4䇗鵽禈韛することができました。
これからも、㏐㓊に劮䄐すファミリ٭マ٭トができるٝイ٤ボ٭アクショ٤として、どんなことが⭳全るかを縒え、これからも、㏐㓊に劮䄐すファミリ٭マ٭トができるٝイ٤ボ٭アクショ٤として、どんなことが⭳全るかを縒え、
⼽㍱に䇶げていきたいと縒えています。⺬銧蜗は「♧ꝴになろう。」これからもLGBTQについて湳る٬杼鉮するき
っかけを⛼り、LGBTQの杼鉮縖٬䶹䭤縖であるALLYの魸を䇶げていきます。ファミリ٭マ٭トが、すべての☔が舅⮆
らしく孨驱できる炘⚡の┉Ⲃとなれば䇞いです。

㎻忆㖚 ⹘先

劔䌋⚡炘ファミリ٭マ٭ト マ٭ケティ٤グ儖鼧 サステナビリティ䫟鶟鼧 CSR٬ダイバ٭シティ䫟鶟グル
プ٭

٬この鋗◄に鋗鬼された䗯㕔は、 2024䇗6僖1仼侇憠のものです。

すべての人が自分らしく活躍できる社会を目指しファミリーマートができること
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ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」
始動

こども食堂の継続支援に加えて、立ち上げを後押しする新たな活動をスタート

株式会社ファミリーマート 執行役員
マーケティング本部サステナビリティ推進部 部長

岩崎 浩

認定NPO法人
全国こども食堂支援センター・むすびえ 理事長

湯浅 誠氏

ファミリーマートは「あなたと、コンビに、ファミリーマ
ート」のコーポレートメッセージのもと、未来を担うこど
もたちを支援するさまざまな取り組みを進めています。
「ファミマこども食堂」は、2019年に、企業としていち早「ファミマこども食堂」は、2019年に、企業としていち早
く立ち上げたほか、店頭募金「ファミリーマート 夢の掛け
橋募金」を通じて、こども食堂継続の支援も行ってきまし
た。こうした活動に加え、2023年は、認定NPO法人 全国こ
ども食堂支援センター・むすびえ（以下、むすびえ）と協
働し、こども食堂を新たに立ち上げる団体を応援する「こ
ども食堂スタート応援助成プログラム」を始動します。新
プロジェクトへの意気込みに加え「こども食堂」「フード
ドライブ」等の社会活動について、むすびえ理事長 湯浅 誠
氏と株式会社ファミリーマート執行役員兼マーケティング
本部サステナビリティ推進部 部長の岩崎 浩が対談を行いま
した。
※役職名や掲載情報は、対談日 2023年10月20日時点のものです。

ファミリーマート＆むすびえ
「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動

みんなが笑顔になる「ファミマこども食堂」
岩崎：むすびえさんとは、2019年に私たちが「ファミマこども食堂」の取り組みを始めるときにご相談させ

ていただいたのが最初のご縁でしたね。「ファミマこども食堂」とは、店舗のイートインスペースを活用し、

近隣にお住いのこどもたちや保護者の皆さまに食事をしていただきながら参加者同士でコミュニケーション

を図っていただく取り組みです。食事以外にも、レジ打ちや商品の陳列といったコンビニのさまざまなお仕

事を体験しながら、こどもたちが一緒に過ごす居場所づくりを通じて、地域交流の活性化を目指すことが最

大の特徴です。

2019年は全国で約360回開催し、4,100人ほどの方にご参加いただきました。参加したお子さんからも「楽し2019年は全国で約360回開催し、4,100人ほどの方にご参加いただきました。参加したお子さんからも「楽し

かった」という声をいただき手ごたえを感じています。

株式会社ファミリーマート執行役員 岩崎 浩

湯浅氏：活動開始当初の店舗に伺ったときのことを覚えています。来店したお子さんに一生懸命話しかけて

いるストアスタッフの姿が印象的で、とてもいい場だったなあと。
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コロナ禍でもあきらめなかった支援の歩み
岩崎：翌2020年にはコロナが蔓延し、「ファミマこども食堂」はしばらく中断せざるを得ませんでした。

同じように運営や継続が難しいこども食堂がたくさんあると伺い、何らかの形で協力できないかと考えまし

た。そこで店頭募金「ファミリーマート　夢の掛け橋募金」の支援先にむすびえさんを加え、協働で「ファ

ミリーマート　むすぶ、つながるこども食堂応援プロジェクト」を立ち上げました。コロナ禍でもこども食

堂の運営が継続し、拡大できるように毎シーズン応援する春夏秋冬の助成プログラムでは、これまでに

1,801団体の方に活用いただいたことを嬉しく感じます。

湯浅氏：コロナ禍においても、こども食堂は全国で毎

年1,200～1,300箇所ずつ新たに立ち上り、増え続けて

いたんです。会食はできないけれど、食材配布などを

やろうとかなり多くのこども食堂が方向を転換されま

した。これはファミリーマートをはじめ、さまざまな

企業・団体のお力添えがあったからこそです。コロナ

禍のこども食堂を支えていただき感謝しています。

全国のこども食堂の箇所数

多世代交流の「居場所」としてのこども食堂
岩崎：2023年の5月、3年ぶりにようやく「ファミマこども食堂」を再開することができ、順々に「ファミマ

こども食堂」の輪が再び全国に広がっています。

湯浅氏：「ファミマこども食堂」は、企業が初めて本格的に展開したこども食堂なんですよね。個人飲食店

の方が地域のためにという志で、一店舗ごとに開催する形は以前からありましたが、ファミリーマートのよ

うに規模が大きな企業が全国の店舗に呼びかけて大々的に展開してくれるというのは、こども食堂業界内で

はもちろん、社会全体に対して相当に大きなインパクトがあったはずです。

こども食堂は「こどもだけが対象ではないか」とか、「食べられない子が行くところだ」と思っている人がこども食堂は「こどもだけが対象ではないか」とか、「食べられない子が行くところだ」と思っている人が

今でも多い。しかし実際は、こどもと一緒に保護者も高齢者も集っていて、多世代が交流する地域みんなの

「居場所」になっているところが多いです。「困っている子はおいで」と言われたら行きづらい場所になっ

てしまいますが、誰もが行ける場所だからこそ、結果的に困りごとがある子も行きやすくなります。ファミ

リーマートがこども食堂を始めてくれたことで「誰もが行ける」と、より身近に感じてもらえるようになっ

たんじゃないかと思っています。

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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ファミマこども食堂の様子

岩崎：むすびえさんに、誰もが行ける「オープン型」というこども食堂の形態を教えていただいたことが大

きかったと思います。「こども食堂に決まった形はなく、それぞれのやり方で開催していいんだ」と理解し、

今の「ファミマこども食堂」があります。

湯浅氏：こども食堂って、学校と違って義務で行くところじゃないですよね。運営者の皆さんは「居場所に

なってくれたらいいな」と思ってやっている方が多いので、高齢者の方が来た時に「あなたはお呼びじゃな

いよ」みたいなことは言いたくないわけです。義務じゃないところにわざわざ来て一緒に食べようとしてく

れてる。だからもう「どうぞどうぞ」という感じになって、結局地域の交流拠点になっている。事実、8割

のこども食堂が、入場に制限を設けず地域全体に開かれて、「誰でもどうぞ」という「オープン型」のスタ

イルで運営されているんです。また、地域に開かれた場であるからこそ、本当はこども食堂も地域の中で支

えてもらえる仕組みができるといいなと思っているんです。例えば野菜を持ってきてくれる農家さんがいる

とか、食材を持ってきてくれる方がいるとか。ファミリーマートがやってくれていることは、フードドライ

ブや募金も含めて地域で人や食材、お金を回したり、ファミリーマートの店舗自体が核になってこども食堂

をやってくれたり、まさに地域密着型で地域資源の循環を促進する取り組みなんですよね。皆さんのやって

くださっていることの役割は大きいし、私たちが目指しているところとも重なっています。

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」
で、身近にこども食堂がある未来を！

湯浅氏：こども食堂は2022年度段階で全国に7,363箇所あることが確認されています。全国の中学校の数が約

9,000校ですが、少子化の影響で統廃合が繰り返され、去年1年で60校が廃校になりました。一方、こども食

堂は毎年1,200～1,300箇所ずつ増えている。もしかしたら今年中に中学校の数を超えてしまうかもしれない

というくらいの勢いなんです。公立の小学校等の数は18,869校あることが令和5年度学校基本調査で分かって

おり、私たちは、2025年には全国の小学校区すべてに、こども食堂があるといいなと考えています。

もしこれが実現したら、誰もが歩いて行ける所にこども食堂がある、という感覚になりますよね。コンビニ

はまさに社会のインフラですが、こども食堂もそういうものの一端になれればと思っています。

認定NPO法人 全国こども食堂支援センター・むすびえ 理事長 湯浅 誠氏

湯浅氏：その目標を見据えたうえで、今回は新たにこども食堂の数自体を増やしていくための取り組みを始

めることにしました。

これまでは「ファミリーマート夢の掛け橋募金」を、運営を継続させるための助成プログラムに活用させて

いただいてきましたが、今回はこども食堂の立ち上げにかかる支援に活用させていただき、ファミリーマー

ト＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」を始めます。全国で上限600団体、一団体あたり8

万円ずつ、立ち上げ時にいろいろと手間やお金がかかる部分で、こども食堂を開くことを検討されている方

々の一助になれば幸いです。

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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湯浅氏と岩崎

湯浅氏：今回のように、こども食堂立ち上げの際の助成を全国レベルでお届けするのは、私たちとしては初

めての試みとなります。こども食堂の立ち上げ支援は、より現場に近い都道府県のネットワーク団体や地域

のネットワーク団体の方たちが担われてきました。地域ネットワーク団体（※1）の方たちは個々のこども食

堂の運営者とつながっているし、いいときも悪いときも一緒にいて、どんな思いでやっているのかも分かっ

ている。だから新しく立ち上げたいという人たちが出てきたときも、人と人をつないでくれるような圧倒的

なきめ細やかさがあるんです。私たちむすびえは、これまで地域ネットワーク団体の方たちをバックアップ

するという後方支援をしてきました。ですが今回は、地域の一人一人がアクセスできる場所を増やしていく

という課題に取り組むために、地域のネットワーク団体と一緒に立ち上げの支援をさせていただくことにし

ました。

こども食堂を始めようとするときに、例えば、保健所や役所などへ登録や届け出は必要なのか、書類提出が

必要な場合はどのように整えればよいかなど、いろいろ悩まれるんですよね。そういう基本的なところをオ

ンラインでお伝えする場を地域ネットワーク団体の方たちと一緒に作っていきます。

※1 地域ネットワーク団体

都道府県または市区町村単位で、公平・中立な立場でその地域のこども食堂同士のつながり・ネットワーク都道府県または市区町村単位で、公平・中立な立場でその地域のこども食堂同士のつながり・ネットワーク

をつくり、交流を促進している団体です。

岩崎：こども食堂を立ち上げようと思っている方にとって、この助成金が背中を押すような存在になれたら、

と思います。このような地域の居場所が増えるのは素晴らしいことですよね。

湯浅氏：発足以来ずっとご支援いただいて、これまでいくつもの助成プログラムを実施してきました。今回

もファミリーマートと一緒に取り組めることを本当にありがたく思っています。

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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誰かの大切な「居場所」になる、こども食堂のあたたかな輪を、一緒に広
げていきましょう

湯浅氏：こども食堂の立ち上げを検討されている方々は、色々考え始めると、「本当にできるかな」「見通

しがなかなか立たないな」「始めたからって来てくれるだろうか」など、不安は尽きないと思います。でも、

これまでにこども食堂を始めた7,363箇所の方々も、みんなそうでした。その上でその不安を乗り越えて進ま

れて、今は人の賑わう場を作られています。

地域の方の中にはそうした場所ができたら行きたい、参加したいと思ってくれる方は必ずたくさんいます。

ぜひトライしてみようという気持ちで考えていただければ嬉しいです。

岩崎：これまで助成金をご活用いただいている団体の中には、継続していくかどうか立ち止まっている際に、

この助成金が背中を押してくれたという声も頂き、夢の掛け橋募金が役に立っているのだなと感じています。

今回始まる新しい、ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」もぜひ活用し

ていただいて、全国に少しでも多くのこども食堂が広がっていけば嬉しいです。私たちも応援させていただ

きます。

コンビニから始める社会貢献「フードドライブ」という選択

湯浅氏：一方では、こども食堂を支援したいと思っても「何から始めればいいか分からない」という方々に

とって、「フードドライブ」は取り組みやすい活動なのではないでしょうか。

岩崎：「ファミマフードドライブ」も、コロナ禍でこども食堂の活動が思うようにできなくなったことをきっ

かけに始めた取り組みのひとつです。ご家庭にある食べきれない食品を店舗に設置してある回収ボックスに

入れていただくと、こども食堂やフードパントリーなど地域で食の支援活動を行うパートナーの方々が定期

的に回収に来られて、必要な方々に提供することができるようになるという仕組みです。地域の食支援と食

品ロス削減にもつながります。

今、実際に展開しているのが2023年9月末現在、約2,500店舗で、協力していただいているパートナーの数も

375団体と全国的な広がりを見せているところです。現在47都道府県すべての地域で展開しており、2023年

度中に全国3,000店舗まで広げたいと思っています。度中に全国3,000店舗まで広げたいと思っています。

この取り組みは、回収ボックスを店舗に設置しておくだけで始めることが出来、店舗に負担なく始めること

が可能です。気軽に地域貢献ができる非常によい取り組みだと認識しています。

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動

58 



「ファミマフードドライブ」を展開するファミリーマート加盟者と協力パートナー

湯浅氏：ファミリーマートでは取り組みを始められて、あっという間に2,500店舗まで広がっていますよね。

岩崎：全国に店舗があり、いつでも寄付できるという、コンビニの利便性というのも大きく寄与しているの

ではないでしょうか。地域の方たちも社会貢献をしたいという気持ちがあっても、実際に何をしたらいいの

か分からなかったというのが実情だと思います。しかし、近隣のファミリーマートに食べきることができな

い食品を持っていくだけで、こども食堂に貢献ができるんだという認識が広がり、皆さんに利用していただ

けるようになったのかなと考えています。

湯浅氏：地域の見守りや防犯に始まって、コンビニは社会のインフラとしての役割を果たす取り組みを広げ

てきてくれていますよね。ファミリーマートが、先陣を切って「ファミマフードドライブ」や「ファミマこ

ども食堂」を始めてくださったのは、時代を反映した興味深い動きだと感じています。

岩崎：これからは、ファミリーマートの拠点の規模をサステナビリティの領域でも活用できれば、より社会

貢献につながるのではないかと考えています。

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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対談風景

プロフィール

認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ 理事長　湯浅 誠氏
社会活動家、東京大学先端科学技術研究センター特任教授、経済同友会会員、こども
家庭庁「こども家庭審議会こどもの居場所部会」委員。1990年代よりホームレス支援
に従事し、2009年から3年間、内閣府参与を務める。

株式会社ファミリーマート執行役員　岩崎 浩
1989年株式会社ファミリーマートに入社。マーケティング室長、広報室長を経て2019
年より現職。サステナビリティ推進部は環境推進グループ・CSR推進グループ・ダイ
バーシティ推進グループで構成されている。

※対談日 2023年10月20日時点の情報です

ファミリーマート＆むすびえ「こども食堂スタート応援助成プログラム」始動
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真の多様性と誰にとっても使いやすい店舗を目指して
「like Family」多様性をちからに。誰もが活き活きかがやく未来へ。
これはファミリーマートがダイバーシティを推進する上でのミッションです。誰にとっても使いやすい店舗を
実現するには、誰もがかがやく組織風土づくりが欠かせません。「like Family」には家族のように多様性を受
容し、互いに認め合い支え合う。そんな思いが込められています。

CASE　店長も期待を寄せる仕事熱心なファミペイマスター

CASE　特別支援学校の卒業生ら46名が有機野菜を栽培

CASE　夢はすべてのストアスタッフに手話の挨拶を覚えてもらうこと

CASE　障がいの壁を感じないやさしい社会へ 

CASE　店長も期待を寄せる仕事熱心なファミペイマスター

障がいの有無に左右されない 誰もが活躍できる
組織風土づくり
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お昼のピーク時には4～500名のお客さまが来店されるのでレ
ジは大忙しですが、渡辺の一番好きな時間はピーク時。「たく
さん買ってくれて嬉しい」と笑顔に

通路も広々とした店内。レジにいて時間があるときはカウンタ
ーフーズを調理したり、売り場を整えたり品出しを行っていま
す

渡辺清貴（2017年10月入社）

2022年2月より防衛省本省（東京都新宿区）内にあるファミリーマート直営店「ファミリーマート防衛省店」に勤務

「ファミリーマート防衛省店」では、ファミリーマートのバーコード決済機能付きアプリ「ファミペ
イ」の新規登録者獲得や利用推進の旗振り役として、ストアスタッフを引っ張るリーダーをファミペイイ」の新規登録者獲得や利用推進の旗振り役として、ストアスタッフを引っ張るリーダーをファミペイ
マスターと呼んでいます。同店のファミペイマスターは、療育手帳をもつ渡辺清貴です。「渡辺くんは
誰よりも熱心にお客さまへ声がけしていましたし、資料をよく読んで勉強しているので知識も豊富。彼
が一番適任だと判断しました」と近藤店長（上写真・右）。知的障がいの方で複雑なレジの操作や接客
が難しい場合は、清掃や品出し、コーヒーマシンのメンテナンスなどを担ってもらいますが、渡辺はそ
こからスタートし、今ではレジをメインに担当しています。持ち前の明るさでお客さまとのコミュニケ
ーションも問題なく、顔なじみのお客さまと会話が弾むこともあるそう。今後は発注業務やストアス
タッフの資格制度にも挑戦したいとさらなるステップアップを望んでおり、店長も応援しています。タッフの資格制度にも挑戦したいとさらなるステップアップを望んでおり、店長も応援しています。

CASE　特別支援学校の卒業生ら46名が有機野菜を栽培
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労務担当として農場に常駐する浅野隆。「トラブルが起きない
ように配慮しながら、得手不得手や制限があっても、みんなが
しっかり働けるように見守っています」

苗を植えているところ。えか農場では種から育てた自家製の苗
を使用。作物の根元をビニールで覆うマルチングやトンネル設
置などもみんなで手分けして行います

えか野菜は、流山市と松戸市のファミリーマート15店舗
（2023年9月現在）で販売しているほか、近隣のカフェや精肉
店の食材としても使われています。配送も農場スタッフの仕事
です

袋詰め専用の部屋（出荷調整室）で、収穫した野菜を仕分け
し、出荷の準備をしているところ。帽子・ビニール手袋の着
用、会話・飲食の禁止などのルールがあります

えかオーガニック農場（2006年～）

株式会社ECAが運営・管理する「えかオーガニック農場」（千葉県流山市）には、障がいのある46名の
ファミリーマート社員が在籍しています（2023年9月現在）。社員の多くは近隣の特別支援学校の卒業
生で、ECAの農業指導のもと、農薬や化学肥料を使わない有機農法で有機野菜を栽培しています。2020
年には労務管理を行う社員が農場に常駐し、彼らが安心して働ける環境づくりに努めています。
「店舗の営業やトレーナーをしてきたので、農場勤務になったときは正直戸惑いました」と話すのは、「店舗の営業やトレーナーをしてきたので、農場勤務になったときは正直戸惑いました」と話すのは、
3年前に労務担当に抜擢された浅野隆です。社内でも前例のない業務だけに手探りでのスタートでした
が、彼らに寄り添い全力でサポートしてきた成果が、農場のアットホームな雰囲気や離職率の低さに現
れています。
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EVENT

本社開催のイベントで販売会を実施

ファミリーマートでは、2020年から社内イベントとして「障がいの理解と社員交流会」を開催し
ています。2023年8月30日に開催された6回目のイベントには、農場で働く5名の社員が参加し、
恒例となっているえか野菜販売会を行いました。野菜を買いに来た社員に丹精込めて栽培した野
菜をアピールし、直接会計を行うなど自ら接客し、積極的にコミュニケーションを図る姿が見ら
れました。ここでは農場で働く2名の声を紹介します。

真柄俊郎（2013年7月入社）

ファミリーマートに入社して今年で10年。当初は障がい者枠で勤めることに抵抗がありまし
たが、今はカミングアウトされている方も多いですし、よい決断だったと思います。農場で
はみんなのサポートや直売所のヘルプのほか、月1回配信する農場でのできごとをまとめた動
画マガジンの制作などを担当しています。動画づくりが好きで自分から始めたことですが、
そういった提案が通るのもモチベーションアップにつながっています。

石塚翼（2021年4月入社）

もともと野菜が好きだったことと、農場のアットホームな雰囲気が気に入り就職を希望しま
した。当時はコロナ禍で、今後どうなるか不安な時期だったので、内定をもらったときは
ほっとしました。農作業のほか、店舗への配送も担当しています。店舗では商品の陳列も行ほっとしました。農作業のほか、店舗への配送も担当しています。店舗では商品の陳列も行
うので、手に取りたくなるような陳列を心掛けています。農業は自然現象との戦いです。今
年の夏は特に暑さが厳しかったので野菜の生育にも影響がありました。暑い中での農作業は
大変ですが、無農薬のおいしい野菜を作ることに喜びを感じています。
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CASE　夢はすべてのストアスタッフに手話の挨拶を覚えてもらうこと

佐野敏勝（2006年10月入社）

障がい者活躍推進のため本社総務部に設置された業務サポートグループは、メール室業務や他部署から
依頼されたデータ入力や集計、スキャニング業務などを行っています。所属する社員の障がいはさまざ
まであり、特性に合わせて担当業務を決めています。
聴覚に障がいのある佐野敏勝は、業務サポートグループの同僚に以前簡単な手話を教えたところ、みん
なが覚えてくれ「おはよう」「お疲れさま」と手話で表現してくれるようになり、とても嬉しかったと
言います。また、こんな嬉しいこともありました。店舗のレジで支払う際、カードで払うのかポイント言います。また、こんな嬉しいこともありました。店舗のレジで支払う際、カードで払うのかポイント
を使うのかなどのやりとりで店員と意思疎通を図るのに時間がかかり困った経験を会社で話したところ、
それがきっかけとなり、指をさしてコミュニケーションが図れる支援ツールがファミリーマート全店に
設置されることになりました。これら「コミュニケーション支援ツール」の開発には佐野も加わり、佐
野が窓口となってろうあのコミュニティの方の意見も取り入れました。「聴覚に障がいのある友人から、
便利になったね、良かったなどと嬉しい声をいただきました」（佐野）。
プライベートで手話通訳者を育てる手話講師もしている佐野の夢は、ファミリーマートのすべてのスト
アスタッフが手話で挨拶をしてくれること。「ありがとう」「こんにちは」など、自然に手話が出てくアスタッフが手話で挨拶をしてくれること。「ありがとう」「こんにちは」など、自然に手話が出てく
るような社会にしたいと話します。

「コミュニケーション支援ツール（ボード）・（シート）」。
聴覚・言語障がいの方だけでなく高齢の方などにも活用されて
います。お客さまや加盟店のご要望にお応えし、英語、中国
語、韓国語も作成

佐野は主に午前中はポスティング業務が中心で、午後はスキャ
ニング業務や契約書関係の書類整理を行っています。手話講師
は週1回夜に地元の方に向け教えています

 障がいの有無に左右されない 誰もが活躍できる組織風土づくり
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筆談用に持ち歩いている筆談ボード。オフィスではこの筆談ボ
ードかパソコンチャットでコミュニケーションをとることが多
いそう。手話ができる人とは手話で会話します

CASE　障がいの壁を感じないやさしい社会へ

ファミリーマートでは、障がいの有無に関わらず、誰もが活き活きと活躍できる組織風土づくりに取り
組むと同時に、誰にとっても使いやすい店舗の実現にも力を入れています。そのひとつとして取り入れ
たのが、一般社団法人日本ユニバーサルマナー協会が認定する「ユニバーサルマナー検定3級」です。
障がいのある方や高齢の方などへ接する際の適切な声がけやサポート方法を学ぶための研修で、2023年
8月にはストアスタッフや新入社員の教育担当とお客様相談室の担当者が、翌9月には社長や取締役、執
行役員で構成されるダイバーシティ推進委員会のメンバーと一部役員が受講しました。今後も理解を深
める取り組みを継続し、ファミリーマートに関わるすべての方々にとってファミリーのように接し、人
にやさしい社会を目指していきます。にやさしい社会を目指していきます。

 障がいの有無に左右されない 誰もが活躍できる組織風土づくり

66 



お客様相談室
ファミリーマートの窓口として、お客さまか
らのお問い合わせやご相談、苦情などに対応

いい人でいたい願望と押し付けの親切で過剰な対応をしたり、忖度しすぎて行動に移せなかったりしま
すが、ユニバーサルマナー検定を受講して遠慮せずに声をかければいいと気づかされ、行動する前に相
手の要望をうかがう声がけとコミュニケーションの重要性を実感しました。お客様相談室には、障がい
のあるお客さまから直接、ご意見が寄せられることもあります。今回学んだ内容により、お客さまの目
線や感覚などが、より具体的にイメージできるようになったので、さらにお客さまに寄り添った対応が
できるように取り組んでいきます。

外舘豊和（1998年4月入社）
管理本部　人財開発部　社員基礎教育グループ
新入社員への基礎教育の設計と運用業務を担当

ユニバーサルマナー検定を受講したことで、私自身がユニバーサルマナーというものを学び、考えるき
っかけになったので、新入社員にも同様にきっかけづくりをしていきたいです。ファミリーマートの理
念を実現し、店舗のファンを増やすために大切な取り組みになるので、単に知見を深めるだけでなく、
自然と仕事の中で意識し役立ててもらえるようなアプローチを考えていこうと思います。また訪店した
際には積極的にコミュニケーション支援ツールの活用状況などをヒアリングし、そこから得た情報を新
入社員全体に伝えていきます。

 障がいの有無に左右されない 誰もが活躍できる組織風土づくり
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障がいを理解するための社内の取り組み

白杖を用いた点字ブロックの歩行体験では、前半は介添え者の
肩や腕に手を置いて歩き、後半は一人で歩きます。社長の細見
も自ら体験しました

これまでに車椅子体験や聴覚過敏体験、手話、点字作成などの
体験型プログラムのほか、障がいのある社員と働き理解を深め
るためのさまざまな取り組みを行っています

ファミリーマートらしさを大切にこれからも積極的に取り組みます

これまでも障がい者雇用の推進に取り組んできましたが、ダイバーシティ＆インクルージョンの観点かこれまでも障がい者雇用の推進に取り組んできましたが、ダイバーシティ＆インクルージョンの観点か
ら、よりいっそう取り組みを強化し始めたのは2017年からです。以前は身体に障がいのある方の採用が
メインでしたが、2017年以降は知的障がいの方や精神障がいの方も積極的に採用しています。障がいの
ある方が広く活躍できるように2019年に設置した「業務サポートグループ」には、社内の認知度も上が
り、業務の依頼が増えています。業務サポートグループが業務の一部を請け負うことで、仕事を依頼し
てくれた部署は他の仕事に集中できるなど双方にメリットがあります。店舗業務に携わる方も今後増や
していきたいです。どの業務を担当いただくのがよいか、どんな配慮が必要かはひとり一人異なります
ので、個別にヒアリングして丁寧な対応を心掛けています。ので、個別にヒアリングして丁寧な対応を心掛けています。

北原和佳

マーケティング本部 サステナビリティ推進部 ダイバーシティ推進グループ
マネジャー
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ファミリーマートは、「ファミリー」（家族）の未来を担うこどもたちの成長を応援することを目的

に2009年から「ファミリーマート ありがとうの手紙コンテスト」を開催しています。スタートから

15年、多くの方々にご協力いただき2023年のコンテストで15周年を迎えることができました。

「ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト」は、社名に「ファミリー」を掲げている私たちが、

「ファミリー」（家族）の未来を担うこどもたちの成長を応援するサステナビリティ活動の一つです。

「ありがとう」は、感謝の気持ちを相手に伝えるだけでなく、伝えられた人を幸せな気持ちにしてく

れる言葉です。「ありがとう」が溢れる地域社会を目指して、そんな思いを込めて、ファミリーマー

トは小学生を対象とした「ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト」を続けています。

「ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト」
15周年記念
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第1回 2,228通から最優秀賞（14作品）を選出

第2回 審査員奨励賞（35作品）、学校賞（7校）を新設

第4回 審査員奨励賞を審査員特別賞に、学校賞を学校・団体賞に変更

第10回 道徳の教科書に掲載

第11回 文部科学省後援事業に認定

第13回 ファミリマート40周年を記念して学校・団体賞を40校選出

第14回 文部科学大臣賞（1作品）を新設

第15回 15周年特別賞（7作品）を追加

地域のこどもたちを地域全体で応援できるよう、全国を7つのブロックに分け、地域ごとに入賞作品

を選出します。また小学1年生から6年生まで低学年・中学年・高学年の3部に分け、それぞれの部か

ら最優秀作品賞を選出しています。

（※）第3回までは低学年・高学年の2部

ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト
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全国を7つのブロックに分け、一次審査、二次審査、最終審査を実施します。最終審査は審査員長１

名と審査員4名で行います。各ブロックから最優秀作品賞3名（低学年部門1名、中学年部門1名、高学

年部門1名）合計21名を選出し、その中から感謝の視点・表現において最も高い評価を得た作品に対

して文部科学大臣賞（1名）が授与されます。審査員特別賞は各ブロック5名 合計35名（※）、学校

団体賞は各ブロック2校・団体　合計14校・団体を選出します。最優秀作品賞の表彰式は受賞者が通

う小学校において、ご家族、地域のファミリーマート社員・最寄り店舗からも店長やストアスタッフ

が同席して表彰式を行い、児童の受賞を一緒にお祝いしています。

※第15回は15周年特別賞を各ブロック1名 合計7名、審査員特別賞を各ブロック4名合計28名※第15回は15周年特別賞を各ブロック1名 合計7名、審査員特別賞を各ブロック4名合計28名

神奈川県
平塚市立金目小学校 校長

「ありがとう」という言葉で感謝を明確に伝え、さらに、自分

が誰かを支える行動ができることもたちを育てていけるよう、

教職員が率先して「ありがとう」を伝えていきます。よい機会

を与えていただき、ありがとうございました。

茨城県 美浦村立大谷小学校 校長第15回学校団体賞
受賞校

「ありがとう」の言葉で人と人とがつながり、その場が明るく

なり、お互いが幸せになれる、とても素敵な言葉です。これか

らも感謝の気持ちを大切にして「ありがとう」の花をたくさん

咲かせ、笑顔あふれるあたたかい学校でありたいと思います。

鹿児島県 鹿児島市立南小学校 校長 第15回学校団体賞
受賞校

ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト
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この題材を与えられることにより、こども自身の今までを振り返

り、これからを見つめる、大切なきっかけになったと思います。

是非20年、25年と続けて欲しいです。

保護者

文章を書くことに苦手意識をもっていたこどもが、今回の参加

をきっかけに、「褒められる良い文章を書くのではなく、自分

の気持ちをそのまま書けばいいんだね。」と、自信をもって取

り組んでいます。

保護者

毎年多いのが、お父さんやお母さん、兄弟姉妹、おじいちゃん、おばあちゃんなどの家族や友達、先

生、地域の方など普段の生活を支える身近な人への「ありがとう」です。一方では、自然や環境、住

みやすい街にも目が向けられ、SDGsの視点からも「ありがとうの気持ち」をつづる作品が増えていま

す。感謝や愛情が溢れる言葉に胸を打たれたり、こどもらしい真っ直ぐな気持ちにドキッとさせられ

たり、書き手の思いが詰まったご応募いただいたすべての作品に、様々な“ありがとう”の気持ちが

込められており、それを伝える作品一つ一つに、心がとても温かくなります。

CSR推進グループ
長岡佳与

第15回 受賞作品集（PDF／.MB） 池上彰審査員長 特別授業レポート

ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト
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産地と、コンビに、の取り組み
ファミリーマートは、地域社会を家族と考え、地域の課題解決に
貢献できることがないか真剣に向き合ってきました。
日本各地の農産物を活用したおいしい商品を生むことが農業の持
続可能性へつながり、地域の生産者さまのお役に立てるのではな
いかと考えました。
日本各地の生産地を応援したい、そんなファミリーマートの想い
を込めたおいしい商品を続々とお客さまにお届けします。

和歌山 Wakayama

とろける食感 ぎゅっとみかん
「とろける食感 ぎゅっとみかん」は、450年もの歴史がある有田み「とろける食感 ぎゅっとみかん」は、450年もの歴史がある有田み
かんのおいしさをぎゅっと閉じ込めたアイスバーです。主に夏場に
行う摘果は急斜面での作業で多くの苦労を伴いますが、農家の皆さ
んは食べる人が喜ぶ姿を想像しながら作業に励み、有田みかんのお
いしさの歴史を紡いでいます。また、近年の気候変動への対策を講
じながら、有田みかん本来の甘みと酸味のバランスの取れた味わい
を追求されています。有田みかんならではのおいしさを存分に再現
した「とろける食感 ぎゅっとみかん」。多くのお客さまに味わって
いただきたいと思います。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 
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山裾から山頂近くまで美しいみかん畑が続く特徴ある風
景が広がっています。

石垣を積んだ傾斜地で日当たりと排水・通気性がよく、
太陽の恵をたっぷりと蓄えた甘熟のみかんが育ちます。

ファミリマートの商品担当が有田みかんならではの酸味
と甘みのバランスが良いという特徴を伺いました。

「とろける食感 ぎゅっとみかん」の試作品をおいしそ
うに召し上がっていただきました。

とろける食感 ぎゅっとみかん
和歌山県産有田みかん果汁を67%使用したアイスバーです。有田み
かんの最大の特徴である、ぎゅっと濃縮した甘みを最大限に生かし
た濃厚なみかん果汁層と、とろける食感のジェラート層の2層仕立て
です。ひとくち目は濃厚なみかんの味わい、食べ終わりはなめらか
で、口どけの良い食感が楽しめます。

※ご好評につき販売は終了いたしました。※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。
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これまで「産地と、コンビに、」を
展開した地域

ファミマルとは
ファミリーマートのプライベートブランド。
コンセプトは「ファミリークオリティ」。
目指すのは大切な家族に安心してお薦めできる品質と安全性。
「おいしい◎うれしい◎あんしん◎」をキーワードに、お子さまから
ご高齢の方まで、誰にでもわかりやすい伝え方で、魅力を発信してま
いります。

ファミマルTOPページへ

 産地と、コンビに、みんなのマルを。
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長野 Nagano

とろける食感 ぎゅっと梨
恵まれた自然環境と標高差を活かし、様々な種類の果実を生産する恵まれた自然環境と標高差を活かし、様々な種類の果実を生産する
長野県。梨の生産地としても名高いですが、県内の日本梨の収穫量
は徐々に減少しており、その結果として、樹面積も減少傾向にあり
ます。ふたたび長野県の梨の魅力を伝えるべく、全国のファミリー
マートでアイスバーとして展開します。今回、アイスバーとなった
梨は、毎年の開花から摘果作業・紙かけ・収穫まですべて手作業で
丁寧に育てられているものです。「『とろける食感ぎゅっと梨』を
はじめ、加工品として行先があることがありがたい」と農家さんは
語ります。

春の霜による被害や長雨、気温への対策を行いながら、
十分に太陽を浴びさせて、おいしい梨を育てます。

梨果汁を供給いただく梨の農家さん、JAあづみ、JA全
農長野の方々と生育状況を確認しました。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 長野
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農家さんが一つひとつ手作業で受粉を行い、摘果（※）
を終えた段階です。収穫まで間もなくです。
※摘果：一つの実に栄養を集中させ、大きな果実を収穫するために、育て
る過程で余分な実を取り除く作業。

梨果汁を供給いただく方々との会議。「目に見える形
で、商品として生まれ変わっていることは嬉しいで
す。」と、お話しいただきました。

とろける食感 ぎゅっと梨
長野県産梨果汁を60%使用した果汁感あふれるアイスバーです。濃
厚な梨果汁層アイスと、とろける食感のジェラート層アイスの2層仕
立てです。

※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 長野
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瀬戸内 Setouchi

とろける食感 ぎゅっと怪獣レモン
温暖で台風の少ない瀬戸内で栽培される瀬戸内レモンは、水はけの
よい土壌で育つため、香り高く濃い味になります。
生食として商品価値があるものは約6～7割程度で、どれも手塩にか生食として商品価値があるものは約6～7割程度で、どれも手塩にか
けて育てられ、味に影響はないものの、残りの3～4割は見た目が悪
いという理由だけで生食用から外されてしまいます。おいしく食べ
られるのに価値を落としてしまったレモンを救うべく考案されたの
が「怪獣レモン」です。
「怪獣レモン」は、大きく育ちすぎたり、いびつな形になったりと
ごつごつした形のレモンを怪獣に例えて名づけられました。
怪獣だけど、とてもおいしい「怪獣レモン」のアイスバーをファミ怪獣だけど、とてもおいしい「怪獣レモン」のアイスバーをファミ
リーマートから全国にお届けします。

瀬戸内独特の温暖少雨な気候に加え、急傾斜になって
いるため日当りが良く、レモンの栽培に適している産
地です。

レモンのおいしさはもちろん、傷がついたものでもお
いしく召し上がっていただけることをお伝えしたいと
考えています。（農家さん）

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 瀬戸内
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ごつごつした形を怪獣に例え「怪獣レモン」と名付け
られたレモン。ワイルドな見た目ながら糖度が高く、
皮まで食べられます。

レモン農家さんが「とろける食感ぎゅっと怪獣レモン」
をご試食。「怪獣レモン」がもつ爽やかな酸味と優し
い甘さをアイスバーで感じていただきました。

とろける食感 ぎゅっと怪獣レモン
瀬戸内産「怪獣レモン」の果汁を12%使ったアイスです。レモンの
味わいを強く感じる層と、さっぱりとした酸味が引き立つとろける
食感のジェラート層アイスの2層仕立てに仕上げました。

※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 瀬戸内
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沖縄 Okinawa

とろける食感 ぎゅっとパイナップル
高い気温と酸性の土壌が広がり、糖度が高いパイナップルの育成
に適した環境に恵まれた沖縄県はパイナップルの生産量日本一を
誇ります。
苗を植えてからパイナップルが実るまでおよそ2年。台風などの
気象状況に悩まされることも少なくありませんが、その間、農家
の皆さんは手作業のみで世話をし、毎年5月末から7、8月の暑さの皆さんは手作業のみで世話をし、毎年5月末から7、8月の暑さ
のピークと重なる時期に収穫を迎えます。丁寧に育てられたパイ
ナップルは、高い気温がそのまま糖度に変わるほど甘くおいしい
パイナップルになります。
そんな沖縄県の農家の皆さんにとっての大きな悩みは、生産者の高齢化や後継者不足。
甘くおいしい沖縄のパイナップルを多くの方に味わってもらい、産地のことも知ってもらいた甘くおいしい沖縄のパイナップルを多くの方に味わってもらい、産地のことも知ってもらいた
い。産地の皆さんの想いを受け、ファミリーマートは沖縄のパイナップルを使った濃厚なパイ
ン感を楽しめるアイスバーを開発し、全国の店舗で発売することにしました。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 沖縄
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沖縄県は、酸性土壌と高い湿度、気温が30度～35度の
高い夏の時期により、糖度の高いパイナップルが育つ
環境です。収穫は猛暑の中で行われることが多く、体
力の消耗との戦いです。

ファミリーマートの商品開発担当者も現地へ伺い、農
家や農協の皆さんとともにパイナップルの栽培状況を
確認しました。

パイナップルが実るまでには、苗を植えてから約2年と
いう歳月がかかります。農家の皆さんは、その間、手
作業のみで丁寧に世話をされています。

パイナップルの美味しさがそのままアイスになってい
るか、農家や農協の皆さんに試食していただきました。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 沖縄
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とろける食感 ぎゅっとパイナップル
沖縄県産パインアップル果汁を57%使用したアイスバーです。とろ
ける食感のジェラートタイプと、高果汁層の2層仕立てで食感ととも
にパイナップルのさわやかで甘酸っぱい、濃厚な味わいが楽しめま
す。

※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 沖縄
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北海道 Hokkaido

とろける食感 ぎゅっとメロン
昼と夜の寒暖差が大きい北海道ならではの気候が育む甘味の強さが昼と夜の寒暖差が大きい北海道ならではの気候が育む甘味の強さが
特徴の北海道産青肉メロン。昨今の異常気象の影響により、例年5
月から8月の収穫時期において、割れや育成不良などの被害が多く
発生しています。手作業が多く、作業者の確保や、気候変動による
不作などの課題が多くありますが、毎年北海道産のメロンを楽しみ
にしている多くの方々の期待に応えるべく、農家の方々が、一生懸
命にメロンづくりに励んでいます。

北海道のメロン農家さんのハウス。こまめなハウス管
理や摘果※などの手作業を加え、気を配りながら育て上
げます。
※摘果…一つの実に栄養を集中させ、大きなメロンを収穫するために、
育てる過程で余分な実を取り除く作業

メロンに実をつけるためには、咲いた花に花粉をつけ
て受粉する必要があります。蜂も、その重要な役割を
果たしています。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 北海道
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メロンの雌花が咲いた後、無事に実が着果しました。
全体がうぶ毛のような毛で覆われています。

収穫は、メロン一つ一つについて完熟でおいしいベス
トタイミングの状態を農家さんが見極めて行います。
丁寧に育てられた北海道産青肉メロンは「淡い緑色の
果肉を持ち、爽やかな甘みと優しい口当たり」が特徴
です。

とろける食感 ぎゅっとメロン
北海道産青肉メロン果汁を20%使用した風味豊かなメロンアイスバ
ーです。北海道産青肉メロンのストレートピューレのみを使用し、
メロン本来の甘味や芳醇な風味を活かしたアイスバーに仕上げまし
た。濃厚なメロン果汁層アイスと、とろける食感のジェラート層ア
イスの2層仕立てです。

※ご好評につき販売は終了いたしました。※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 北海道
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高知 Kochi

とろける食感 ぎゅっとゆず
ファミリーマートは、2023年1月に高知県産のゆずを使用したアイファミリーマートは、2023年1月に高知県産のゆずを使用したアイ
スバーを発売し、大変ご好評をいただきました。深刻な後継者不足
や生産範囲の縮小など 産地が抱える課題解決に役立つ商品開発の取
り組みとして、2024年6月、プライベートブランド「ファミマル」
の産地応援シリーズ 「産地と、コンビに、」の第2弾となるゆずを
使ったアイスバーを発売し高知県産のゆずの魅力を発信します。

2023年に発売されたゆずアイスバーの記事はこちら
※現在は販売しておりません。（2024年6月時点）※現在は販売しておりません。（2024年6月時点）

高知県では、年間を通じて暖かい日が多いなかでも、
雨によって涼しい空気が流れ込む寒暖差の激しい気候
の特徴を生かし、山間部でのゆず栽培が盛んです。

例年、10月中旬頃から始まるゆずの果実の収穫は、ひ
とつひとつ丁寧にはさみを入れ、手作業で収穫を行っ
ています。
ゆずの枝には大きな棘がたくさんあり、収穫作業の妨
げとなることから1度に多くの収穫ができない苦労もあ
ります。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 高知
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できるだけ傷が付かないように手作業で収穫されたゆ
ずは、爽やかな香りと上品な酸味を持っています。よ
り多くの方々にゆずのおいしさを味わってほしいとの
思いから、ファミリーマート商品担当もお手伝いさせ
ていただきました。

生産地では生産従事者の減少、高齢化などの課題もあ
りますが、今回の取り組みで、多くの方々にゆずのお
いしさが伝わることを楽しみにされています。写真は
試食会の様子です。

とろける食感 ぎゅっとゆず
高知県産ゆず果汁を11%使用した、爽やかで香り高いアイスバーで
す。食感が楽しめるゆずピール入りのとろける食感の層と、濃厚な
ゆずの味わいを楽しめる層の2層仕立てに仕上げました。

※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 高知
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福島 Fukushima

とろける食感 ぎゅっと桃
国産フルーツを使い、持続可能な果実生産の支援につなげる取り
組みとして、プライベートブランド「ファミマル」で展開してい
るアイスバーシリーズ。
第1弾のアイスバー「とろける食感 ぎゅっと桃」で使用している福
島県産の桃を育てている農家さまを訪問しました。

桃の収穫が最盛期になる8月に向けて、3月頃から収穫
のための準備作業が始まります。約200本前後の桃の木
に対して手作業で蕾の数の調整を行い、収穫時には1枝
から約3個の桃が出来上がるように、数か月間の時間と
労力をかけて手入れを行います。

農家さまは、「丹精込めて育てた桃は、そのまま消費
者の方へお届けしたいと考えていたので、果汁やピュ
ーレなどの加工品原料にすることは今まであまり良い
と思っていませんでした。しかし、今回のように形に
見えて、おいしい商品に生まれ変わることは大変うれ
しいです。」と話しています。

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 福島
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お手伝い中の商品開発担当の様子。 4月の農家さまの桃畑。見事な桃の花が咲いています。
少子高齢化による人手不足などの様々な課題はありま
すが、おいしい桃を全国の消費者の方々へ届けるた
め、日々奮闘されています。

とろける食感 ぎゅっと桃
濃厚な甘みと余韻が残る風味が特徴の、福島県産桃果汁を46％使用
した果汁感あふれるアイスバーです。濃厚な桃果汁の層とさっぱり
としたくちどけの良いジェラート食感の層の2層仕立てにしました。

※ご好評につき販売は終了いたしました。

ニュースリリースはこちら

 産地と、コンビに、みんなのマルを。 福島
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サステナビリティレポート 2024

サステナビリティマネジメント

89 



サステナビリティマネジメント

サステナビリティ基本方針など各種取り組みの方針を掲

載しています。

サステナビリティに関する基本方針

サステナビリティの推進体制を掲載しています。

サステナビリティ推進体制

重要課題とその特定のプロセスを掲載しています。

重要課題の特定

ステークホルダーとの関係構築の詳細についてご覧いた

だけます。

ステークホルダーエンゲージメント

国際社会に対する取り組みについて掲載しています。

国際社会との連携
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サステナビリティに関する基本方針

サステナビリティ基本方針 ファミリーマート 人権方針 

ファミリーマート カスタマーハラスメントに対する方針 ファミリーマート環境方針

ファミリーマート 生物多様性保全方針 サステナビリティ調達原則 

サプライチェーン・サステナビリティ行動指針 ファミリーマート 社会貢献方針 

コンビニエンスストアは、社会・生活インフラとして、人々の生活になくてはならない存在となっています。

ファミリーマートにおいても、1万6千店を超える全国の店舗に1日あたり延べ約1,500万人のお客さまが来店

され、それに応えるストアスタッフの数も約20万人を超えています。コーポレートメッセージである「あなた

と、コンビに、ファミリーマート」には、すべてのステークホルダーの皆さまと「共に」歩んでいきたいとい

う信頼関係の構築への想いが込められています。

急速に変化する社会に対し、それぞれの地域でお客さまの期待に応え、地域の社会課題の解決に貢献すること急速に変化する社会に対し、それぞれの地域でお客さまの期待に応え、地域の社会課題の解決に貢献すること

が私たちの使命であり責任です。商品・サービスの提供を通じ、お客さまや地域社会に「より良い生活」を提

供し、毎日を新鮮さにあふれた楽しいものにしていくことを目指していきます。

サステナビリティ基本方針

私たちファミリーマートは、常に世の中に新しい価値を提供し続け、お客さまから信頼される存在を目指します。

その実現に向けて、ステークホルダーの皆さまと協働して持続可能な社会の形成を目指し、以下の基本方針を掲げま

す。

1.  地域社会の発展につながる活動に関わり、地域の皆さまのより良い生活に貢献します。

2.  安全・安心・健康に配慮した商品・サービスを提供し、取引先との公正な事業慣行に則ったサプライチェーンを

　 構築します。

3.  地球環境や自然、生物多様性への配慮と地球温暖化防止、循環型社会の形成に努めます。

4.  未来を担うこどもたちが、健全で明るく育つよう地域社会とともに次世代の育成支援に努めます。

5.  人種、肌の色、国籍、言語、宗教、思想、年齢、性別、性的志向、性自認、性表現、障がいの有無、財産、雇用形

 　態等に関わらず、人とその権利を尊重し、事業に関わるすべての人たちが活躍し、働き甲斐のある事業活動を推進 　態等に関わらず、人とその権利を尊重し、事業に関わるすべての人たちが活躍し、働き甲斐のある事業活動を推進

　 します。

6. 国際規範および事業を展開する国や地域の法・規範を遵守し、誠実な事業活動を行います。

【制定】2017年9月【改定】2023年6月

サステナビリティ推進体制 
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サステナビリティに関する基本方針

ファミリーマート人権方針

ファミリーマートは、加盟店・取引先を含む全てのビジネスパートナーと共に、変化する社会に対応した商品やサー

ビスを提供することで、お客さまと地域からずっと必要とされる存在でありたいと考えます。

そして、コーポレートメッセージ「あなたと、コンビに、ファミリーマート」には、“ファミリーマートに関わる皆さ

まと「家族のように」つながり「共に」歩んでいきたい”という想いが込められており、私たちの事業活動においては

「人」と「人」とのつながりが不可欠であると認識しています。

このような考えに立ち、国連グローバル・コンパクトが掲げる人権に関する原則を含む10原則への賛同を表明し、国このような考えに立ち、国連グローバル・コンパクトが掲げる人権に関する原則を含む10原則への賛同を表明し、国

連の「ビジネスと人権に関する指導原則」（以下、指導原則という。）および「OECD多国籍企業行動指針」への準拠

に加え、「国際人権章典」および「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」を尊重し、私たちの人権尊重

に関する基本方針として「ファミリーマート 人権方針（以下、本方針という。）」を策定しました。

本方針を実現するため、社長の諮問機関であるサステナビリティ委員会が各部門と連携し、委員長による監督責任の

下、私たち一人ひとりが人権尊重の取り組みを進めていきます。

➀適用範囲
私たちは、株式会社ファミリーマート（以下、当社という。）および関連会社の全ての役員と従業員が「人権を尊

重される立場」であると同時に、「人権を尊重すべき立場」であることを強く認識し、本方針に基づき行動してい

きます。

私たちは、当社と関連会社およびビジネスパートナーの活動が、お客さまや地域コミュニティを含むステークホル

ダーの人権に影響を与えうる可能性を認識しています。

このため、ビジネスパートナーおよびその関係者の皆さまにも本方針を理解し、支持していただくことを期待するこのため、ビジネスパートナーおよびその関係者の皆さまにも本方針を理解し、支持していただくことを期待する

と共に、コミュニケーションや情報共有を深めるなど、協働して人権尊重を推進するよう継続的に働きかけていき

ます。

➁重要と考える人権項目

私たちは、多様性ある社会において持続可能な事業活動を行う企業として、以下の人権課題を重要な項目と認識して

います。

人身取引、強制労働、児童労働の禁止

心と身体の健康と安全性の確保

人種、肌の色、国籍、言語、宗教、思想、年齢、性別、性的指向、性自認、性表現、障がいの有無、財産、雇用形

態等による偏見や差別の禁止
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サステナビリティに関する基本方針

あらゆるハラスメント、いじめ、不公平な扱いの禁止

労働者の結社の自由、団体交渉権の尊重

最低賃金の確保と適正な労働時間の管理

消費者に対する安全・安心な商品やサービスの提供、およびそれらに関する重要な情報の開示

個人情報およびプライバシーの保護

➂人権デューデリジェンス
方針

私たちは、指導原則に基づいた適切な人権デューデリジェンスの仕組みを構築し、私たちの活動が及ぼす人権に関す

る負の影響について、ステークホルダーとの対話を大切にしながら特定・評価・予防・緩和・是正に努めます。

併せて、私たちは事業を行う各国および地域の法規制を遵守します。国際的な人権に関する原則と相反する状況にお

いても、国際的に認められた人権原則の尊重に最大限努めます。

実施方法

　私たちは人権デューデリジェンスにおいて、ビジネスパートナーと共に以下の継続的な実施と改善に取り組みます。

1. 人権に関連し適用される法律および規制等を理解し、遵守します。

2. 人権に関する負の影響については、定期的および新規事業活動の開始時に評価します。

3. 特定された負の影響について直接影響を被る（可能性を含む）と評価された人、あるいはその正当な代理人と適切に

　 コミュニケーションを図り、予防・緩和措置を講じます。

4. 適切かつ効果的な苦情処理の仕組みを設け、人権に対する負の影響を引き起こした、あるいは関与が明らかになった

　 場合は、適切な手続き・対話を通じてその救済・是正に取り組みます。　 場合は、適切な手続き・対話を通じてその救済・是正に取り組みます。

5. 内部および外部からのご意見等を考慮しつつ、人権に対する負の影響への対応の実効性を評価・検証し、再発防止に 

　努めます。

➃情報開示

私たちは、本方針に基づく取り組みの状況をホームページ等のコミュニケーション手段を通じて公開します。

➄理解・促進・浸透

【制定】2020年10月　【改定】2023年6月

私たちは、本方針が事業活動全体に浸透し定着するよう、全ての役員・従業員に対して適切かつ効果的な方法で教育・

啓発に取り組みます。

ビジネスパートナーおよびその関係者の皆さまに対しても、本方針を共有し、理解・浸透を図っていきます。

具体的な取り組みはこちら
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サステナビリティに関する基本方針

ファミリーマート カスタマーハラスメントに対する方針

ファミリーマートは、「あなたと、コンビに、ファミリーマート」のコーポレートメッセージのもと、地域社会を

「ファミリー」（家族）と考え、安全・安心で質の高い商品・サービスを提供し、お客さまのご期待に応え、法令遵

守はもとより、地球環境・人権に配慮した事業活動に取り組むことで、持続可能な地域・社会づくりの実現を目指し

ています。

一方で、ファミリーマートのサービスをご利用されるお客さまの一部には、カスタマーハラスメントに該当する行為一方で、ファミリーマートのサービスをご利用されるお客さまの一部には、カスタマーハラスメントに該当する行為

が見受けられることがあり、これらの行為は、ファミリーマートで働く一人ひとりの尊厳を傷つけ、安全で働きやす

い職場環境の悪化を招くものです。

継続的に安全・安心で質の高いサービスを提供していくためには、カスタマーハラスメントに該当する行為に対して

は毅然とした対応を行い、働く一人ひとりの安全を守ることが不可欠と考え、「ファミリーマート　カスタマーハラ

スメントに対する方針」を以下のとおり策定いたします。

カスタマーハラスメントへの対応と取り組み

ファミリーマートで働く一人ひとりの安全を守るため、カスタマーハラスメントが行われた場合には、適切な対応の

為、警察や弁護士など外部専門家と連携し、本方針に沿って厳正に対処します。

「ファミリーマート　カスタマーハラスメント方針」開示による企業姿勢の明確化

ファミリーマートで働く一人ひとりへの周知・啓発・対応方法・手順の策定

ファミリーマートで働く一人ひとりへの教育・研修の実施

ファミリーマートで働く一人ひとりからの相談・報告体制の整備

カスタマーハラスメントの定義

お客さまからのクレーム・言動のうち、要求内容の妥当性が認められないもの又はその妥当性に照らして、当該要求

を実現するための手段・態様が社会通念上不相当なものであり、当該手段・態様により、ファミリーマートで働く一

人ひとりの就業環境が害されるおそれがあるもの

【該当する行為例】※以下の記載は例示でありこれらに限られるものではありません。

身体的、精神的な攻撃（暴行、傷害、脅迫、中傷、名誉毀損、侮辱、暴言）や威圧的な言動

継続的な言動、執拗な言動

差別的な言動、性的な言動
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サステナビリティに関する基本方針

ファミリーマート 環境方針

ファミリーマートは、地域からずっと必要とされる存在であるように、人や地域に寄り添うことで進化し続ける地域

密着を、本気で実現します。そして、ファミリーマートに関わるみんなが、家族のようにつながり、お客さまにとっ

て地域の家族のような存在を目指します。

こうした基本理念を基に、環境に配慮した取り組みを通して、「地域社会」の持続可能な発展に貢献するとともに、

それを推進するため、定期的に事業活動の環境影響を評価し、環境目標を設定して環境パフォーマンスの向上に取り

組みます。

また、汚染の予防及び環境保護に取り組み、環境マネジメントシステムの継続的改善を図ることを基本方針として以また、汚染の予防及び環境保護に取り組み、環境マネジメントシステムの継続的改善を図ることを基本方針として以

下を定めます。

1. 事業活動を通じた環境配慮

➀商品・サービスの開発・選定においては、常に環境と安全・安心に配慮し、クオリティの高い商品・サービスを提

　供しつづけます。

➁商品配送においては、常に効率的な配送体制の構築と運行を目指すとともに、低公害配送車の導入を促進します。

➂店舗施設においては、省エネルギー・省資源に寄与する設備・資材の導入に取り組みます。

　また、設備の適切な保全に努め、使用済み設備は適正処理を図ります。

➃店舗の運営においては、常に地域・社会・自然との共生に配慮し、環境活動に取り組みます。

　また、店舗から排出する廃棄物を適正に処理するとともに、リサイクルの推進を図ります。　また、店舗から排出する廃棄物を適正に処理するとともに、リサイクルの推進を図ります。

➄事務所においては、省エネルギー・省資源・リサイクル及び廃棄物の適正処理に取り組むとともに、廃棄物の削減

　を進めます。

　また、社有車は環境負荷が少ない車両の導入を図り、社員は常に環境と安全に配慮して運転します。

個人への攻撃や要求

個人情報等のSNS/インターネット等への投稿（写真、音声、映像の公開）

不合理又は過剰なサービスの提供の要求

正当な理由のない商品交換、金銭補償の要求、謝罪の要求

ファミリーマートは、働く一人ひとりの人権を尊重し、誰もが安全で安心に働ける環境を常に維持することに努めてま

いります。

【制定】2024年9月
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2. 環境関連諸法規の遵守

環境側面に関係して適用を受ける環境関連諸法規などの遵守義務を満たします。

3. 組織の整備と啓発活動

環境マネジメントシステムに関する組織、運営体制を整備します。また、組織内のすべての人に環境方針を周知し、環

境保全・環境配慮の意識の向上を図るため、啓発活動に取り組みます。

【制定】1998年11月【改定】2019年9月

具体的な取り組みはこちら

ファミリーマート 生物多様性保全方針

ファミリーマートは「あなたと、コンビに、ファミリーマート」のコーポレートメッセージのもと、地域社会を「ファ

ミリー」(家族) と捉え、便利さのご提供とともに地域社会の課題解決に取り組むことで、必要とされ続ける存在であり

たいと考えます。

一方で、地域社会と共に歩むわたしたちの事業活動は、様々な自然の恵みである「生物多様性」に支えられていると同

時に影響を与えており、「生物多様性」の損失が世界的な問題であることを認識しています。

この問題意識のもと、わたしたちは国際的な枠組みである「昆明・モントリオール生物多様性枠組(※1)」 に賛同し、この問題意識のもと、わたしたちは国際的な枠組みである「昆明・モントリオール生物多様性枠組(※1)」 に賛同し、

サーキュラーエコノミー（循環経済）及びネイチャーポジティブ（自然再興）に向けた取り組みを推進することで、自

然との共生、そして「ファミリー」が幸せである未来を目指していきます。

 ◆地域社会と一緒に

・事業活動にあたっては、関係する国内外の生態系・地域社会への依存を認識し、それらに及ぼす負の影響の削減を目

指します。

・地域の生産者と協力し、サステナビリティ認証取得等を含む持続可能な生産を後押しし、地域に密着したサプライ

チェーンを進化させ続けます。チェーンを進化させ続けます。

◆商品・店舗を通じて

・社会インフラとしてのコンビニエンスストアの役割を認識し、地域における生物多様性の取り組みや事業開発を進め

ます。

・商品・サービスの開発にあたっては、環境に配慮した容器包装の採用など、持続可能な原材料調達を積極的に進めま

す。

・店舗運営時には、再生可能エネルギーの使用や資源の有効活用を進め、環境負荷の低減に努めます。

サステナビリティに関する基本方針
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◆ステークホルダーとの協働へ向けて

・商品・サービスを通じて、お客さまに生物多様性の重要性を伝え、一人ひとりの消費行動につながるよう努めます。

・ＮＰＯ、教育機関、地方自治体等とのコミュニケーションを通じて、生物多様性の回復、啓発活動に努めます。

・生物多様性を育む社会づくりに向けて、加盟店・社員に対する生物多様性への理解と知識の醸成を進めます。

・仕入れ先やサプライヤーに対して、可能な限り生物多様性への配慮を期待します。

これらの方針について、マネジメント体制を構築しTNFD(※)に沿った情報開示を行っていきます。

※1：生物多様性条約第15回締約国会議（COP）で採択された2030年までの世界目標※1：生物多様性条約第15回締約国会議（COP）で採択された2030年までの世界目標

※2：自然関連財務情報開示タスクフォース/自然資本及び生物多様性に関する企業のリスクや機会を適切に評価し開示

　　  するための枠組みを構築するタスクフォース

【制定】2010年5月【改定】2023年7月

具体的な取り組みはこちら

サステナビリティに関する基本方針
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サステナビリティ調達原則

ファミリーマートは、地球環境の保全や人権の保護などの持続可能な社会の実現に向けた取組みを社会的責任として認

識し、事業活動に取組んでいます。

そのために生産者及び取引先との公正なルールに則った相互発展の精神（CO-GROWING）に基づく事業活動を進め、

共に持続的な成長を実現しつつ、以下の事項に取組みます。

1. 生物多様性の保全に配慮し、自然資源の違法な取引、採取、漁獲を排除します。

2. 枯渇の危機にある自然資源を保護し、再生可能な資源の再利用を図ります。

3. お客さまの安全、安心、健康を最重要事項として農畜水産物のトレーサビリティを確立し、お客さまに分かりやすい

　情報開示に努めます。　情報開示に努めます。

4. 法令や社会規範を遵守し、人権・労働・安全衛生、地球環境保全など社会的責任を果たす生産者・取引先と持続可能 

　な社会を目指します。

【制定】2018年2月

具体的な取り組みはこちら

サプライチェーン・サステナビリティ行動指針

1.法令遵守

国際規範および事業を展開する国や地域の法・規範を遵守し、誠実な事業活動を行う。

2.人権

人種、肌の色、国籍、言語、宗教、思想、年齢、性別、性的指向、性自認、性表現、障がいの有無、財産、雇用形態等

に関わらず、人とその権利を尊重し、人権侵害に加担しない。

また、従業員の健康と安全衛生に配慮し、働きやすい職場環境を実現するとともに、雇用における差別、非人道的な扱

い、強制労働などを禁止する。

サステナビリティに関する基本方針
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3.公正な取引

取引にあたって健全な商慣習に従い、適切な条件のもとで取引を行い、強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗の防止

に取り組む。

4.環境

地球環境や自然、生物多様性への配慮、環境汚染の予防に努め、温室効果ガス排出抑制、エネルギー使用の削減など気

候変動への対策を進める。また、廃棄物の削減、適正処理とリサイクル、資源利用の削減及び効率化など循環型社会の

形成に取り組む。

5.品質・安全性

お客さまの安全・安心・健康に配慮した商品・サービスを提供し、事故または不良品などの発生時には、迅速な情報開

示や所轄当局への届出などの対応を行う。

6.地域社会との共生

地域社会の発展につながる活動に関わり、事業所または工場周辺の環境影響に配慮するなど、地域のより良い生活に貢

献する。

7.サプライチェーンの体制整備
社会的規範に従うとともに社会的要請に応えてサステナビリティ推進体制、内部統制を構築し、リスク管理の体制整備

に努める。また、自らのサプライチェーンに対してもサステナビリティの周知と浸透に努める。

【制定】2018年2月【改定】2023年6月

具体的な取り組みはこちら

サステナビリティに関する基本方針
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サステナビリティに関する基本方針

ファミリーマート 社会貢献方針

ファミリーマートは国際社会、地域社会との調和を図り、

心豊かなより良い社会の 実現をめざして社会貢献活動に取り組みます。

1. グローバルに事業を行う企業として、豊かな国際社会の実現と環境を守り育てる活動に貢献します。

2. 地域社会の要請と信頼に応え、積極的な関係の構築を心掛け、地域社会との共生を図ります。

3. 安全・安心なまちづくりの拠点としての役割を担うとともに、青少年の健全な育成を支援します。

4. 社員一人ひとりが行う社会貢献活動を支援します。

【制定】2007年3月

具体的な取り組みはこちら
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サステナビリティ推進体制

ファミリーマートは、全社のサステナビリティ活動を横断的に統括する機関として、サステナビリティ委員会を設置

し、活動計画の承認、進捗管理を実施しています。

サステナビリティの推進にあたっては、ファミリーマートの基本方針や中長期計画、サステナビリティ委員会の決定

事項等に基づき、各部門が、それぞれの業務を通じて具体的なサステナビリティ活動を展開しています。

2024年度サステナビリティ委員会メンバー

委員長

委員

CMO※（兼）マーケティング本部長　　　※CMO:最高マーケティング責任者

オペレーション本部長、建設・管財本部長、商品本部長、製造基盤・品質管理本部長、

物流本部長、クリエイティブオフィス＆８ゼネラルマネジャー、クリエイティブオフィ

ス＆８ゼネラルマネジャー補佐、経営企画本部長、管理本部長、店舗運営業務部長、エ

ネルギーマネジメント部長、商品企画部長、製造基盤整備部長、物流企画部長、経営企

画部長、広報部長、常勤監査役
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サステナビリティ推進体制

各本部におけるサステナビリティの推進体制

各本部長を推進責任者に、また推進責任者が自部門の部長職以上を「SDGs推進リーダー」として選任し、本部長と推

進リーダーがタッグを組んで各部門のSDGsへの取り組みを牽引する体制としています。さらにボトムアップ活動の枠

組みである「地区委員会」でもSDGsをテーマとした取り組みにチャレンジし、組織の全員が参画し活動を推進してい

ます。

本部長・部長が設定するアクションプランへのSDGs要素導入をルール化

「with Sustainability！活動」がスタートした2022年度から、中期経営計画と連動した独自性あるSDGs推進のため、

すべての本部長・部長がSDGsへの取り組みを各部門のアクションプランに導入しました。各部門の業務特性を活かし

ながら、プランの遂行と達成を目指して取り組みを進めています。

SDGs推進リーダーが各部門の活動を牽引

SDGs推進リーダーは、各部門でSDGsの理解・浸透とそれぞれの業務への反映を図り、部門の業務特性に応じた取り組

みを牽引しています。

関連リンク

コーポレート・ガバナンス 事業等のリスク コンプライアンス
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重要課題の特定

重要課題特定のプロセス

ファミリーマートは、人々の生活に密着しているコンビニエンスストアを展開する事業者だからこそ、社会の変化に

適応し、かつステークホルダーの要請・期待にしっかりと応えていくことが重要であると考えています。

そこで、ファミリーマートの事業が社会に及ぼす影響を把握・管理するために、2017年度に初めて重要課題（マテリそこで、ファミリーマートの事業が社会に及ぼす影響を把握・管理するために、2017年度に初めて重要課題（マテリ

アリティ）を特定しました。2019年度には、コンビニエンスストア単独の事業体制へと変わったことを踏まえ、あら

ためて外部環境や社会課題、さらにはステークホルダーの期待・要請を再整理の上、「重要課題」を見直しました。

こうして特定された5つの重要課題と、それらの解決を支える4つの基盤の見直し過程では、事業を通じて社会課題の

解決に貢献することでSDGsの達成に貢献し、それによりファミリーマートが掲げる基本理念の実現にもつなげていく

方針を明確にしました。

今後も引き続き各課題の担当部門とサステナビリティ推進部が連携し、環境の中長期目標「ファミマecoビジョン今後も引き続き各課題の担当部門とサステナビリティ推進部が連携し、環境の中長期目標「ファミマecoビジョン

2050」をはじめとしたそれぞれの重要課題ごとに策定した目標・KPIに対して、サステナビリティ委員会のもとPDCA

サイクルを回し、より実効性のあるサステナビリティ活動の継続と強化に取り組んでいきます。

重要課題（マテリアリティ）の見直し・特定プロセス

課題の把握・整理と抽出

外部環境、内部環境分析により、当社に関連する課題を抽出。

主な分析指標：SDGs、パリ協定、国連グローバ

ル・コンパクト、ISO、GRIスタンダード、

SRI/ESG評価、SASB、業界目標等

外部環境分析

SDGsをはじめ、国際的な基準・規範やイニシアチブ、

ESG評価や顧客要請のほか、ベンチマーク企業の活動

指標等も総合的に分析。

基本理念、事業計画、各種方針等

内部環境分析

当社の基本理念や規範類、事業戦略等を分析。

STEP
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重要課題の特定

重要性評価

抽出した課題を、社会への影響度、当社への影響度の重要性を

評価・検証し、重要課題（案）を特定。

STEP

妥当性評価

各課題の担当部門との意見交換や、外部有識者からのレビュー・意見交換を重ね、課題の妥当性や整合性を検証

し、「重要課題マトリクス最終案」を作成。

STEP

重要課題の特定

STEP

STEPで作成した「重要課題マトリクス最終案」を基本理念とのつながりやSDGsへの貢献、社内外への浸透・

理解のしやすさなどを考慮し、5つの重要課題テーマと、それらの解決を支える4つの基盤テーマに分類。経営

会議で承認され、取締役会での確認を経て特定。

重要課題に対する目標・KPI設定

STEP

各重要課題のテーマごとに、業界の動向やステークホルダー・社会からの要請と、各課題に対する当社活動の進

捗状況を鑑み、課題ごとの担当部門とサステナビリティ推進部が連携し、目標・KPI案を検討、サステナビリテ

ィ委員会にて、議論・妥当性を検討の上決定されました。今後は、目標に対する進捗を定期的に報告・確認し、

取り組みの実効性を高めていきます。
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重要課題の特定

ファミリーマートの重要課題

環境マネジメントシステムの継続的改善

食品ロスと廃棄物への取り組み

気候変動の緩和と適応

持続可能な資源利用と環境汚染の防止 

生物多様性の保全

ファミリーマートとして取り組むべき課題

1　環境配慮を通じた「地域と地球の未来」
　  への貢献

地域社会の発展・活性化

災害対策・被災地支援 

次世代の健全な育成

NGO／NPOへの支援・協働 

自治体との連携

ファミリーマートとして取り組むべき課題

2　人に寄り添う地域活性化拠点としての進化

3　「便利で豊かな生活」を
実現する安全・安心な商品・
サービスの創出

ファミリーマートとして取り組

むべき課題

生活を豊かにする商品・
サービスの提供

お客さまの声への迅速な
対応 

デジタル推進による利便
性の向上

4　お取引先とともに持続可
能なサプライチェーンを追求

ファミリーマートとして取り組

むべき課題

公正・透明な事業活動の
推進 

責任あるサプライチェー
ンマネジメントの構築／
 持続可能な原材料調達の
推進 

安全・安心な商品／サー
ビスへの責任 

5　働きがいのある組織風土
・人づくり

ファミリーマートとして取り組

むべき課題

ダイバーシティ&インク
ルージョン

人財育成の取り組み

健康、安全で働きやすい
職場環境 
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ステークホルダーエンゲージメント

ファミリーマートのステークホルダー

ファミリーマートは、持続可能な社会の構築に貢献することを目指しており、ステークホルダーの皆さまとの建設的な

対話や協働について、積極的かつ継続的に行っていくことが必要不可欠であると考えています。この考え方に基づき、

当社が事業活動を通して社会に対して果たすべき責任や役割について、ステークホルダーの皆さまのニーズや期待を直

接的にいただく機会を設けています。いただいた貴重なご意見やご要望を踏まえ、当社の重要課題の見直しや事業活動

の改善に活かし、商品開発・サービスの高品質化、またブランドマネジメントの向上などにつなげています。

こうしたエンゲージメントの推進は、ステークホルダーの皆さまとの良好な関係性の構築にも役立っており、社会から

一層信頼される企業への進化を支える、基盤的な活動となっています。

これまでに非常に多くのエンゲージメントの機会を設けることができ、たくさんのご意見やご要望をいただきました。これまでに非常に多くのエンゲージメントの機会を設けることができ、たくさんのご意見やご要望をいただきました。

以下に、当社の主なステークホルダーエンゲージメントの実施状況についてご紹介します。

パートナーシップ構築宣言はこちらから

マルチステークホルダー方針はこちらから 

ファミリーマート カスタマーハラスメントに対する方針はこちらから 

ファミリーマートのステークホルダーエンゲージメント
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ステークホルダーエンゲージメント

お客さま

方法／内容 実績・評価（2023年度） 対応／計画

店舗における日々の営業活動 国内約16,300店、1日あたり延べ約
1,500万人のご来店客数

消費者ニーズに応えた商品・サ
ービスの開発・改良

お客様相談室でのご意見・ご要望の
受付、対応

お客様相談室へのご意見数：,
件

品揃え・接客・クリンネスなど
の店舗運営の高質化

ファミマのアプリ「ファミペイ」に
よる、個別ユーザーに最適化した情
報の発信

ファミマのアプリ「ファミペイ」累計
ダウンロード数：約2,000万DL
（2024年6月時点）

店舗設備やデジタルを活用した
コミュニケーション機会の向上

店内デジタルサイネージ
(FamilyMartVision)による情報の発
信

デジタルサイネージ設置店舗数：
約10,000店舗（2024年6月時点）

WEBサイトを通じた情報発信、SNS
によるコミュニケーション

公式Twitterアカウント
（@famima_now）：約550万フォロ
ワー（2024年7月時点）

地域社会

方法／内容 実績・評価（2023年度） 対応／計画

こどもたちや高齢者への支
援を通じた地域社会活性化

自治体との連携協定、NGO/NPO、学校と
の協働による、課題解決型サステナビリテ
ィ活動の展開

店舗やオンラインを活用した地域
密着イベント・プログラムの拡充

小学生～高校生を対象にした
SDGs啓発活動

文部科学省後援事業「ありがとうの手紙コ
ンテスト」：開催回数15回、延べ参加校数
約25,000校・団体、応募総数45万通超

ファミマ学園（オンライン出前授業）
幅広い部門の社員を講師に起用
し、教育現場のニーズに応える
プログラムの高質化

自治体との地域包括連携協定 全国47都道府県すべてと包括連携協定を締
結

NGO/NPOと協働した社会課
題解決の実践

ファミマフードドライブ：47都道府県,
店舗（2024年6月30日時点）

食品寄付の一層の充実に向け、実
施店舗の増加と協力パートナー開
拓への働きかけ継続

NGO/NPOの活動支援、災害
復旧支援を目的とした店頭募
金活動

2023年度の店頭募金実績：約6億7千万円

NGO・NPOとの定期的なコミュニケー
ション

店頭募金、企業寄付、社会課題
解決に向けた効果的な活用

日頃の店舗運営を通じた、
地域コミュニティとの対話

特殊詐欺未然防止等の防犯や、防災・災害時
支援の取り組み

お客さま一人ひとりに配慮した接
客の継続
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ステークホルダーエンゲージメント

加盟店・ストアスタッフ

方法／内容 実績・評価（2023年度） 対応／計画

トップによるオンラインイベントや直
接訪問等を通じた店舗とのコミュニケ
ーション

加盟店直接巡回：全国約50店舗
加盟店と本部における、より深
い信頼関係の構築

スーパーバイザーによる店舗巡回
店舗経営に関する助言、評価・指
導、実践状況の定期的な確認

店舗運営の効率化促進、サポー
トの拡充、収益力の向上

経営方針／商品政策説明会の開催
加盟店向け展示会「ファミマEXPO」
開催：年1回
（オンライン年2回）

店長、ストアスタッフに対する各種
支援制度の強化・充実

加盟店・ストアスタッフへの健康診
断支援サービス提供：5,012人

店舗業務の軽減、デジタル化の
推進加盟店相談室による相談受付・訪問 加盟店相談室への相談数：2,491件

相談員による店舗訪問：3,377件

ポータルサイト・加盟店報での情報
配信

加盟店ポータルサイトでの情報提供
加盟店報「FAMILY」の発行：10回
加盟店座談会でのオンラインコミュ
ニケーション：参加人数約30人／約
27店舗

お取引先

方法／内容 実績・評価（2023年度） 対応／計画

サステナビリティ関連方針、商品政策
の情報共有・連携と実践

お取引先439社に対して、当社サス
テナビリティ関連方針を周知

ファミリーマートサステナビリティ
関連方針の理解浸透、支持拡大

サプライチェーンにおけるサステナビ
リティ調達の推進

お取引先へのSAQ（セルフチェッ
クアンケート）実施：145社

お取引先SAQ、モニタリング監
査の対象拡大

お取引先へのモニタリング監査の実
施：22社

お取引先アンケートの回答率向上

中食製造委託先工場点検の実施：
工場

人権に関するチェックリストの運用：
75工場

お取引先相談窓口の運用・対応 社員ホットライン・お取引先ヘルプ
ラインの運用：年87件
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ステークホルダーエンゲージメント

従業員

方法／内容 実績・評価（2023年度） 対応／計画

トップによるメッセージ発信や直
接訪問、オンラインを通じたコミ
ュニケーション

トップによるメッセージ発信：14回
全国の事務所訪問による管理職との直接
対話：300名
座談会によるダイレクトコミュニケーシ
ョン実施：参加者延べ約150名

従業員意識調査の実施
従業員エンゲージメントサーベイの実施
（年1回）：回答率.％
ダイバーシティ浸透度調査：回答率
％（2024年1月）

ダイバーシティ浸透度調査、
LGBTQ教育の実施

ダイバーシティ&インクルー
ジョンの推進

「ビジネスと人権」に関する社内
啓発・制度の充実

eラーニングと受講後の確認テスト：
受講率、正答率%

事業における悪影響を把握し、
予防にむけた仕組みや体制を構
築

LGBTQ教育の実施 ALLY※表明者数：1500名（2024年7月）

LGBTQについて知る・理解する
きっかけを作り、LGBTQの理解
者・支援者であるALLYの輪を広
げる

社員研修／自己啓発 一人当たり研修時間：17.5時間
社員の能力を高め、最大限に引
き出すための計画的な育成プロ
グラムの構築

育児・介護等の各種制度 すくすく休暇※2：取得率%
認知症サポーター講座受講者数：226人

ライフステージに適応した各種
体制の拡充

障がい者の活躍推進、職域拡大

店舗への新卒障がい者採用や中途採用の
職域拡大

障がい者雇用率：.％（2024年6月1
日算定）

特別支援学校とのネットワー
ク拡大および見学・実習の受
入れ

健康経営の推進

健康意識調査：回答率.％
（2024年6月）
ストレスチェック：回答率.％
（2024年6月)

こころと体の健康維持の推進

ポータルサイト、Web社内報での
情報発信

社員ポータルサイトでの情報提供
Web社内報の配信：117件

部門を超えた社員交流推進 部門横断交流企画「ファミトーク」開
催：12回

SDGsの自分事化
「with Sustainability！活動」

サステナビリティに関する社内広報
「with Sustainability！通信」発信：
回
社員の環境問題への意識啓発活動ファミ
マecoアクション開催：参加者約4,300名
（2024年6月）

※ LGBTQを理解し、積極的に支援・行動する人。

※2 こどもが小学校1年生まで、男女問わず取得可能な有給育児休暇（対象のこどもの人数に関わらず年間5日まで。1
日単位で取得可）。 109 



国際社会との連携

イニシアチブへの賛同

国連グローバル・コンパクト

活動内容：

「国連グローバル・コンパクト」は、人権・労働・環境・腐敗防止の4分野、

10原則を軸に、国際社会において持続的な成長を実現するための世界的な取

り組みであり、参加企業・団体にはより良い世界を目指した活動が求められて

います。当社は、2017年9月に、「国連グローバル・コンパクト」へ署名しま

した。この原則を基に「人権方針」を策定しています。

TCFD（Task Force on 
Climate-Related Financial 
Disclosures：気候関連財務
情報開示タスクフォース）

活動内容：

TCFDは、G財務相・中央銀行総裁の要請により、TCFDは、G財務相・中央銀行総裁の要請により、

金融安定理事会（FSB：Financial Stability Board）

が立ち上げたタスクフォースです。気候変動に伴う

企業のリスクと機会の情報開示のあり方を検討し、

投資家による適切な評価を可能とすることで、正し

い資本配分と金融市場の効率化、持続可能で安定し

た経済を目指しています。ファミリーマートは、

2020年2月にTCFDの最終報告書の趣旨に賛同しまし

た。TCFDが推奨する組織運営における4つの中核的

要素「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標

及び目標」に関する情報開示を行っていきます。

TNFD（Taskforce on 
Nature-related Financial 
Disclosures：自然関連財務
情報開示タスクフォース）

活動内容：

自然資本及び生物多様性に関する企業のリスク管理自然資本及び生物多様性に関する企業のリスク管理

と開示の枠組みを構築するために設立された国際組

織であるTNFDでの議論や活動をサポートする組織

です。TNFDフォーラムでは、情報開示枠組みの構

築に向けた専門的な知見によるサポートや、TNFD

に関連する情報共有などを行っています。
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国際社会との連携

SBT（Science Based 
Targets）イニシアティブ

活動内容：

気候変動による世界の平均気温上昇を、産業革命前気候変動による世界の平均気温上昇を、産業革命前

と比べ、最大でも2度未満に抑えるというパリ協定

の目標に向けて、科学的根拠に基づいた温室効果ガ

ス削減目標（SBT）の設定を推進する、国際NGOの

CDP、国連グローバル・コンパクト、WRI（世界資

源研究所）、WFF（世界自然保護基金）による共同

イニシアティブです。2020年3月、ファミリーマー

トの設定した温室効果ガス削減目標がSBT認定を取

得しました。

気候変動イニシアティブ
(Japan Climate Initiative)

活動内容：

気候変動対策に積極的に取り組む、日本企業や自治

体、NGOなどが情報発信や意見交換を行うネット

ワークです。「脱炭素化を目指す世界の最前線に日

本から参加する」ことへの賛同企業が参画していま

す。

脱炭素経営促進ネットワーク
活動内容：

サプライチェーン全体での温室効果ガスの排出量削

減や、脱炭素経営を目指す企業の取り組みを促進・

支援するため、環境省が開発した「脱炭素経営によ

る企業価値向上促進プログラム」の一環として、勉

強会や情報交換を実施しています。

クリーン・オーシャン・マテ
リアル・アライアンス
（CLOMA）

活動内容：

地球規模の新たな課題である海洋プラスチックごみ

問題の解決に向け、プラスチック製品の持続可能な

使用や代替素材の開発・導入を推進し、官民連携で

イノベーションの加速化を目指しています。

グリーン購入ネットワーク

活動内容：

持続可能な生産と消費を基盤とする社会システムを持続可能な生産と消費を基盤とする社会システムを

構築するため、あらゆる分野でグリーン購入を普及

する活動を行うネットワークです。 すべての製品・

サービスをグリーン化する、すべての組織購入者、

個人消費者をグリーンコンシューマーにすることを

目指しています。
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国際社会との連携

一般財団法人食品
安全マネジメント
協会

活動内容：

食品関係事業者の食品安全、品質食品関係事業者の食品安全、品質

管理および信頼確保の取り組みを

向上させることを目的とし、食品

安全マネジメント規格・認証スキ

ームの構築や運営・標準化や、こ

れらにかかわる人材の育成等を実

施しています。

日本小売業協会
活動内容：

日本国内の各種小売業により構日本国内の各種小売業により構

成される業界団体であり、BCP

（事業継続計画）や人手不足、

少子高齢化等、小売業界と関連

する社会課題の研究を含め、小

売業の発展のための各種活動を

実施しています。

一般社団法人日本
フランチャイズ
チェーン協会

活動内容：

フランチャイズ・システムの健フランチャイズ・システムの健

全な発展を図ることを目的とし

た、フランチャイズビジネスを

運営する企業を中心に構成され

ており、業界全体での対応が必

要とされる様々な社会課題への

取り組みも行っています。

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて

2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標として、2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能

な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）」。貧困や飢餓、健康・福祉、持続可能な生産・消費、気候

変動などの諸目標の達成を目指しています。ファミリーマートは、常に新しい価値を提供する企業として社会の持続

可能な発展に貢献し、社会課題の解決、環境への影響軽減に取り組み、SDGsの目標達成に寄与していきます。
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国際社会との連携

ISOの推進

2010年11月1日に発行された国際規格であり、世界90以上の国・地域から様

々な背景を持つステークホルダーが集まり議論し合意したISO（社会

的責任の手引き）。

ファミリーマートの「サステナビリティ基本方針」はISOが掲げる

“7つの中核主題”を参考にしており、これからも果たすべき社会的責任を認

識しながら、本業を通じた取り組みを推進していきます。
ISOの7つの中核主題

サステナビリティ基本方針 関連する7つの中核主題

-













前文

地域社会の発展につながる活動に関わり、地域の
皆さまのより良い生活に貢献します。

安全・安心・健康に配慮した商品・サービスを提
供し、取引先との公正な事業慣行に則ったサプラ
イチェーンを構築します。

地球環境や自然、生物多様性への配慮と地球温暖
化防止、循環型社会の形成に努めます。

未来を担うこどもたちが、健全で明るく育つよう
地域社会とともに次世代の育成支援に努めます。

人種、肌の色、国籍、言語、宗教、思想、年齢、
性別、性的志向、性自認、性表現、障がいの有無、
財産、雇用形態等に関わらず、人とその権利を尊
重し、事業に関わるすべての人たちが活躍し、働き
甲斐のある事業活動を推進します。

国際規範および事業を展開する国や地域の法・規
範を遵守し、誠実な事業活動を行います。

組織統治

コミュニティ参画および発展

消費者に関する課題
公正な事業慣行

環境

コミュニティ参画および発展

人権
労働慣行

公正な事業慣行
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重要課題への取り組み

重要課題1：
環境配慮を通じた

「地域と地球の未来」への貢献

社会背景と課題認識 

環境マネジメントシステムの継続的改善

食品ロスと廃棄物への取り組み

気候変動の緩和と適応

持続可能な資源利用と環境汚染の防止 

生物多様性の保全

重要課題2：
人に寄り添う

地域活性化拠点としての進化

社会背景と課題認識 

地域社会の発展・活性化

災害対策・被災地支援 

次世代の健全な育成

NGO／NPOへの支援・協働 

自治体との連携
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重要課題への取り組み

重要課題3：
「便利で豊かな生活」を実現する
安全・安心な商品・サービスの創出

社会背景と課題認識 

生活を豊かにする商品・サービスの提供

デジタル推進による利便性の向上

お客さまの声への迅速な対応

重要課題4：
お取引先とともに

持続可能なサプライチェーンを追求

社会背景と課題認識 

公正・透明な事業活動の推進

安全・安心な商品／サービスへの責任

責任あるサプライチェーンマネジメント
の構築／持続可能な原材料の調達 
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重要課題への取り組み

重要課題5：
働きがいのある組織風土・人づくり

社会背景と課題認識 

ダイバーシティ&インクルージョン 

健康・安全で働きやすい職場環境

人財育成の取り組み 

持続可能な開発目標（SDGs）の達成に向けて 重要課題特定プロセス

関連リンク
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重要課題1：
環境配慮を通じた「地域と地球の未来」への貢献

社会背景と課題認識
SDGs（持続可能な開発目標）が国際社会で合意され

たことを受け、気候変動の緩和・適応や、循環型社

会の形成に向けた目標や枠組みの整備が加速し、企

業への取り組み要請や期待は一層高まっています。

ファミリーマートでは、日々の事業活動により、CO₂

排出量は年間で約685万t-CO₂、店舗から排出される

廃棄物量は約26万t、食品廃棄物は約5.3万tにも及び廃棄物量は約26万t、食品廃棄物は約5.3万tにも及び

ます。これらの環境課題への対策を積極的に講じて

いくことが、ファミリーマートの事業にとって重要

であると同時に、社会的責務であると考えます。

そのため、ファミリーマートでは環境方針や生物多

様性保全方針を定め、さらに環境の中長期目標とし

て、「ファミマecoビジョン2050」を策定しました。て、「ファミマecoビジョン2050」を策定しました。

ファミリーマートが特に優先的に取り組むべき課題

として、➀温室効果ガス削減、➁プラスチック対策、

➂食品ロス削減の3つで数値目標を掲げ、積極的に

環境課題の解決に向けて取り組んでいます。

社会インフラとして全国に店舗を持つファミリーマ

ートだからこそ、SDGsに貢献する企業として持続可ートだからこそ、SDGsに貢献する企業として持続可

能な社会の実現を目指していきたいと考えています。

目指す姿
ファミリーマートは、地域社会を「ファミリー」

（家族）と捉え、商品・サービスの提供とともに、

持続可能な地域・社会づくりに貢献することを目指

しています。この考え方を基に、環境マネジメント

システムを通じて、環境問題の解決に取り組んでい

ます。

活動においては、環境関連諸法規の遵守にとどまら活動においては、環境関連諸法規の遵守にとどまら

ず、「ファミマecoビジョン2050」をはじめとする

サステナビリティに関する数値目標を定め、目標の

達成に向けて取り組みます。
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社会背景と課題認識

取り組み

環境マネジメントシステムの継続的改善 食品ロスと廃棄物への取り組み

気候変動の緩和と適応 持続可能な資源利用と環境汚染の防止

基本的な考え方

ファミリーマートは、1999年3月以来、すべての店舗と事業所でISOの認証を取得し、環境マネジメントシステ

ムに則った環境配慮型のコンビニエンスストアづくりを行っています。

今後においても、環境マネジメントシステムを強化し、さらなる環境対応を推進していきます。

環境方針 ファミマecoビジョン2050

生物多様性保全方針

創出する価値

全国に店舗網を持つファミリーマートでは、地域社会やお取引先と連携しながらサプライチェーン全体で環境配慮へ

の取り組みを進めています。店舗の設備や営業活動から、各地域の環境美化までも視野に入れ、事業を通じてより確

実で効率の良い環境対策を広げていきます。
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社会背景と課題認識

推進体制

環境課題をはじめとするサステナビリティに関する課題は、サステナビリティ推進部が部・室、地域を統括する事業

所と連携し、サステナビリティ実施計画に基づいた取り組みを行っています。

なかでも中心的な活動となるのが、店舗の環境マネジメントシステムの維持・改善です。これについては、コンサル

ティング業務を行うスーパーバイザーが定期的に店舗を巡回する際に、環境マネジメントシステムに関する指針や改

善策を店舗に伝えることで、全店舗での確実な運用を図っています。

119 



環境マネジメントシステムの継続的改善

環境マネジメントシステム

ファミリーマートは基本理念やサステナビリティ基本方針、環境方針に則った環境経営を推進するために、国際規格

ISOに基づき全事業所を対象とする環境マネジメントシステム(EMS)を構築しています。

環境マネジメントシステム推進体制

1999年以来、社長をトップとする全社的体制で環境マネジメントシステムを推進し、全店舗と全事業所で継続的な環

境改善に努めています。

外部審査機関による定期審査のほか、サステナビリティ推進部の社員による内部環境監査体制を充実させ、運用状況を

厳しくチェックしています。

2023年度は本社主要部門、地域を統括する全リージョン、全店舗の内部環境監査を実施し、外部機関によるISO

審査においても認証の更新が認められました。

内部監査や外部審査の結果はサステナビリティ委員会から取締役会に報告され承認されます。
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環境マネジメントシステムの継続的改善

サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、環境最高責任者であるCMO（兼）マーケティング本部長を委員長に各部門長がメンバー

となり半期に一度開催しています。

サステナビリティ実施計画の達成状況の検証・評価や、新たな施策立案など、委員会に提出されたファミリーマート

のサステナビリティ活動に関する案件を審議します。

環境推進者

部・室等の各部門の責任者は環境推進者として、ファミリーマートの5つの重要課題（マテリアリティ）解決への取り

組みとして、担当部門別にサステナビリティ実施計画の策定と運用、四半期ごとの進捗状況の確認、活動結果の検証

と是正を行います。
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環境マネジメントシステムの継続的改善

5つの重要課題（マテリアリティ）

内部環境監査・外部審査機関の更新審査を実施

環境マネジメントシステムがP（Plan）D（Do）C（Check）A（Act）のサイ

クルに基づき適正かつ効率的に運用されているかについて、すべての店舗と

全事業所を対象に、毎年、内部環境監査を行っています。また、1999年3月

にISOの認証を取得し、以来定期的に外部審査機関の審査を受けていま

す。2021年11月には、店舗、地域を統括する事業所、本社の主要部門を対象

に3年に1度のISO更新審査を受け、認証が更新されました。
外部機関による店舗の審査

マネジメントレビュー

毎年、サステナビリティ活動の結果に基づき環境マネジメントシステムの有効性を確認しています。確認された次年

度の改善点は社内で共有し、さらなる環境マネジメントシステムの継続的改善を図っています。

環境教育

店舗運営をサポートする営業所長やスーパーバイザーから、店長やストアスタッフまで、一体となって活動を推進す

るために、環境教育・啓発に取り組んでいます。
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環境マネジメントシステムの継続的改善

加盟店の環境教育
ファミリーマート全店舗の店長とストアスタッフに向けて、環境法規制の説明や、店舗でできるCO₂削減活動などを掲

載した「ecoぱーとなー」を年3回発行しています。2019年度からは、データで店舗に配信しており、ストアスタッフ

も含め誰もが見やすい仕組みにすることで、環境意識向上と活動の徹底を図っています。また、各店舗では、配信し

た各種チェックリストを用いて自己点検することができ、環境活動の継続的改善につなげています。 

社員の環境教育

環境に関する基礎知識はもちろんのこと、店舗運営に関する環境法規制などについて、毎年1回、全社員を対象にした

eラーニングシステムによる教育を行っています。 

2023年度は、全社員向けに「ISOの仕組み」と「環境関連法規の遵守」についての教育を実施しました。

基本方針 

関連リンク
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食品ロスと廃棄物への取り組み

ファミマecoビジョン2050に基づく目標 商品による食品ロス抑制の取り組み

店舗による食品ロス抑制の取り組み 食品廃棄物のリサイクル 第三者検証 

世界では貧困や飢餓が存在する一方で、多くの食料が捨てられています。SDGs（持続可能な開発目標）の目標12では

『つくる責任　つかう責任』として、店舗や消費者のもとで捨てられる食料を2030年までに半減させることが掲げら

れています。

食品ロスは環境の負荷になるだけでなく、廃棄に伴う分別や処分にかかるコストを増大させます。また、廃棄物の運

搬によりCO₂も増加するなど、ファミリーマートの事業運営にも大きく影響します。

販売の主軸を食料品が占め、全店舗で約6万tの食品廃棄物が発生しているファミリーマートは、食品ロスの削減に向販売の主軸を食料品が占め、全店舗で約6万tの食品廃棄物が発生しているファミリーマートは、食品ロスの削減に向

けた取り組みを重要課題の一つと位置付け、商品の発注精度向上や容器包装の改良などによるロングライフ化を進め

ることや、店舗で発生した食品ロスを再資源化することで持続可能な消費と生産パターンへの移行に貢献します。

基本的な考え方

ファミマecoビジョン2050に基づく目標

「ファミマecoビジョン2050」2023年度実績はこちら

「ファミマecoビジョン2050」の概要はこちら
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食品ロスと廃棄物への取り組み

長持ちする商品の開発

食品ロス削減に向けた取り組みとして、サラダや惣菜の一部商品に特殊な包装技術であるガス置換包装を採用して、

おいしさをそのままに消費期限を最大3日延長しました。容器内の空気をサラダや惣菜に適したガスに置き換え密封す

ることで、消費期限の延長を実現したものです。

商品による食品ロス抑制の取り組み

規格外の食材を使用した商品
これまで規格外で廃棄されていた食材をファミリーマートのオリジナル商品の原材料として使用しています。

多くのお客さまに手に取っていただけるようおいしさにこだわった商品を開発し、食品ロス削減に貢献できることを目

指しています。

2022年から、産地から日本に輸入される中で、おいしく食べられるにもかか

わらず様々な理由からそのままでは廃棄になってしまうバナナ、「もったい

ないバナナ」※を有効活用した商品を販売しています。2024年8月には、ソ

フトアイスバー「ソフトクリームバー バナナ」を発売しました。

※株式会社ドールが取り組む、廃棄バナナを削減するSDGs活動「もったい

ないバナナ」プロジェクトを通じて原材料の供給を受けています。

関連リリース

「もったいないバナナ※」を使用した商品
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食品ロスと廃棄物への取り組み

ファミリーマートで販売している「サーモンづくし」の、サーモンスライス製

造工程で出た切れ端を有効活用した「サーモン三昧丼」を発売しました。サー

モンの食感や味わいを存分に味わえるよう、サーモンのみで仕立てたサーモン

三昧な海鮮丼です。

関連リリース

サーモンの切れ端を有効活用

規格外野菜から作った野菜シートを海苔の代わりに使用した巻き寿司を、

2024年2月に発売しました。

味に問題がないのにも関わらず、大きさや形の規格を満たさないという理由だ

けで廃棄されてしまう野菜を有効活用しました。食品ロス削減だけでなく、農

家支援や生産地支援にもつながります。

規格外野菜から作った野菜のシートを使用

カカオはチョコレートの主要な原料ですが、実際にチョコレートに使用される

のはカカオ全体の30%に相当する豆（種子）の部分です。これまでは捨てられ

てしまうことが多かったカカオ果肉（カカオフルーツ）の果汁を有効活用した

ヨーグルト飲料、「のむヨーグルトカカオフルーツ」を2024年5月に発売しま

した。カカオの捨てられていた部分を有効活用することで、廃棄物を減らすと

ともにカカオ農家の収入アップにも貢献できます。

関連リリース

カカオの捨てられていた部分を有効活用

商品の発注精度向上
食品ロスの発生を抑制するために、店舗では日々の発注精度の向上に努め、販売期限切れによる食品廃棄の削減に取

り組んでいます。

店舗による食品ロス抑制の取り組み
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食品ロスと廃棄物への取り組み

店舗値下（ファミマのエコ割）
おむすびや弁当などの中食商品を対象とした値下販売（ファミマのエコ割）を活

用し、消費期限の近い食品の積極的な販売を推奨することで食品ロスの削減に取

り組んでいます。

てまえどり
2022年10月より消費者庁、農林水産省、環境省の3省庁と一

般社団法人日本フランチャイズチェーン協会が連携し、お客

さまに環境に配慮した購買行動を呼びかける「てまえどり」

を実施しました。買ってすぐ食べるのであれば、商品棚の手

前にある商品から積極的に選んでいただくことで食品ロスの

削減につなげようとするものです。

食品廃棄物のリサイクル

食品廃棄物のリサイクルの取り組み

食品廃棄物の発生抑制に加えて、店舗から出る食品廃棄物(お弁当やおむすび、惣菜など)を飼料、肥料、メタンなどへ

リサイクルすることで、再び資源として活用する取り組みを行っています。

生ゴミ回収リサイクルシステムに対応できる廃棄物処理委託業者との取引についても、順次拡大しています。
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食品ロスと廃棄物への取り組み

食品リサイクルループの取り組み
2008年に東京都内、神奈川県内の店舗などから排出され

る食品残渣を回収し、飼料工場を持つ養豚場に効率的に

運搬。その飼料で飼育した豚を使った弁当や惣菜パンを

製造、販売する食品リサイクルループを開始しました。

その後、食品リサイクルループの取り組みを全国に拡大

し、2024年8月現在、5地域での取り組みが「再生利用

事業計画」※として認定されています。

※再生利用事業計画の認定制度は、食品リサイクル法に※再生利用事業計画の認定制度は、食品リサイクル法に

基づき食品廃棄物等の排出者（食品関連事業者）、特定

肥飼料等の製造業者（再生利用事業者）およびその利用

者（農林漁業者等）が、共同して再生利用についての計

画を作成し、認定を受ける制度。ファミリーマートは、

中食メーカー2社と飼料製造者・利用者２社と共に認定

を受けている。

廃食用油リサイクル
ファミチキなどファミリーマートの店舗で販売する揚げ物を揚げた廃食用油は、行政から許可された廃食用油収集運

搬業者が回収し、養鶏用飼料の添加剤やインク、石鹸などに100%リサイクルしています。

行政との取り組み

ファミリーマートは、2021年1月、佐賀県佐賀市と「環境に配慮した地域資源循環等の連携に関する協定」を締結し

ました。この協定は、佐賀市の地域資源を最大限に活用し、持続可能な循環型社会の構築を推進することを目的とし

ています。

本協定に基づき、佐賀市内のファミリーマート店舗で発生した廃食用油を、佐賀市が回収し、高品質バイオディーゼ

ル燃料（HiBD）に再生後、佐賀市営バスなどの燃料として使用する循環型リサイクルに取り組んでいます。

128 



食品ロスと廃棄物への取り組み

廃食用油回収店舗(2024年8月現在)

ファミリーマート佐賀川福町店 

ファミリーマート佐賀多布施店 

ファミリーマート佐賀鍋島四丁目店 

ファミリーマート佐賀鹿江店 

ファミリーマート佐賀富士店 

ファミリーマート佐賀西与賀店

ファミリーマート佐賀諸富店ファミリーマート佐賀諸富店

ファミリーマート佐賀兵庫瓦町店

ファミリーマートうえむら病院店

第三者検証

ファミリーマートは廃棄物排出量データの公表にあたり、株式会社日本環境認証機構の第三者検証を受けています。

2023年度においては、店舗から日常的に排出される廃棄物量が257,426t、うち食品廃棄物が52,873tであることが認

められました。第三者検証の結果を受けて、今後も公表数値の正確性と社内外からの信頼向上につなげる取り組みを

継続します。
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食品ロスと廃棄物への取り組み
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気候変動の緩和と適応

ファミマecoビジョン2050に基づく目標 店舗の取り組み 物流の取り組み

サプライチェーンの取り組み イニシアチブへの賛同 

CO₂をはじめとする温室効果ガスの増加が起因と考えられる地球温暖化の影響により、世界各地で異常気象が頻発・激

甚化しており、企業に対する気候変動リスクへの取り組み要請が一層高まっています。

そのような中、ファミリーマートの事業活動におけるCOそのような中、ファミリーマートの事業活動におけるCO₂排出量は、年間で約685万t-CO₂（2023年度）であり、なか

でも自社の事業活動に関連した他社の排出であるScopeのカテゴリ1（購入した製品・サービス）、カテゴリ3（燃料

及びエネルギー関連活動）、カテゴリ5（廃棄物）が多くを占めています。また、コンビニエンスストア事業は、ほか

の業種に比べてエネルギー集約型の店舗構造になっており、店舗のエネルギー使用に起因する温室効果ガスも大きい

ため、店舗では徹底的な省エネの推進に加え、再生可能エネルギーを積極的に利用し、脱炭素社会の実現に貢献しま

す。

このように、気候変動に対して的確な対応策を講じるとともに、積極的な情報開示にも努めます。

基本的な考え方

ファミマecoビジョン2050に基づく目標

ファミリーマートは、持続可能な社会の実現に貢献するため、2030年及び2050年に向けた中長期目標として「ファミ

マecoビジョン2050」を策定しています。「温室効果ガス（CO₂排出量）の削減」では、店舗運営に伴うCO排出量に

ついて、2013年度比で2030年までに50％削減、2050年までに100%削減を目指しています。2023年度は計画33.0％削

減に対して実績34.1％削減と、計画を上回る結果となりました。

131 



気候変動の緩和と適応

「ファミマecoビジョン2050」2023年度実績はこちら

「ファミマecoビジョン2050」の概要はこちら

店舗の取り組み

店舗でのオペレーション上の取り組み
店舗では、これまでもコスト意識をもって節電に取り組んできましたが、電力需給のひっ迫や電気代の高騰を受け、

節電につながる様々な対策に取り組んでいます。

これにより、2023年度における店舗電力使用量は前年比96.7%と大きく削減する結果となっています。

飲料用冷蔵庫の照明消灯

対象店舗：全国

※店舗設備、環境により未実施の店舗もあります。

実施期間：2022年12月より継続実施
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気候変動の緩和と適応

店内天井照明の照度調整（60%ダウン）

店内ATM看板・店内イートイン・店外殺虫機等における電源や一部

照明の消灯も実施

対象店舗：全国

※店舗設備、環境により未実施の店舗もあります。

実施期間：2022年６月より継続実施

また、これまでも継続的に実施してきた節電への取り組み

として、店舗照明設備におけるこまめな消灯や店内空調温

度の調整、冷蔵ケースのフィルター清掃があります。

その他、節電の取り組み（一例）

節電機器の導入

店舗インフラを活かして店舗の屋根を有効活用した太陽光パネ

ルを設置し、再生可能エネルギーの積極採用を進めています。

現在は、既存の太陽光パネル（売電）を店舗での自家消費へ切

り替えと太陽光パネル（自家消費）の新規設置を進めています。

太陽光パネル

太陽光発電の取り組み

2011年11月から店内照明のLED化を開始し、2022年8月には、全店舗の店内照明のLED化を完了しました。さらに店内

を5つのゾーンに分けてそれぞれのゾーンの明るさを自動調整する調光システムを導入しています。

例えば、太陽光が入ってくると蛍光灯の照度を抑えたり、昼間と夜間で調節したり、きめ細かな調整を行うことで、

快適さと省エネルギーの両立を図っています。

店内照明

ファミリーマートは、2004年にコンビニエンスストアとしては初めて、LEDを採用したファサード看板を導入し、

2022年度には全店舗のLED化を完了しました。現在は、LED看板のさらなる省エネ化に向けて技術開発と実証実験に取

り組んでおり、従来の蛍光灯看板に比べて約70%の省エネを実現しています。

看板

LEDの導入
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気候変動の緩和と適応

駐車場照明は2013年2月からLED照明を導入しています。

2008年から導入したセラミックハライドランプに比べ消

費電力を245ｗから80ｗに削減、寿命は15,000時間から

60,000時間に伸長しています。

駐車場照明

LED 駐車場照明

2004 年松山インター店に導入

ファミリーマートでは、代替フロンを使用している冷蔵・冷凍

・空調設備には、フロンの大気放出防止を目的に、環境省指定

の「簡易点検の手引き」記載の点検周期（簡易検査四半期に1回

以上、定期点検１年に1回以上）を徹底し、定期点検時は機器等

に十分な知見を有する者による実施を行っています。また、設

備を廃棄する際には、フロン回収業者に処理を委託し、回収・

破壊処理の徹底管理にも努めています。

加えて、地球環境への配慮、店舗運営にかかる消費電力の削減加えて、地球環境への配慮、店舗運営にかかる消費電力の削減

を目的に、店舗の冷蔵・冷凍システムにおいて使用する冷媒ガ

スに自然冷媒（CO₂）を使用した機器の導入を推進しています。

CO₂冷媒を使用した冷凍・冷蔵システムは年々導入店舗数を拡大

していますが、今後は新店舗及び冷凍機更新を伴う改装店舗へ

の50％以上導入を目標として掲げ、導入店舗数を拡大していき

ます。

CO₂冷媒を使用した冷凍・冷蔵システム導入推進

CO₂冷媒を使用した冷凍・冷蔵システムを導入

物流の取り組み

物流の効率化
ファミリーマートは、効率的なルート設定による配送コースや配送車両台数の削減を進めています。2022年10月から

は、自社開発したAI配送シミュレーターの本格稼働を行い、さらなるCO₂の削減に取り組んでいます。
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気候変動の緩和と適応

環境配慮車両の導入

ファミリーマートは、物流面での環境への取り組みとして、2030

年までに配送トラックから排出されるCO₂を30％削減（2017年対

比）することを目標としています。

1998年度よりCNG（圧縮天然ガス）車、ハイブリッド車といった

環境対応車両を導入するなど、配送車両の低公害化に積極的に取り

組んできました。

現在は、クリーンディーゼル車両（環境配慮型車両）の導入や、配現在は、クリーンディーゼル車両（環境配慮型車両）の導入や、配

送の効率化など、様々な施策を進めてきた結果、2023年度の配送

トラックから排出されるCO₂は14.2％削減（2017年対比）となりま

した。

また、2022年には、コンビニエンスストア初の試みとして、バッまた、2022年には、コンビニエンスストア初の試みとして、バッ

テリー交換式小型EVトラックの配送実証を開始しました。軽油使

用の内燃車と比較して、トラック1台あたり、年間約6.1トンのCO₂

削減効果が見込まれます。

今後も、EV（電動）トラックやFCV（燃料電池）トラックの導入、

環境配慮型燃料の導入実験など、新たな取り組みを積極的に進めて

いきます。

環境配慮車両などの主な取り組み

➀クリーンディーゼル車両の導入

・既存のディーゼル車両と比べて、CO₂の排出量が年間、一台

当たり約1トン削減されるクリーンディーゼル車両の導入を進

めています。現在、約4000台の車両が走行しております。

➁EVトラックの走行実証

・2019年1月から、EVトラックの実証実験を行っています。

・2022年から、バッテリー交換式小型EVトラックの配送実証

を行っています。

➂FCトラックの走行実証

・2021年11月、愛知県岡崎市でFC小型トラックの走行実証を

実施。

・2023年1月以降、NEDOの助成事業に参画し、福島県と東京

都でのFC小型トラックの導入実験を開始。

➃環境配慮型燃料の導入実証

・2021年6月から、横浜市内の配送センターの一部車両で、軽

油の代わりに、廃食油などを原料とした再生可能資源由来の

燃料を、100%使用する実証実験を進めております。
135 



気候変動の緩和と適応

チルド商品と定温商品の同時発送

様々な温度帯の商品を取り扱うファミリーマートでは、デザートやチルド

弁当などのチルド商品（3°C～°C管理）と、弁当・パンなどの定温商品

（°C～°C管理）を同時に掲載できる2室式冷蔵庫を使用することで、

配送効率の向上と車両数の削減に努めています。

前室、後室でそれぞれに商品

に応じた温度設定ができ、更

に荷重により各室の広さを変

えられます。

サプライチェーンの取り組み

ファミリーマートのマテリアルフロー

ファミリーマートは、CO₂排出、廃棄物、排水など、様々な環境負荷を伴いながら事業を継続してきました。これらの

環境負荷を把握・削減することから、持続可能な社会づくりへの貢献を進めていきます。
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サプライチェーンCO₂排出量※の管理

温室効果ガスによる環境への負荷は、ファミリーマートが直接管理することができるもののほか、原材料の調達、商

品製造、物流、販売、廃棄、リサイクルまでのサプライチェーンにおける各段階に及んでいます。ファミリーマート

はこれらの環境負荷を適切に評価するため、環境省の「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する

基本ガイドライン（ver..）」にもとづいて、サプライチェーン全体におけるCO₂排出量（Scope）を算定していま

す。

今後もデータ収集の精度向上、算定範囲の拡大に取り組み、算定結果を分析して、サプライチェーン全体のCO₂排出量

削減に向けた取り組みを推進していきます。

※サプライチェーンCO※サプライチェーンCO₂排出量：事業者自らの排出だけでなく、原料の調達から製品が最終消費者に届くまでの一連の

流れを含めた事業活動に関係するあらゆる排出を合計した排出量

サプライチェーン排出量
事業者自らの燃料の使用などによる温室効果ガスの直接排出(社有車のガソリン使用など)

他社から供給された電気の使用などに伴う温室効果ガスの間接排出(本社、事務所、店舗の電気使用など)

Scope及びScope以外の企業活動に伴う温室効果ガスの間接排出

Scope

Scope

Scope

環境省 グリーン・バリューチェーンプラットフォーム：算定時の参考資料

集計範囲：原則2023年3月～2024年2月

注）環境省の「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出などの算定のための排出原単位データベース

（Ver..）」に基づき算出

気候変動の緩和と適応
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気候変動の緩和と適応

1. 直接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ1）

社有車の燃料

輸送【燃料法】の排出原単位を適用

フロンの使用時排出量

フロン排出抑制法に基づき「算定漏えい量（t-CO₂）」を使用。（算定対象期間は当該年4月～翌年3月）

2. 間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ2）

温室効果ガス排出量

算定・報告・公表制度に基づく算定方法・排出係数一覧「電気事業者別排出係数一覧」を使用

3. その他の間接的な温室効果ガス（GHG）排出量（スコープ3）

Cate.
[5]産業関連表ベースの排出原単位➁金額ベースの排出原単位購入者価格ベースを適用

Cate.
[6]資本財の価格当たり排出原単位＜事務局＞を適用

Cate.
電気：[7]電気・熱使用量当たりの排出原単位を適用

ガソリン・軽油：LCIデータベースIDEAv（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）バージョン：v.

Cate.
[2]温対法算定・報告・公表制度における【輸送】に関する排出係数➀燃料法を使用

Cate.
リサイクルされるもの

[8]廃棄物種類・処理方法排出原単位を適用

焼却されるもの

LCIデータベースIDEAv（サプライチェーン温室効果ガス排出量算定用）バージョン：v.

システム機器廃棄物

[9]廃棄物種類別排出原単位を適用

Cate.
[11]交通費支給額当たり排出原単位、[12]宿泊数当たり排出原単位を適用

Cate.
[11]交通費支給額当たり排出原単位を適用

Cate.
充填燃料の燃焼に伴う排出係数を温対法の排出係数一覧から適用

Cate.
[8]廃棄物種類・処理方法別排出原単位

※Cate.,,,,,は算定外
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2023 年度 温室効果ガスカテゴリ別排出量

ESGデータより2023年度のカテゴリ別排出量データ掲載

スコープ、カテゴリ 比率CO排出量

SCOPE. 直接排出➂ , .%

SCOPE. エネルギー起源の間接排出 ➁ ➅ , .%

SCOPE. その他の間接排出 ,, .%

Cate. 購入した製品・サービス ➀ ➁ ,, .%

Cate. 資本財 , .%

Cate. SCOPE.,に含まれない燃料

及びエネルギー関連活動
, .%

Cate. 輸送、配送（上流）➃ ➄ , .%

Cate. 事業から出る廃棄物 ➁ , .%

Cate. 出張 ➁ , .%

Cate. 雇用者の通勤 ➁ , .%

Cate. 販売した製品の使用  .%

Cate. 販売した製品の廃棄 ➅ , .%

合計 ,, %

気候変動の緩和と適応
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気候変動の緩和と適応

第三者検証

ファミリーマートは、サプライチェーン排出量（スコープ1~3）の算出結果を正しく評価・検証するために第三者検証

を受けています。

2023年度における温室効果ガス排出量の検証を株式会社日本環境認証機構（JACO）に依頼した結果、サプライチェー

ン全体でのCO₂排出量は、スコープ1が59,022t-CO₂、スコープ2が983,749t-CO₂、スコープ3が5,805,941t-CO₂である

ことが認められました。

第三者検証の結果を受けて、今後も公表数値の正確性と社内外からの信頼向上につなげる取り組みを継続します。
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イニシアチブへの賛同

TCFD提言への賛同
TCFD（Task Force on Climate-related　Financial　Disclosures：気候関連財務情報開示タスクフォース）は、G

財務相・中央銀行総裁の要請により、金融安定理事会（FSB：Ｆinancial　Stability　Board）が立ち上げたタスクフ

ォースです。

ファミリーマートは、2020年2月にTCFDの最終報告書の趣旨に賛同し、TCFDが推奨する組織運営における4つの中核

的要素「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」に関する情報開示を行っています。

TCFD提言への賛同 

SBT認定

ファミリーマートが設定した温室効果ガス削減目標は、パリ協定の目指す「2°C目標」に対し、科学的根拠に基づいた

「°Cを十分に下回る」目標として、「Science Based Targets（SBT）イニシアチブ」※により認定されています。

※「SBTイニシアチブ」：国際NGOのCDP、国連グローバル・コンパクト、WRI（世界資源研究所）、WWF（世界自

然保護基金）による共同イニシアチブです。気候変動による世界の平均気温上昇を、産業革命前と比べ、最大でも2度

未満に抑えるというパリ協定の目標に向けて、科学的根拠に基づいた温室効果ガス削減目標（SBT）の設定を推進して

います。

Scope+：年までに2018年比で30%削減

Scope：年までに2018年比で15%削減

注）

Scope：自社での燃料使用による直接排出量

Scope：自社が購入した熱・電力の使用による間接排出量

Scope：Scope、を除く企業活動のサプライチェーンの排出量

(ファミリーマートの目標はカテゴリ1「購入した製品・サービス」

が対象)

認定された温室効果ガス削減の目標

気候変動の緩和と適応
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TCFD提言への賛同

TCFD（Task Force on Climate-related　Financial　Disclosures：気候関連財務情報開示タスクフォース）は、G財

務相・中央銀行総裁の要請により、金融安定理事会（FSB：Ｆinancial　Stability　Board）が立ち上げたタスクフォ

ースです。TCFDは、気候変動に伴う企業のリスクと機会の情報開示のあり方を検討し、投資家による適切な評価を可

能とすることで、正しい資本配分と金融市場の効率化、持続可能で安定した経済を目指しています。

ファミリーマートは、2020年2月にTCFDの最終報告書の趣旨に賛同し、TCFDが推奨する組織運営における4つの中核

的要素「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」に関する情報開示を行っていきます。

ガバナンスとリスク管理
ファミリーマートでは、バリューチェーンに広く影響する可能性がある多岐にわたる気候関連リスクおよび機会に適切

に対応するため、グループ全体のサステナビリティ活動を統括するサステナビリティ委員会において、一元的に管理を

行っています。

自然災害や法規制の動向のモニタリングや対応計画の検討、「ファミマecoビジョン2050」をはじめ気候関連の目標設

定と実施計画の策定、進捗管理、評価を行っています。委員会での審議事項については、適宜取締役会に報告され、年

間予算や事業計画の審査にあたります。

戦略

シナリオ分析の目的と方法

ファミリーマートは、2020年に気候関連リスクおよび機会を認識し、現状の気候変動対策の妥当性の検証と、将来

の事業戦略の策定に活かすことを目的としたシナリオ分析を実施しました。異なる気象および社会環境下において

も、持続可能な事業活動を行うことを目指し、2℃および4℃の複数のシナリオを採用しています。「ファミマecoビ

ジョン2050」の最終目標年度であることから、2050年までを対象期間としました。
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TCFD提言への賛同

分析対象

[事業]　国内コンビニエンスストア事業

[範囲]　原材料調達・製造委託先（中食）・物流・店舗・消費者使用

[期間]　現在～2050年まで（短期：1年以内／中期：10年以内／長期：10年以上）

採用シナリオ

[移行シナリオ]　IEA  WEO　SDS（℃）／CPS（℃）

[物理シナリオ]　IPCC第5次評価報告書　2.6（2℃）／8.5（4℃）

分析ステップ

（1） 各気候関連リスク・機会要因が、分析対象範囲に記載のバリューチェーンに及ぼし得る影響を網羅

（2）（1）を俯瞰し、より発生可能性の高いリスクを整理

（3） 採用シナリオに基づき、2℃および4℃シナリオ下での事業インパクトの検証および財務影響を算出

（4）（3）の結果への対応策を検討

結果

シナリオ分析の結果に示す通り、現状の政策を延長し、自然災害の悪化が予想される4℃の世界と、厳しい気候変動

対策をとった2℃の世界とを想定した分析の結果では、前者においては急性的な物理リスクの影響により、原材料調

達から店舗にいたるファミリーマートのバリューチェーンのすべての段階において損害を被るリスクがより大きい

結果となりました。また気温上昇が消費者行動の変化に与える影響も相対的に大きいと考えられ、気温帯の変化に

見合う商品を投入できない場合、機会損失につながる可能性があります。後者の2℃の世界においては、気候関連政

策の強化が予想され、炭素税の導入や、フロンやプラスチック規制の強化に対応していくための投資コストが発生

します。
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TCFD提言への賛同

目標と指標
ファミリーマートでは、気候関連リスク低減と機会の強化に向けた取り組みを進めており、バリューチェーンの各段階

を網羅した、短期～長期目標・指標を設定しています。

スコープ排出量
ファミリーマートでは、ファミリーマートの店舗等からの排出だけではなく、サプライヤーによる原材料調達から商品

製造、物流のほか、消費者による廃棄まで含んだサプライチェーン全体でのCO₂排出量の把握(※)、削減に取り組んで

います。引き続き、データ収集の精度向上や算定範囲の拡大に取り組むとともに、算定結果を分析して、サプライチェ

ーン全体のCO₂排出量削減に向けた取り組みを強化していきます。

(※)環境省 経済産業省「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン （Ver.）」をもとに算定

スコープ別排出量（2023年度） スコープ別のCO₂排出量の推移
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持続可能な資源利用と環境汚染の防止

ファミマecoビジョン2050に基づく目標 プラスチック使用製品の取り組み

商品の取り組み 店舗の取り組み

2022年4月、プラスチック資源循環促進法の施行に伴い、国内のプラスチックに係る資源循環の重要性が高まっていま

す。プラスチックのライフサイクル全体に関わりのあるすべての皆さまが相互に連携しながらプラスチック使用製品

の削減に向けて、環境に配慮した設計、使用量の削減、排出抑制などにさらに取り組むことが求められています。

ファミリーマートは、天然資源をはじめとした原材料の使用削減と効率的な利用に加え、廃棄物の発生抑制・削減お

よび再生利用により、サプライチェーンを通じて環境汚染の防止に取り組んでいます。特に容器包装の改善によるプ

ラスチックの使用抑制および環境負荷の少ない素材への切り替えを積極的に進め、持続可能な生産消費形態の促進に

貢献します。

またファミリーマートでは、プラスチック対策としてオリジナル商品の容器・包装に環境配慮型素材の使用を進めてまたファミリーマートでは、プラスチック対策としてオリジナル商品の容器・包装に環境配慮型素材の使用を進めて

おり、2030年までに60%、2050年までに100%を目指しています。

基本的な考え方

ファミマecoビジョン2050に基づく目標

「ファミマecoビジョン2050」2023年度実績はこちら

「ファミマecoビジョン2050」の概要はこちら
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持続可能な資源利用と環境汚染の防止

プラスチック使用製品の取り組み

ファミリーマートのプラスチック削減の考え方

ファミリーマートは、お客さまへ配布するプラスチック使用量削減に向けて、「2019年度対比2030年度までに石油由

来のプラスチック使用量を50%削減」を目標として取り組んでいます。

　そのため、店舗で配布するスプーン等を環境に配慮した設計の製品としたり、お客さまへのお声がけを通じて配布

の抑制に努めております。

1. 軽量化

2. 代替素材（木製など）使用

3. バイオマスプラスチック配合

プラスチック使用製品の環境に配慮した設計

軽量化デザインのスプーン 導入年月：2021年4月

環境対応：➀軽量化

導入対象店：全店舗

お客様が主に弁当やスープなどを購

入された時にお渡ししているスプー

ンの持ち手部分のデザインを変更し

て、プラスチック使用量を約12％削

減しました。

2021年9月から全国展開。

木製のマドラー 導入年月：2020年3月

環境対応：➁木製

導入対象店：全店舗

カウンターコーヒー用のマドラーを

木製に切り替えています。本体を木

製にするだけでなく、外装も紙製に

しております。

ストロー（長） 導入年月：2019年11月

環境対応：➂バイオマス配合

導入対象店：全店舗

紙パック飲料などを購入された時に

お渡ししている曲がるストローの素

材をバイオマス配合素材に変更しま

した。

ファミマフラッペ用ストロー 導入年月：2021年6月

環境対応：➂バイオマス配合

導入対象店：全店舗

ファミマフラッペを購入された時に

ご利用いただくストローの素材をバ

イオマス配合素材に変更しました。
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持続可能な資源利用と環境汚染の防止

植物由来のバイオマスプラスチックの使用
バイオマスプラスチックは植物などの再生可能な有機資源を原料としています。原料の植物が光合成する時に使うCO₂

と容器を処分する時のCO₂がほぼ同じなため、実質的にCO₂の量が増えることはありません。サトウキビやトウモロコ

シ等の糖や油脂などの植物原料を発酵させて得られるエタノール等の中間原料から樹脂を合成する手法などがあり、

新規樹脂の研究や開発が世界中で進んでいます。

ファミリーマートではストローの素材やサラダの容器に使用しています。

バイオマスプラスチックの環境循環

プラスチック製フォークの原則配布中止

ファミリーマートでは、プラスチック使用量の削減を目的に、店頭でのプラス

チック製フォークの提供を原則取りやめています。

ただし、フォークをご希望するお客さまには代わりに竹箸を提供し、箸に不慣

れなお客さまなどにはフォークの提供を継続するなど、お客さまの利便性を十

分配慮した上での対応を行っています。
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持続可能な資源利用と環境汚染の防止

商品の取り組み

環境に配慮したパッケージ（ファミマのエコパケ）
ファミリーマートでは、オリジナル商品の容器や包材について、軽量化や紙などの代替素材への切り替え、植物を原

料にしたバイオマスプラスチックなどの環境負荷の少ない素材の使用などを行っています。2020年からは、それらの

取り組みを「ファミマのエコパケ」と称して積極的に進めています。

ファミマのエコパケの一覧

手巻おむすびの包材フィルムの一部をバイオPPを使用したフィルムに変更
2022年4月から、手巻おむすびの包材フィルムの一部をバイオPP※を

使用したフィルムに変更し、東北、関東、中部、北陸地域の店舗から

順次導入しています。手巻きおむすび全商品の包材フィルムをバイオ

素材配合に変更することで、石油系プラスチック使用量は年間約7ｔ削

減の見込みです。

マスバランスアプローチ※2によるバイオPPフィルムを使用した商品

化は日本初の取り組み※3となります。

※1　 原料として植物などの再生可能な有機資源を使用するポリプロ ※1　 原料として植物などの再生可能な有機資源を使用するポリプロ 
 　　  ピレンの略称
※2　マスバランスアプローチとは、「原料から製品への加工・流通工
　　   程において、ある特性を持った原料（例：バイオマス由来原料）
　　   がそうでない原料（例：石油由来原料）と混合される場合に、そ
   　　の特性を持った原料の投入量に応じて、製品の一部に対してその
　　   特性の割り当てを行う手法。
※3　伊藤忠プラスチックス（株）調べ※3　伊藤忠プラスチックス（株）調べ

2021年8月、直巻おむすびの包材フィルムの薄肉化および、バイオ素材

の配合に変更しました。これにより、石油系プラスチック使用量は従

来品より1個当たり約15%、年間約70t削減されます。

直巻おむすびの包材フィルムの薄肉化
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2024年1月から、チルド弁当の容器の軽量化と、チルド寿司の容器の環

境配慮型素材への切り替えを行っています。あわせて石油系のインク

使用削減による白色容器への変更も行いました。これらの取り組みな

どにより、年間約421トンの石油系プラスチック量が削減される見込み

です。

チルド弁当とチルド寿司の容器の軽量化

2024年5月から順次、サンドイッチの包装フィルムの厚みを約14%薄

くし、植物など再生可能な資源を原材料とするバイオマスプラスチッ

クを一部使用する取り組みを行っています。これによりプラスチック

使用量（石油を原材料としたもの）をカテゴリー全体で年間約30トン

削減できる見込みです。

サンドイッチの包装の厚みを薄くしてプラ削減

関連リリース

2021年6月、パスタ商品の一部容器を植物などの再生可能な有機資源

を原料としたバイオPP※容器に変更しました。マスバランスアプロ

ーチ※2によるバイオPP容器を使用した商品化は、日本初の取り組み

となります※3。

さらに、農作や食品業界における廃棄物や残留物、また廃食用油など

再生可能な原料を利用していることに加えて、第三者独立機関の認証

を取得、原料から製品までのトレーサビリティを確保しています。

※1　原料として植物などの再生可能な有機資源を使用するポリプロピ※1　原料として植物などの再生可能な有機資源を使用するポリプロピ
　　  レンの略称
※2　マスバランスアプローチとは、「原料から製品への加工・流通工
　　   程において、ある特性を持った原料（例：バイオマス由来原料）
　　   がそうでない原料（例：石油由来原料）と混合される場合に、そ
   　　の特性を持った原料の投入量に応じて、製品の一部に対してその
　　   特性の割り当てを行う手法。
※3　伊藤忠商事(※3　伊藤忠商事(株)調べ

パスタ容器を再生可能資源由来のバイオPP容器へ変更

持続可能な資源利用と環境汚染の防止
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持続可能な資源利用と環境汚染の防止

2024年9月から順次、ファミマルKITCHENのスープの本体容器を紙製

に変更しています。これにより、年間約170トンのプラスチック削減効

果が見込まれます。

スープの本体容器を紙製に変更

関連リリース

ファミリーマートで販売するサラダ全品の容器（約30種類）は、バイオ

マスプラスチックなどを使用した環境配慮型容器を使用しています。こ

れにより、従来と比較し、石油系プラスチックが年間約900t削減されて

います。

サラダ全品に環境配慮型容器を採用

2023年6月から順次、ファミマルKITCHENのパウチ惣菜のサラダ各種

において、包材フィルムの厚さ・サイズを変更しています。包材の高

さを150mmから140mm、フィルム厚を50μｍから40μｍに変更して、

プラスチック使用量の削減に取り組んでいます。

ファミマルKITCHENのパウチ総菜のサラダでサイズ変更

150 



使用済みペットボトルからリサイクルした再生PET樹脂100％のリサイ

クルペットボトル（ボトルtoボトル）の使用を、プライベートブラン

ド「ファミマル」で進めています。

2024年7月には、緑茶や麦茶、ルイボスティーなどの無糖茶の定番7商

品に導入が完了しました。天然水やコーヒーなどの容器にも導入され

ており、石油から新規に製造されるプラスチック使用量は年間約

,t削減される見込みです。 ファミマルのペットボトル飲料

ボトルtoボトル（水平リサイクル）のイメー
ジ図

100%リサイクルペットボトル

関連リリース

サイドシュリンク包装への切り替え

サイドシュリンク包装

弁当類の容器包装は従来、全体をラップする「フルシュリンク包装」

を採用していましたが、2014年2月より容器とフタの結合部分にのみ

フィルムを装着する「サイドシュリンク包装」の導入を開始し、2015

年2月までに全面的に切り替えました。

これにより、プラスチック原料は年間541t削減、COこれにより、プラスチック原料は年間541t削減、CO₂は1,934t相当削

減しています（従来ラップフィルム対比）。サイドシュリンク包装は

商品が見やすく、お年寄りからこどもまで誰にでも開けやすい、とい

うメリットもあります。

ファミマカフェの環境対応

ファミマカフェの環境対応として、カウンターコーヒー

用のプラスチックマドラーを木製化するとともに、アイ

スコーヒーにはストローレスリッドを採用しています。

マドラーの木製化では、1本あたり0.9g、ストローレス

リッドでは1個あたり0.2g、合わせて年間約110tのプラ

スチックが削減されます。

ストローレスリッド 木製マドラー

持続可能な資源利用と環境汚染の防止
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アイスコーヒーのカップをプラスチックから紙へ変更

2022年4月、ファミマ!!※店舗にて販売しているアイスコーヒーのカッ

プを順次プラスチックから紙へ変更し、アイスコーヒー用のストロー

レスリッドを導入します。プラスチック使用量は年間6ｔ以上削減の見

込みです（2021年度2月～2022年度1月対比）。

※「ファミマ!!」は、都市型ワーカー向けにオフィス内で展開するファ

ミリーマートのストアブランドです（2024年8月時点50店を展開）。

植物性インク拡大

おむすびや手巻寿司、サンドイッチ、パンなどのパッケージに使用されている印刷インクを、ライスインク、ボタニ

カルインク、ベジタブルインクなどの植物由来原料のものに順次切り替えています。

従来のインクと比べ、石油の利用を抑え、CO₂換算で約100t削減。環境負荷低減につなげています。

店舗の取り組み

海洋プラスチックごみを有効活用するための取り組み

ファミリーマートでは、海洋プラスチックごみを原材料の一部に使用した買い物かごを27店舗に設置し、実際にお客

さまにご利用していただくとともに、海洋プラスチックごみを原材料の一部として使用することを告知するポスター

を店内に掲示することによって、世界的な課題ともなっている海洋ごみ問題の啓発活動に取り組んでいます。

注）伊藤忠商事株式会社・テラサイクルジャパン合同会社との共同開発です。

持続可能な資源利用と環境汚染の防止
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持続可能な資源利用と環境汚染の防止

買い物かごを導入している店舗

長崎県 対馬厳原大手橋店、壱岐芦辺店、壱岐郷ノ浦東店

福岡県 ベイサイドプレイス店

2021年2月～

東京都

大田南馬込六丁目店、いすゞ本社前店、

晴海センタービル店、経済産業省店、

ダイヤゲート池袋店、パレスサイドビル店、

一番町店、ムスブ田町店、伊藤忠ビル店、

浜松町ビルディング店、浜松町一丁目店

埼玉県 埼玉県庁店、さいたま西堀店

千葉県 幕張テクノガーデン店、海浜幕張駅北口店

新潟県

三条新保店、三条中新店、三条田島店

三条千把野店、三条大崎店、三条塚野目店

三条代官島店

三重県 三重県庁店

2021年10月～

閉鎖店什器のリサイクル活用

店舗閉鎖時に排出されるカウンター周りの什器のうち、利用可能なものは、整備・再生し、リユース什器として既存

店の追加什器や修理代替機として活用しています。利用不可能なものは、解体・分別し機器や資材の原材料（鉄・銅

など）としてリサイクルしています。
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レジ袋の使用を削減するための取り組み
レジ袋の削減は、容器包装の削減のみならず、CO₂の削減にもつながることから、業態特性を考慮した適切な対応が求

められてきました。そのような中、2020年7月から省令改正により、小売業でのレジ袋の有料化が義務化されました。

ファミリーマートの2022年度の辞退率は76.6%と高い水準を維持しています。

2020年7月より、ファミリーマートは環境省主催「み

んなで減らそうレジ袋チャレンジ」の登録サポータ

ーとして、お客さまとともにレジ袋削減のための様

々な取り組みを推進しました。その取り組みが評価

され、コンビニエンスストア業界として唯一、企業

部門の優秀賞を受賞しました（2020年12月）。

コンビニエンスストア業界唯一環境省「みんな
で減らそうレジ袋チャレンジ」優秀賞受賞

持続可能な資源利用と環境汚染の防止
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生物多様性の保全

TNFDの開示レポート（オリジナル商品のコーヒー豆について）はこちら

関連リリース

2022年12月の生物多様性条約締約国会議において採択された「昆明・モントリオール宣言」における2030年ネイチャ

ーポジティブ（自然再興）の実現に向けて、企業が自社の事業活動が環境におよぼす影響や、依存度に関して情報開

示を求める動きが加速しています。生物多様性の問題は、気候変動とともに社会的に解決しなくてはならない重要事

項になっています。

ファミリーマートは、地域社会とともに歩むわたしたちの事業活動が、様々な自然の恵みである「生物多様性」に支

えられていると同時に影響を与えており、「生物多様性」の損失が世界的な問題であることを認識しています。

これまでも、環境の中長期目標「ファミマecoビジョン2050」に基づき、店舗での省エネ機器の積極的な導入など気これまでも、環境の中長期目標「ファミマecoビジョン2050」に基づき、店舗での省エネ機器の積極的な導入など気

候変動に影響を与えるCO₂排出量を削減するための各種取り組みや、海洋汚染や生態系へ悪影響を与えるプラスチック

ごみの発生抑制、容器原材料の環境配慮型素材への切り替え、規格外食材を活用した商品開発による食品ロスの削減

など、生物多様性の保全につながる様々な取り組みを積極的に行ってきました。

今後も、これらの取り組みをより一層推進するとともに、TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）の開示対応

など各種取り組みを通じて、「ネイチャーポジティブ（自然再興）」の実現に向けた取り組みを進めていきます。

基本的な考え方

関連する目標と進捗

TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）
ファミリーマートは、自然資本や生物多様性などに関する、企業のリスク管理と開示の枠組みを構築するための国際

組織「自然関連財務情報開示タスクフォース（以下、TNFD）」の理念に賛同しています。2023年7月にはTNFDの活

動をサポートする企業・団体などで構成されるネットワーク「TNFDフォーラム」に参画し、当社の生物多様性保全方

針を国際的な条約などを踏まえた内容に改定しました。

新たな方針では、持続可能な生産の後押しや、ステークホルダーとの協働などの項目を追加したほか、「生物多様性

の損失を止め、回復軌道に乗せること」を意味するネイチャーポジティブ（自然再興）に向けた取り組みを推進する

ことを表明しています。また、優先的に取り組む項目としてもオリジナル商品の原材料調達を掲げています。

生物多様性保全方針はこちら

こうしたことを背景に、ファミリーマートでは現在、2023年9月のTNFD最終提言に沿って、自然への負荷が高い原材

料を参考に、当社オリジナル商品の自然関連課題について優先的に開示の準備を進めています。

このたび、オリジナル商品のうち、カウンターコーヒー「FAMIMA CAFÉ  モカブレンド」で使用するコーヒー豆につい

ての開示報告がまとまりましたのでご案内します。 155 



TNFD開示レポートの概要
（オリジナル商品のコーヒー豆について）

➀今回の調査・分析の対象

・「ファミマカフェ」のモカブレンドで使用している「エチオピア イルガチェ

フェ産のコーヒー豆の生産」です。

➁調査・分析の結果のポイント

・上記コーヒー豆の産地では、生物多様性の観点から、水・土壌への依存、コ・上記コーヒー豆の産地では、生物多様性の観点から、水・土壌への依存、コ

ーヒー豆の生産や農地転換による森林減少などが、土壌・水・陸上生態系への

インパクトを与えることを確認しました。

・上記産地では、元の森林を活かした農園となっていることに加え、シェード

ツリーを植え、ナチュラル精選により水使用を減らし、不要なコーヒー果実部

分を肥料に再利用するといった「伝統農法」が行われていることを確認しまし

た。

・収量拡大に向けて、新たに森を農地開拓するのではなく、枝の選定を行うこ・収量拡大に向けて、新たに森を農地開拓するのではなく、枝の選定を行うこ

とにより既存の農地を活かすといった「農事指導」を現地の輸出会社が行って

います。

➂今後について

・上記コーヒー豆の持続的な調達を行うためにも、「伝統農法」の継続などの

「農事指導」の対応を輸出会社を通じて行っていく予定です。

・今後も当社のオリジナル商品の原材料に関する調査・分析を継続して行い、・今後も当社のオリジナル商品の原材料に関する調査・分析を継続して行い、

生物多様性の保全、ネイチャーボジティプに向けた取り組みを推進していきま

す。

当社で使用しているイルガチェフェ産のモ
カ豆

現地の農園の様子

TNFDの開示レポート（オリジナル商品のコーヒー豆について）はこちら

関連リリース

生物多様性の保全
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重要課題2：人に寄り添う地域活性化拠点としての進化

社会背景と課題認識

社会課題が多様化・複雑化する中、社会の一員である

企業には、地域やコミュニティに積極的にかかわり、

事業を展開する国や地域が抱える課題を理解し、その

解決に貢献することがグローバルレベルでの共通認識

となっています。

少子高齢化と人口減少が進む日本は、人口動態の変化少子高齢化と人口減少が進む日本は、人口動態の変化

に伴い、都市化の進行や家族形態の多様化など、社会

構造の変化に直面しています。また、外国人人口の増

加、働き方改革の進展などにより、ライフスタイルも

様々です。こうした中、日々の生活を支える小売業と

して、リアル店舗の役割は大きくなってきています。

これらの変化はファミリーマートの事業に及ぼす影響これらの変化はファミリーマートの事業に及ぼす影響

も大きいことから看過できない課題と考えています。

また近年、地震だけでなく台風などの自然災害が頻発

・激甚化する中、災害に対するレジリエンスの一層の

向上が求められています。災害時には物資の安定供給

に努めることが、重要な責務の一つであると認識して

います。

目指す姿

ファミリーマートは地域社会とともに歩む存在とし

て、より良い地域社会をつくるため、社会的な役割

を果たし、地域社会の皆さまに親しみを感じていた

だけるコンビニエンスストアを目指すことを社会貢

献方針として定めています。

そこで、地域社会の課題をニーズととらえ、町に暮そこで、地域社会の課題をニーズととらえ、町に暮

らす人々の安全・安心な拠点として、人と地域に寄

り添いながら地域社会の発展に貢献するため、便利

を提供するサービスに力を入れるとともに、社会構

造と生活スタイルの変化に対応しながら、地域コミ

ュニティの中心としてお客さまに新たな利便性を提

供することを目指しています。

また、各地域の活性化のために農家への支援につなまた、各地域の活性化のために農家への支援につな

げる取り組みも始めています。

取り組み

地域社会の発展・活性化 災害対策・被災地支援

次世代の健全な育成 NGO／NPO への支援・協働

自治体との連携
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社会背景と課題認識

基本的な考え方

ファミリーマートは、社会・生活インフラを担う小売業として、地域密着経営を通して地域社会の発展に貢献できる

よう、日々取り組んでいます。

また、地震や集中豪雨などの自然災害により大きな被害が発生した場合は、社会インフラ機能として、全国の商品供

給網や物流網を活用し、被災地に少しでも早く物資をご提供できるように、国や自治体、他の企業などと協力しなが

ら、日頃から計画的に準備をしています。

創出する価値

デジタルも活用し、地域社会のニーズにあった商品やサービスの提供を通して、暮らしに新たな発見や体験をご提供

し、楽しい毎日の生活の実現に貢献します。

また、次世代へとつながる、日本各地の農家、農業支援に向けての取り組みも行っています。各地域の農作物を商品

化することで、地域社会の活性化に貢献することを目指しています。

さらに、自治体などと連携し、犯罪や事件・事故の未然防止に努めるほか、日々のコミュニケーションを通して地域

の活性化に寄与し、自然災害などによる被災時は早期復興に向けた商品の安定供給を維持することで、安全で安心な

地域社会づくりに貢献できるよう努めます。

推進体制

ファミリーマートは、店舗を起点に、営業部門、商品部門、物流部門などが機能を発揮しながら、それぞれの地域の

ニーズを踏まえた取り組みを推進しています。

また、下記のように全国の自治体と様々な協定を締結することで、地域への支援を行っています。

大規模自然災害の被災地支援に関しては、全国の自治体と協定を締結し、他の企業や団体とも協働して、災害有事

での支援体制も整備しています。

地域の様々な課題に迅速かつ適切に対応し、地域社会の活性化と住民サービスの向上を図ることを目的として、全

国の自治体と子育て、高齢者支援、観光、振興、環境活動などで連携する包括協定を締結しています。

地域のこども・高齢者が安全に安心して暮らせるための活動を支援する見守り協定の締結を進めています。

158 



地域社会の発展・活性化

地域活性化拠点としての取り組み ファミマこども食堂 高齢社会への対応

安全・安心なまちづくり 

地域社会のコミュニティ拠点となるコンビニエンスストアでは、人と地域に寄り添いながら課題解決や交流促進に貢献

することが、重要な責務の一つであると認識しています。

そのため、こどもが健やかに育つ環境の整備や高齢者支援の充実だけでなく、独居高齢者や共働き家庭のこどもなどの

「孤食」への対応や地域内での支え合いの輪の構築にも取り組んでいきます。

基本的な考え方

地域活性化拠点としての取り組み

ファミマフードドライブ
ファミマフードドライブとは、ご家庭にある食べきれない食品をファミリーマート店舗にお寄せいただき、地域でこ

ども食堂やフードパントリーなどの活動に取り組むNPOや社会福祉協議会などの協力パートナーを通じて、支援が必

要な方々にお届けする活動です。この取り組みを通じて、ご家庭にある食べきれない食品が活用され、地域の食支援

及び食品ロスの削減につながります。また、全国に店舗があるファミリーマートを回収拠点とすることで、地域の皆

さまが気軽に社会貢献活動に参加することができます。支援を受けられた方からは、「お菓子を頻繁に買う余裕がな

かったり、物価高で食費を抑えてしまったりするので、食の支援をいただけることはありがたいです」等のお声をい

ただいております。

2023年度は、430団体とパートナーを組み、3,026店舗で活動を展開、寄贈量は開始後3年間累計で200トンを突破しま2023年度は、430団体とパートナーを組み、3,026店舗で活動を展開、寄贈量は開始後3年間累計で200トンを突破しま

した。

ファミマフードドライブについてはこちら 
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ファミマこども食堂

ファミマこども食堂は、地域のこどもたちと保護者を対象に、「参加者みんなで一緒に楽しく食事ができる場所」と

「地域交流の機会」を提供することで、地域の活性化を応援する取り組みで、2019年4月より活動を開始し2024年6月

末までに約600回開催、約6,500人にご参加いただきました。

店舗によっては食事のみでなく、レジ体験やお店の裏側を見学する体験など、楽しい食事と体験イベントを組み合わ

せたプログラムに取り組んでいます。

2023年度はJAグループ等とコラボイベント開催し、それぞれのアセットを活用したより良いプログラムを実現させて

います。

食事やイベントを通じて地域のお店の店長・スタッフとの交流だけでなく、参加者同士がコミュニケーションをとる食事やイベントを通じて地域のお店の店長・スタッフとの交流だけでなく、参加者同士がコミュニケーションをとる

ことができることから、地域内でのつながりを結ぶ場所として活用していただきたいと考えています。

参加者の皆さまからは、「楽しかった」「また参加したい」との声をいただいており、開催店舗を広げています。

ファミマこども食堂についてはこちら 

お食事の様子 お仕事体験の様子
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VOICE
こども食堂は、ずっと「食べられない子が行くところ」と誤解されてきました。しか

し実際には、7割以上のこども食堂が参加者を限定しない形で運営されています。こ

うした中、多くの方々に親しまれているファミリーマートが、「地域のつながりづく

り」をコンセプトにこども食堂を開催してくれたことは、こども食堂のイメージを正

す大きなきっかけとなりました。

ファミリーマートにはこれからも、「人と人のつながりが実感できる地域づくり」を

リードしていただきたいと期待しています。

また、こども食堂を通じた地域交流の活性化や社会課題解決に寄与するため、2021年また、こども食堂を通じた地域交流の活性化や社会課題解決に寄与するため、2021年

2月からは、夢の掛け橋募金に「全国こども食堂支援センター・むすびえ」を追加し

ていただきました。ファミリーマートを通じて頂戴したお客さまからの善意を、こど

も食堂とファミリーマートに共通する想い「隣にいる“あなたとコンビに”、つながり

を感じられる“ファミリー”」へとつなげられるような活かし方を考えていきます。

ファミリーマートの地域活性化の取り組みは、SDGsが掲げる17のゴールそれぞれの

符合という個別性を超えて、SDGsの根本理念・精神を活かすものと考えています。

認定NPO法人全国こ
ども食堂支援センタ
ー・むすびえ 
理事長　湯浅 誠さん
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高齢社会への対応

ファミマサークルの開催
店舗のイートインスペースを活用し、高齢者が抱える課題解決に協力するため、地域

交流会「ファミマサークル」を行っています。お客さま同士のつながりの創出や、警

察および自治体が取り組む“特殊詐欺の被害防止”“高齢者の運転免許自主返納”“フレ

イル(加齢に伴う心身の活力低下)予防”などの講習会を開催し、参加者同士や店長・

ストアスタッフが意見交換しながら交流を深めています。

2020年からは新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、シニアの集まる地域のサロ

ンと店舗をオンライン接続する「デジタルファミマサークル」を開催しています。

これからも、店舗がそれぞれの地域で暮らしに役立つ情報提供と地域交流の拠点となこれからも、店舗がそれぞれの地域で暮らしに役立つ情報提供と地域交流の拠点とな

り、地域ぐるみで支え合うまちづくりを推進します。

ファミマサークルの様子

シニアスタッフの活用
ファミリーマートでは、地域の高齢化が進む中、シニア層が持つ知識や技術、そし

て働く意欲を活かす取り組みにも力を入れています。店舗では、雇用状況も踏まえ

ながら、健康で元気なシニア層の方々を積極的に採用しており、長年その地域での

暮らしから培った知恵や多くの経験を活かし、元気に働いていただいています。

また、シニアの方々が持つ地域の人々とのネットワークは、店舗とお客さまの強い

信頼関係を生み出しているだけでなく、コミュニケーションを通した地域全体との

太い絆づくりにも役立っています。

元気に働くシニアスタッフ

認知症サポーター
高齢化の進展とともに認知症患者数が増加しています。このため、厚生労働省で

は自治体と連携し、認知症を正しく理解し、患者支援の活動を行う「認知症サポ

ーター」の養成に取り組んでいます。

ファミリーマートでは、認知症に対する正しい知識と理解を持って認知症患者やファミリーマートでは、認知症に対する正しい知識と理解を持って認知症患者や

その家族の支援にあたり、かつその姿勢を店舗運営に活かすために、自治体の認

知症サポーター養成講座への参加を推進するほか、キャラバン・メイトである社

員から店長をはじめ、本部社員へも定期的な養成講座を開催しています。2023年

度現在、4,119人が「認知症サポーター」を取得しました。

引き続き、認知症サポーター養成講座を実施し、取得者を増やす一方で自治体と

の連携を深め、安心して暮らしていけるまちづくりに貢献していきます。

新入社員研修時開催「認知症サ
ポーター養成講座」風景
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安全・安心なまちづくり

セーフティステーション活動

ファミリーマートでは、一般社団法人日本フランチャイ

ズチェーン協会（JFA）の一員として、2000年から地域

の安全を守るセーフティステーション活動に取り組んで

います。

この活動は警察庁の呼びかけで始まったもので、国や自この活動は警察庁の呼びかけで始まったもので、国や自

治体、地域の方々とも協力しながら、日頃からの防犯や

防災、安全・安心への対策として、徘徊高齢者や女性・

こどもなどの駆け込み対応はもとより、20歳未満者への

たばこ・酒類の販売禁止の徹底と、深夜時間帯での青少

年に対する帰宅促しなども積極的に実施しています。

2023年度は、「特殊詐欺の被害未然防止対応」などで、2023年度は、「特殊詐欺の被害未然防止対応」などで、

JFAから合計447店が表彰されました。

JFA表彰店舗で実際に他の店舗の見本となる素晴らしい

対応を行った店長やストアスタッフに対して、ファミリ

ーマートでは社長名で感謝状を贈呈しています。

今後も「まちの安全・安心な拠点」として、地域に密着

した店舗運営に取り組んでいきます。

一般社団法人 日本フランチャイズチェーン協会 「ＳＳ広場」ホームページ 

2021年の対応状況 　

セーフティステーション活動実施店ポスター
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2023年の対応状況 

女性の駆け込み 1,110店 1,589回以上

こどもの駆け込み 713店 1,055回以上

高齢者保護 2,647店 4,905回以上

特殊詐欺（振り込め詐欺等）の抑止 5,048店

深夜時間の青少年帰宅促し 5,996店 

◆セーフティステーション活動の代表的な事例

・お客さまの行動・言動に不審を感じ「お声がけ」をしたことにより、お客さまを特殊詐欺の被害から守った

・付きまとわれて困っていたストーカーから女性を一時的に保護した

・助けを求めて駆け込んできたこどもや迷子を保護・通報した

・認知症と思われる高齢者、体調不良の高齢者を保護・通報（家族へ連絡）した

・店舗近隣で発生した事故（交通事故・火災等）の適切な対応（交通整理・救助保護・通報等）を行った

20歳未満の方への酒・たばこの販売防止
ファミリーマートでは、20歳未満の方へ酒・たばこを販売しない取り組みを推進しています。2017年7月には、レジ

プログラムを変更し、レジで酒・たばこの商品をスキャンした際、音声ガイダンスと同時に、ストアスタッフ側・お

客さま側のレジ画面にメッセージを表示することで、ストアスタッフへの注意喚起や、お客さまの年齢確認をしやす

くしました。

ストアスタッフの採用時は、年齢確認を行うための研修を受けてから接客を行っており、そのほかにも、年２回定期

的に「お酒・たばこ販売体制」に関する教育を、全店のストアスタッフに対し実施しています。

また、定期教育の受講完了記録のほか、法律に定められている酒類の売場表示や区分陳列が適正に行われているか、また、定期教育の受講完了記録のほか、法律に定められている酒類の売場表示や区分陳列が適正に行われているか、

20歳未満の方の飲酒・喫煙を禁じるPOPや「年齢確認実施中」のポスターなどが設置されているかなどを、店長、ス

ーパーバイザーが確認しています。

地域社会の発展・活性化
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店頭での年齢確認

1.レジにて酒・たばこの商品をスキャンすると、「年齢確認のご協力をお願いいたします」の音声メッセージが流れま

す。

2.音声ガイダンスと同時に、ストアスタッフ側・お客さま側のレジ画面にメッセージが表示されます。 

3.お客さまにレジ画面ボタンを押していただくと、「身分証明書をご提示いただく場合がございます」の音声ガイダン

スが流れます。

レジ画面メッセージ　（お客さま側） レジ画面メッセージ（ストアスタッフ側）
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災害対策・被災地支援

店頭募金を通じた被災地支援 日本初の民間主導による緊急災害対応アライアンス
「SEMA」に参加

その他の被災地支援 

ファミリーマートは、災害対策基本法第二条第五号に基づき、内閣総理大臣から「指定公共機関」に指定されていま

す。「指定公共機関」は、防災業務計画の策定をはじめ、災害予防・応急対策・復旧などにおいて重要な役割を果た

すため、以下のような様々な対応を行っています。

基本的な考え方

ファミリーマート局の設置

2022年9月に本社屋上に衛生通信装置を設置しファミリーマート局を開設。衛生通信回線により、総理大臣官邸、

中央官庁、指定公共機関等の全国の防災機関を結ぶ中央防災無線網に参加しています。

災害発生時の地域支援

ファミリーマートが日本全国に持つ物流網を活かして組織的な輸送力や緊急支援物資の提供を行い、また店舗にお

いては地域住民の避難拠点としての役割を果たすことが可能です。そのため、すべての都道府県と災害時の物資支

援協定を締結しており、災害時の支援要請については24時間365日お受けし、社内の関係各部署担当者からなる

「災害物資支援チーム」が敏速に対応します。

もし、局所的にサプライチェーンが寸断される事態が発生した場合でも、全国の物流網を活かして社会・生活インもし、局所的にサプライチェーンが寸断される事態が発生した場合でも、全国の物流網を活かして社会・生活イン

フラとしての使命を果たすべく、原材料の調達や店舗への配送を近隣の拠点がサポートします。

中食製造における対応

保存期間の長い商品や手間をかけずに提供できる商品の製造が、特定の工場に集中しないよう、平時においても製

造商品の平準化を進めています。

災害からの復旧支援

復旧段階においても、社員が応援部隊として直接被災地に赴き、地元の方々が普段の日常生活を一日でも早く取り

戻すための復旧活動に取り組んでいます。

災害に強い店舗づくり

全国の営業拠点に小型発電機などを配置することで、災害の際に店舗への電源供給を確保し、営業活動ができる体

制を構築することで災害に強い店舗づくりを進めています。

事業継続計画（BCP）の構築

ファミリーマートでは、大規模災害などの緊急事態が発生した場合でも、お客さまや地域社会をはじめとしたステ

ークホルダーの皆さまへのネガティブな影響を最小限にとどめるために、事業継続計画（BCP）を定めています。

本社機能の維持、中食製造委託先や物流網の確保、被災地域全体の店舗オペレーションのあり方までを視野に入れ

たBCPを構築しています。
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店頭募金を通じた被災地支援

国内外で大規模な災害が発生した場合は、店頭募金を「災害支援金募金」に切り替え、被災地支援に役立てています。

お客さまからの心のこもったご協力により、多くの支援金を被災地にお届けすることができました。

2021年からの災害支援金募金実績

年 金額名称

2021年 令和3年7月1日からの大雨による災害支援金募金 1,040,418円

令和3年8月豪雨災害支援金募金 19,856,520円

令和4年8月豪雨災害店頭支援金募金 18,154,931円2022年

令和4年台風15号災害店頭支援金募金（静岡県） 786,991円

トルコ・シリア地震災害に伴う店頭支援金募金 95,163,156円2023年

令和6年能登半島地震災害に伴う支援金募金 280,503,389円2024年

令和6年台湾東部沖地震災害に伴う支援金募金 38,811,615円

令和6年能登半島地震災害に伴い、全国のファミリーマートにおいて店頭支援金募金を実施したほか、当社のサプライ

チェーン全体で連携を図り、おむすび・パンなどの食料支援物資、当社のPB衣料品である「コンビニエンスウェア」

の商品支援物資を提供しました。また、店舗復興のために社員の現地派遣を行い、店舗の早期復旧に努めました。

2024年3月には、北陸3県（福井県・石川県・富山県）の美味しいメニューを集めたフェア「北陸旨いモン巡り」を北

陸・甲信・東海地区のファミリーマート約3,700店にて実施し、商品売上の一部を令和6年能登半島地震災害支援金と

して日本赤十字社へ寄付しました。

令和6年台湾東部沖地震災害に対しては、全国のファミリーマートにおいて、店頭支援金募金を受付し、お寄せいただ令和6年台湾東部沖地震災害に対しては、全国のファミリーマートにおいて、店頭支援金募金を受付し、お寄せいただ

いた募金を台湾政府衛生福利部が所管する財団法人賑災基金会へお届けしました。

災害対策・被災地支援
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日本初の民間主導による緊急災害対応アライアンス「SEMA」に参加

緊急災害対応アライアンス「SEMA※」は、自然災害の多発地域である日本において、大規模災害時に一刻も早く、ひ

とりでも多くの被災者を救うことを目指して、2017年8月に設立されました。ファミリーマートはその趣旨に賛同し、

設立当初よりSEMAに参画しています。

SEMAでは、大規模自然災害からの早期復興には、各社・団体が一体となって対応できる仕組みが必要であると考え、

平時より加盟企業・団体が持つ物資・サービスなどをリスト化し、災害発生時に各社が行う支援をパッケージ化するこ

とで、被災地に迅速にお届けできるように準備しています。また、公共機関との情報交換と支援の連携も図り、支援の

漏れや無駄を減らし、被災した自治体の負担軽減も目指しています。

※SEMA(SocialEmergencyManagementAlliance)：民間企業から構成される企業アライアンスと、市民団体から構成※SEMA(SocialEmergencyManagementAlliance)：民間企業から構成される企業アライアンスと、市民団体から構成

されるCSOアライアンスによって構成されています。2024年7月現在、企業103社、市民団体6団体が加盟しています。

SEMA の概略図

その他の被災地支援

東日本大震災や熊本地震などで被害を受けた方を継続して支援するため様々な取り組みを実施しています。

災害対策・被災地支援
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こどもたちにワカメ販売の出前授業を実施
社員が講師となり小学校や中学校、高校に出向いて講義する出前授業。2012年に被災地でこども支援を行っている

セーブ・ザ・チルドレン・ジャパンと協働で、震災大津波で膨大な被害を受けた岩手県大船渡市にある末崎中学校の

生徒に、「総合的な学習の時間」で取り組んでいる「ワカメの養殖と販売」の授業で販売支援の出前授業を行ったこ

とをきっかけに取り組みを始めました。震災により一度は養殖施設、そして大切に育てたワカメをすべて流されてし

まいましたが、それを乗り越え取り組みを再開した生徒たちに少しでも力になれればと思い、挨拶や接客、販促物の

作成など「販売の心構え」を伝授しました。

2012年以降、継続的な取り組みとして毎年社員講師が学校に出向き授業を行っています。2012年以降、継続的な取り組みとして毎年社員講師が学校に出向き授業を行っています。

2023年の活動報告

生徒たちに販促物の作成などを伝授 自分たちで養殖したわかめを販売

自然災害や事故に対するリスク意識の醸成

ファミリーマートでは、自然災害や事故に対するリスク意識を醸成する手段の一つとして、本部社員を対象に年4回の

安否確認訓練を実施してきました。全国約16,300の店舗においても、2018年から安全訓練の一環として取り入れ、加

盟店とともにグループ全体でリスクに対する意識向上を目指しています。また、店長・ストアスタッフには、「ファ

ミリーマート緊急時行動要項」を配布し、常備するように指導しています。

日本語版と外国人スタッフ向けの英語版を提供しており、大きな地震を想定した災害の発生時にすべきことや発生に

備えてすべきことなどがまとめてあります。いざという時の避難場所や緊急連絡先の確認など、個店ごとに活用でき

るようになっています。

災害対策・被災地支援
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次世代の健全な育成

ファミマ学園 「ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト」 こども店長

いつの時代も、こどもたちへの支援は国や地域社会の最重要課題の一つです。

少子高齢化の進行に加え、共働き世帯の増加などによる家族形態の変化など、家庭を取り巻く生活環境が急速に変化し

ています。ファミリーマートでは全国の店舗やストアスタッフとともに、地域社会と連携し、未来を担うこどもの健全

な育成や子育て家庭の支援に積極的に取り組んでいます。

基本的な考え方

ファミマ学園

「ファミマ学園」は、小学生から高校生まで幅広い学年を対象に「SDGs」や「キャリア教育」をテーマに楽しみなが

ら学べる授業を実施しています。

「SDGs」の授業は、世界が直面する課題について考え、行動するきっかけをつくることを目的とし、「持続可能な開

発目標:SDGs」の基本的な知識だけでなく、ファミリーマートが行うSDGsへの取り組みを具体的に、わかりやすく学

ぶプログラムです。また、SDGsとも深い関わりがある、「LGBTQ」などについてもテーマとして取り上げます。

「キャリア教育」の授業は、受講する生徒が将来の自分を想像できることを目的に、ファミリーマートの業務内容や

様々な職務について社員講師がお話しします。

生徒それぞれが学びを深め、課題達成を促すのみならず、本取り組みを学校と一体となって行うことで、講師を担当生徒それぞれが学びを深め、課題達成を促すのみならず、本取り組みを学校と一体となって行うことで、講師を担当

した社員の能力・モチベーション向上にもつながり、ファミリーマートにとっても非常に有意義な活動となっていま

す。

2023年度は「ファミリーマート夢の掛け橋募金」寄付先であるセーブ・ザ・チルドレン・ジャパンとの協働授業を行

うなど、様々なアセットを活用し、より良いプログラムを発現させています。

SDGsとは何だろう。どうしてSDGsが

必要なのだろう。みんなで出来る取り

組みは何だろう。ファミリーマートと

一緒に考え、一人ひとりに気付きがあ

る学びを目標としました。

小学校での事例

SDGsの17の目標について学習すると

ともに、ファミリーマートが積極的

に活動する環境面・社会面の事例を

ご紹介し、SDGsの重要性について理

解を深めました。

中学校での事例

自身の将来を考えるきっかけとなる

「キャリア教育」や社会的関心が高ま

る「LGBTQ」などのテーマも交え、

SDGsと社会のつながりを意識した授

業を開催しました。

高校での事例

170 



次世代の健全な育成

「ファミリーマートありがとうの手紙コンテスト」

地域社会の一員として、これからの未来を生きるこどもたちの健全な成長、豊かな心づくり、地域の活力づくりに貢

献することを目的に、全国の小学生を対象とした「ありがとうの手紙コンテスト」を開催しています。2009年より主

催し続け、2024年で16回目を迎えます。

感謝の気持ちを持ち、そしてそれを素直に言葉として伝えることができる人は、地域社会のコミュニケーションの活

性化を促すとともに、持続可能な社会の創り手として、地域社会の健全な発展に寄与することができます。

メールやSNSが通信手段の中心となりコミュニケーションの取り方が変化している中、感謝の気持ちを文字にし、手メールやSNSが通信手段の中心となりコミュニケーションの取り方が変化している中、感謝の気持ちを文字にし、手

紙に書き、あらためて感謝の思いを考えてみることは、こどもたちの豊かな感性を育てるだけでなく、素直にありが

とうを言える大人になる、将来にわたってのコミュニケーションの礎になると、私たちは考えます。

これまでの応募総数は約45万通、延べ25,000校の小学校が参加しています。こうした開催実績と「国語」「道徳」教

育への貢献が評価され、2019年には文部科学省後援事業、2022年には「文部科学大臣賞」が授与されています。

加えて、過去の受賞作品5作品が2社の道徳の教科書（2018年度）に掲載され、学校教育にも活用いただいています。

最優秀作品賞の授与式は受賞者が通う小学校で、ご家族、地域のファミリーマート社員・最寄り店舗からも店長やス最優秀作品賞の授与式は受賞者が通う小学校で、ご家族、地域のファミリーマート社員・最寄り店舗からも店長やス

タッフが同席して表彰式を行い、児童の受賞を一緒にお祝いしています。

一部の店舗では応募作品を掲示するなど、地域のこどもたちの活躍を紹介し、祝福する場所として地域交流の促進に

も貢献しています。
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次世代の健全な育成

表彰式は学校とファミリーマート本社、リージョ
ン事務所を結びリモートで実施しました

2023年受賞作品 2023年受賞作品

ファミリーマートありがとうの手紙コンテストについてはこちら 
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次世代の健全な育成

こども店長

こども店長は地域のこどもたちが実際の店舗で職業体験をする取り組みです。

本物のユニフォームに身を包み、レジを操作したり商品を並べたりするなど、店舗の仕事を楽しみながら知る体験学

習の機会として、参加いただいたこどもたちだけでなく、保護者の皆さまにも、大変ご好評をいただいています。 

参加したこどもたちには、「こども店長」の認定証が贈られます。

レジ体験の様子 品出し体験の様子

こども店長についてはこちら
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NGO／NPOへの支援・協働

ファミリーマートの募金実績 夢の掛け橋募金を活用した取り組み 

ファミリーマートは1993年に全店に募金箱を設置し、店頭募金の受付を開始しました。

お客さまと、活動を行っているNGO／NPOとの「掛け橋」となり、協働で社会的な活動に取り組むため、2006年より

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」として募金活動を行っており、お預かりした募金は当社の企業寄付（マッチン

グギフト※）と合わせて、こどもたちと地球の未来のための活動に役立てられています。

また、本社のサステナビリティ推進部に事務局があることで、募金寄付先との協同事業を積極的に行い、寄付に留ま

らない支援活動にも取り組んでいます。

日本全国に約1万6,000店を超える店舗を展開し、1日あたり延べ約1,500万人にご利用いただくファミリーマートにと日本全国に約1万6,000店を超える店舗を展開し、1日あたり延べ約1,500万人にご利用いただくファミリーマートにと

って、店頭での募金活動は店舗ネットワークを活かし、募金拠点として大きな役割を果たす重要なサステナビリティ

活動であると考えています。

※マッチングギフト：募金総額に対して、企業などが一定率を掛けた金額を上乗せして寄付すること。

基本的な考え方

ファミリーマートの募金実績

年度　募金実績
店頭募金、マルチコピー機募金受付サービス、災害支援金募集、主な企業寄附等を含む

6億7,076万7,073円
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NGO／NPOへの支援・協働
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NGO／NPOへの支援・協働

夢の掛け橋募金を活用した取り組み

公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン

ファミリーマートは、1993年からセーブ・ザ・チルドレンを支援してい

ます。

世界および日本のこどもたちに支援を直接届ける事業に加え、アドボカ

シー（政策提言）活動やこどもの支援活動を強化する広報活動・法人連

携の活動など幅広い活動を支援しています。また、国内の中高生がSDGs

を「自分事化」するための授業をファミリーマートとセーブ・ザ・チル

ドレンの協働で実施するなどしています。 ©Jordi Matas/Save the Children

トルコ・シリア地震で被災したこどもたちに「こ
どもひろば」を通じて心理社会的サポートなどの
支援を行う様子

セーブ・ザ・チルドレンとの活動詳細についてはこちら 

特定非営利活動法人 国際連合世界食糧計画 WFP 協会

ファミリーマートは、2006年から世界の飢餓撲滅に取り組む活動に賛同

し、国連WFP協会を支援しています。

また、国連WFPコーポレートプログラムのパートナーとして参加し、

WFPと両輪となり協働で社会における公的役割を果たしています。

2016年からはミャンマ一連邦共和国の学校給食プログラムに使途を指定

し「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の一部を寄付しています。

栄養強化ビスケットをたべるこどもたち
国連 WFP 協会との活動詳細についてはこちら 

公益社団法人 国土緑化推進機構

ファミリーマートは、国土緑化推進機構を支援しています。具体的には、

幼稚園児や保育園児が森や自然の大切さを学ぶ「森の教室」や、高校生が

日本各地の森・海・川の名人の知恵や生きざまを学び、持続可能な社会に

ついて考える「聞き書き甲子園」、さらには地域のシンボルとなる記念樹

の植樹や里山保全を行う「子どもたちの未来の森づくり事業」を通じて、

森に触れ、森に学び、森を守る環境教育プログラムを提供しています。

こどもたちの未来の森づくり事業
国土緑化推進機構との活動詳細についてはこちら
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NGO／NPOへの支援・協働

特定非営利活動法人全国こども食堂支援センター・むすびえ

ファミリーマートは、2021年からこどもたちや子育て世代のご家庭への支

援につながるよう、認定NPO法人全国こども食堂支援センター・むすびえ

を支援しています。

「むすぶ、つながる、こども食堂応援プロジェクト」を協働で立ち上げ、

こども食堂の活動を支える助成プログラムを春夏秋冬の年4回実施してい

ます。
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セーブ・ザ・チルドレン

セーブ・ザ・チルドレンは、100年以上の歴史を持つ、こども支援の国際NGOです。日本をはじめ世界約120ヶ国

で、緊急・人道支援や保健・栄養、教育などの分野で活動しています。

ファミリーマートは1993年から店頭での募金協力店として支援を行ってきました。2006年にはファミリーマート

の店頭募金として「ファミリーマート夢の掛け橋募金」が始まり、引き続き、店頭募金「ファミリーマート夢の掛

け橋募金」の寄付先として支援を続けています。

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」による支援
全国のファミリーマートの店頭募金は、「ファミリーマート夢の掛け橋募金」として、マッチングギフト、マルチ

コピー機募金サービスの寄付先指定募金とともに、その一部をセーブ・ザ・チルドレンに活動支援資金として寄付

しています。

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」は、世界および日本のこどもたちに直接支援を届ける事業に加え、アドボカ

シー（政策提言）活動やこどもの支援活動を強化する広報活動・法人連携の活動など幅広い活動を支援することが

でき、包括的なこども支援活動の実現に役立っています。

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」のご報告

2023年活動内容

セーブ・ザ・チルドレンは、紛争や食料危機など、緊急下の困難な状況にいる

こどもたちへ緊急・人道支援を届けると同時に、教育や保健・栄養、防災、こ

どもの保護、こどもの貧困問題解決などの分野における支援活動を世界各地お

よび日本で展開しています。2023年は、4,700万人を超えるこどもたちへ支援

を届けました。また、2023年2月に発生したトルコ・シリア地震に伴う店頭支

援金募金はセーブ･ザ･チルドレンを通じて、被災したこどもたちやその家族へ

の支援活動に役立てられています。

2023年度活動報告書 

ファミリーマートとセーブ・ザ・チルドレンの主な連携事業報告

© Alexandra Saieh/ Save the Children
仮設キャンプで配布する救援物資（マット
レスと毛布）を運ぶスタッフ（トルコ・シ
リア地震）
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セーブ・ザ・チルドレン

タイ「こどもの水の事故防止のための教育推進事業」

ファミリーマートは、2016年度から2020年度にかけて、「グローバルパート

ナーシッププログラム（各国のこどもに関する社会的課題、ニーズに即した支

援事業をファミリーマートが展開している国・地域で、セーブ・ザ・チルドレ

ンとともに取り組むもの）」の一環として、タイでの「こどもの水の事故防止

のための教育推進事業」を支援しました。

水の事故防止に関する教材の開発、こどもたちや教員、地域コミュニティへの

啓発など、体系立てたプログラムを組んで支援活動を行いました。
© Save the Children

水の事故防止のための水泳訓練の様子（タ
イ）

中高生向けSDGs教室

SDGsに関する関心が高まる中、中高生にもSDGsを学ぶ機会を提供したいという思いから、ファミリーマートとセーブ

・ザ・チルドレンが協働で講師を務め、SDGsの基本知識や、SDGs達成のための取り組み事例を紹介する「『いま、私

たちにできることを考えよう』SDGs教室」を実施しています。

SDGs目標達成の担い手となる中高生が、グループワークなどを通じて身近な話題から具体的な取り組みを考えること

を通じてSDGsを自分事化することを目指しています。

また、「企業の取り組み」と「NGOの取り組み」の両方に触れ、両者が「パートナーシップを組んでできること」につ

いても知ってもらえる授業となっています。

関連リンク

「セーブ・ザ・チルドレン」のホームページ 重要課題への取り組み 
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国連WFP協会

国連WFP協会は、国連の食料支援機関「WFP 国連世界食糧計画（以下国連WFP）」をサポートし日本での民間協

力の窓口として広報・啓発活動や募金活動を実施する認定NPO法人です。

いま、世界で8億人を超える人々が栄養不良や飢えに苦しんでいます。国連WFPは、紛争や自然災害による被災者

たちの生命を守るための食料支援、こどもたちに栄養価の高い給食を提供して就学率と学習能力を高める「学校給

食支援」、地域社会の自立を促すための労働の対価としての食料支援など、飢餓救済に向けての様々な活動を展開

しています。

ファミリーマートは、2006年から店頭募金「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の寄付先として支援を行っていファミリーマートは、2006年から店頭募金「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の寄付先として支援を行ってい

ます。

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」のご報告

ミャンマーでは現在、全国で 1,320万人以上（ 4人に1人）が中程度または重度

の食料不安に陥っており、更なる栄養不良が懸念されています。栄養不足によ

り、約3人に1人の子どもが発育阻害であると言われています。

ファミリーマートはミャンマーにおける食料不安を改善するため、国連WFPのファミリーマートはミャンマーにおける食料不安を改善するため、国連WFPの

緊急支援活動を支援しています。緊急支援には食料の配布や、現金支援、妊産

婦や子どもたちを対象とした栄養支援等の活動が含まれます。また、 2023年 2

月に発生したトルコ・シリア大地震に伴う店頭支援金募金を実施し、お寄せい

ただいた募金は国連WFP協会を通じて、被災した子どもたちやその家族への支

援活動につなげています。

活動レポート
＜2023年度＞

2023年度第1-2四半期報告書 栄養強化ビスケットをたべるこどもたち

ミャンマー連邦共和国・学校給食への緊急支援
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国連WFP協会

「WFPウォーク・ザ・ワールド」チャリティウォークに参加

ファミリーマートは、世界で多くのこどもたちを苦しめている飢餓をなくすためのチャリティウォーク「WFPウォーク

・ザ・ワールド」に特別協賛し、社員もボランティアで参加しています。飢餓問題への認識を高めるとともに、参加費

の一部は、国連WFPの「学校給食支援」に役立てられます。2024年は、横浜・大阪・名古屋の3会場で社員や加盟店、

そのご家族等約800名の方々が参加しました。

横浜会場 大阪会場 名古屋会場

関連リンク

「特定非営利活動法人 国連WFP協会」およびWFP 国連世界食糧計画のホームページへ

重要課題への取り組み 
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国土緑化推進機構

国土緑化推進機構は、国土緑化運動を国民運動として推進するために設立された公益社団法人です。

水源のかん養、生物多様性の保全、地球温暖化防止など、多くのかけがえのない恵みを私たちに与えてくれる森林

を、良好な状態で次代に受け渡していくことを課題とし、全国緑化キャンペーン、「緑の少年団」の育成、森林ボ

ランティア活動の支援などの事業を展開しています。また、「緑の募金」に寄せられた寄付金は、荒れた水源林の

再生のための植林や間伐などの森林の整備、青少年の環境教育や心身の健康づくりのための森林づくりなどの緑化

の推進、熱帯林の再生や砂漠地域の緑化などの国際協力に取り組むNGO/NPOの支援に活用されています。

ファミリーマートは店頭募金「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の寄付先として、2006年から「緑の募金」ファミリーマートは店頭募金「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の寄付先として、2006年から「緑の募金」

「聞き書き甲子園（共存の森ネットワーク）」、2018年から「子どもたちの未来の森づくり事業」への支援を行

っています。

「ファミリーマート夢の掛け橋募金」のご報告
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国土緑化推進機構

夢の掛け橋募金による活動内容

「森の教室」を応援

国土緑化推進機構が「緑の募金」を活用して主催する

「森の教室～どんぐりくんと森の仲間たち～」は幼稚

園・保育園児に森の大切さを伝え、森づくりに加わっ

てもらう全国巡回型プログラムです。森づくりの名人

「どんぐりくん」と森の仲間たちが活躍するショーを

楽しみ、どんぐりの種まきもしてもらいます。園で育

てた苗木を使って、2年後には植林をする計画です。

緑の募金「森の教室」についてはこちら

こどもたちに森林の大切さを伝える「森の教室」

「子どもたちの未来の森づくり事業」を支援

国土緑化推進機構が47都道府県緑化推進委員会と連携して公募助成する「子どもたちの未来の森づくり事業」は、

NPO、ボランティア団体、自然学校、自治会等の組織が単独、または地方自治体、小･中学校等と連携して、小学生･

中学生の「森の学び」を支援する事業です。森林環境教育のフィールドとしての地域のシンボルとなる森づくりを目

指し、森林整備と教育･体験活動等を行います。

緑の募金「子どもたちの未来の森づくり事業」についてはこちら

里山の遊歩道整備 「森の教室」実施園で育てた苗木を贈呈
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国土緑化推進機構

聞き書き甲子園を支援

「聞き書き甲子園」は、認定NPO法人共存の森ネットワ

ークなどが主催する、高校生たちが森や海・川の名手・

名人を訪ね、知恵や技術、人生そのものを「聞き書き」

し記録する活動で、ファミリーマートでは、2006年か

ら募金だけでなく、店頭での募集告知や社員派遣などの

支援も行っています。世代を超えた名人との出会いは、

自分の世界を広げるきっかけとなり、これから進路や将

来を考えていかなければならない高校生参加者にとって

は、かけがえのない貴重な体験となっています。

「聞き書き甲子園」についてはこちら

高校生が名人を訪ねて記録に残す「聞き書き甲子園」

関連リンク

公益社団法人 国土緑化推進機構のホームページへ 緑の募金「森の教室」開催 

重要課題への取り組み 
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自治体との連携

地域活性化に関する包括的連係協定 災害時の物資供給に関する協定 見守り協定 

災害時の帰宅困難者の支援 AED 設置協定 

ファミリーマートは、地域社会の拠点の一つとして自治体との密接な相互連携と協働による活動を推進することによ

り、地域の様々な課題に迅速かつ適切に対応し、地域社会の活性化と住民サービスの向上を図るため、子育て、高齢

者支援、観光振興、環境活動などで連携する包括協定を締結しています。

また「災害時物資支援協定」をすべての都道府県と締結し、災害時の支援要請に関しては24時間365日お受けし、社

内の関係各部署担当者からなる「災害物資支援チーム」が敏速に対応します。政令指定都市、警察本部、自衛隊、病

院、大学などの公共機関とも締結し、災害時の支援要請に基づき、物資の提供などを行っています。

各都道府県（一部を除く）や市区町村などの自治体と「帰宅困難者の支援に関する協定」も締結し、水道水・トイレ各都道府県（一部を除く）や市区町村などの自治体と「帰宅困難者の支援に関する協定」も締結し、水道水・トイレ

の提供、地図やラジオなどによる道路情報の提供などの支援を行います。

その他、地域のこども・高齢者が安全に安心して暮らせるための活動を支援する見守り協定や、AED設置協定の締結

にも取り組んでおり、自治体と相互のノウハウと資源を活用し、地域社会から信頼される安全・安心の拠点としての

機能を果たしています。

基本的な考え方

地域活性化に関する包括的連携協定

目的
密接な相互連携と協働による活動を推進することにより、地域の様々な課題に迅速かつ適切に対応し、住民サービス

の向上および地域社会の活性化を図ることを目的とします。

主な連携事項

1. 県産品オリジナル商品の開発・販売に関すること

2. 健康増進・食育に関すること

3. 観光情報・振興に関すること

4. 地域防災への協力に関すること

5. 地域の安全・安心に関すること

6. こども・青少年育成に関すること

7. 高齢者・障がい者支援に関すること

8. 環境対策・リサイクルに関すること

9. その他、県民サービスの向上・地域社会の活性化

　に関すること
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都道府県との締結

注）宮崎、鹿児島、沖縄はエリアフランチャイズ会社（（株）南九州ファミリーマート・

（株）沖縄ファミリーマート）です。

自治体・その他団体との締結

北海道苫小牧市 札幌市白石区 岩手県釜石市

宮城県石巻市 宮城県多賀城市 宮城県富谷市

宮城県松島町 宮城県刈田郡七ヶ宿町（みやぎ生
活協同組合）

山形県最上郡舟形町

福島県喜多方市 福島県双葉郡川内村 栃木県鹿沼市

群馬県明和町 埼玉県志木市 埼玉県戸田市

東京都福生市 神奈川県足柄下郡箱根町 神奈川県秦野市

新潟県北蒲原郡聖籠町 長野県上水内郡小川村 福井県南条郡南越前町

愛知県名古屋市 愛知県岡崎市 大阪府堺市

大阪府豊中市 兵庫県神戸市 高知県高知市

愛媛県大洲市 長野県東筑摩郡朝日村・松本ハイ
ランド農業協同組合

学校法人群馬パース大学

講武自治会（島根県松江市鹿島町） 広島県安芸高田市甲田町(小原地区
振興会)

広島県三次市三若町(川西自治連合
会)

2024年7月末現在

自治体との連携
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都道府県との締結

注）宮崎、鹿児島、沖縄はエリアフランチャイズ会社（（株）南九州ファミリーマート・

（株）沖縄ファミリーマート）です。

災害時の物資供給に関する協定

目的

災害が発生した時に、ファミリーマートが自治体に対して物資の供給などの支援をする際に必要な事項を定めます。

主な連携事項
1. 食料品 おむすび、総菜パン、缶詰

2. 飲料 容器入り飲料水

3. 衣類等 下着類、タオル、軍手、紙おむつ

4. 日用品 割り箸、スプーン、懐中電灯、乾電池

自治体、団体から要請を受けた時点でファミリーマートが調達可能な物資を対象としています。

自治体との連携
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市区町村との締結

岩手県釜石市 宮城県仙台市 宮城県石巻市

埼玉県さいたま市 埼玉県志木市 千葉県千葉市

千葉県松戸市(松戸市役所/S店) 東京都杉並区 東京都豊島区

東京都練馬区 神奈川県川崎市 神奈川県相模原市

神奈川県横浜市 新潟県新潟市 石川県輪島市

静岡県静岡市 静岡県浜松市 愛知県三好市

愛知県名古屋市 三重県津市 滋賀県草津市

京都府京都市 大阪府大阪市 大阪府堺市

兵庫県神戸市 岡山県岡山市 広島県広島市

福岡県北九州市 福岡県福岡市 宮崎県宮崎市※

宮崎県延岡市※ 鹿児島県鹿児島市※

※はエリアフランチャイズ会社（（株）南九州ファミリーマート）が締結

2024年7月末現在

自治体との連携

188 



自治体以外との締結
日本赤十字社 国立大学法人名古屋大学

大阪府済生会吹田病院 防衛省人事教育局厚生課

防衛省陸上自衛隊補給統制本部需品部 陸上自衛隊富士駐屯地業務隊

陸上自衛隊習志野駐屯地業務隊 陸上自衛隊朝霞駐屯地業務隊

東邦ガス株式会社 ＮＴＴコミュニケーションズ株式会社

関西電力株式会社 国立病院機構東海北陸グループ

全日本空輸株式会社　松山空港所 日本航空株式会社　調達本部　調達第一部

愛知県厚生農業協同組合連合会 岐阜県立多治見病院

大阪医科大学 福岡赤十字病院

神奈川県警察 帝京大学

大垣共立銀行 国立病院機構長崎医療センター

東広島医療センター 市立大津市民病院

長岡赤十字病院 和歌山県立医科大学附属病院

JR西日本SC開発株式会社 ニプロ株式会社

防衛大学校

2024年7月末現在

見守り協定

目的
地域のこども・高齢者などの弱者が犯罪や事故に遭うことなく、安全に安心して暮らせるための活動を行う協定を自

治体と締結し、何らかの異変を発見した際の速やかな通報・連絡などを行っています。

自治体との連携
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見守り協定の締結
締結先 協定名

福島県 地域の見守りの取組みに関する協定

東京都
都と事業者との連携による高齢者などを支える地域づくり協定書
ながら見守り連携事業に関する協定書

静岡県 「静岡県地域あんしん見守り事業」に関する協定書

大阪府 大阪府高齢者にやさしい地域づくり推進協定

長崎県 長崎県における高齢者等見守り活動に関する協定書

大分県 高齢者等の見守り活動に関する大分県孤立ゼロ社会推進プロジェク
ト協定書

徳島県
徳島県と株式会社ファミリーマートとのいじめ等を見逃さない児童
生徒の見守り活動に関する協定書

秋田県大仙市 大仙市地域見守り協力協定書

埼玉県比企郡鳩山町 鳩山町地域見守り支援ネットワークに関する覚書

千葉県松戸市 高齢者等見守り活動に関する協定書

千葉県市原市

東京都豊島区 見守りと支えあいネットワーク事業に関する協定

東京都練馬区 練馬区高齢者見守りネットワーク事業協定書

東京都葛飾区 葛飾区高齢者等の見守り等に関する協定

東京都大田区 大田区こどもSOSの家事業に関する協定書

神奈川県茅ケ崎市 茅ヶ崎市高齢者にやさしい地域づくり推進協定

静岡県富士宮市 ふじのみやベビーステーション事業協力に関する協定書

愛知県知立市 知立市高齢者等を支える地域づくり事業協定書

岐阜県各務原市 「かかみがはら安心ねっとわーく事業」に関する協定

石川県白山市 高齢者の見守りに関する協定

大阪府豊中市
豊中市と株式会社ファミリーマートとの子育ち・子育て支援に関す
る連携協定

兵庫県神戸市 高齢者見守りに関する協定書

広島県呉市 高齢者見守りネットワーク事業協定

香川県高松市

2024年7月末現在

自治体との連携
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災害時の帰宅困難者の支援

目的
地震などの災害が発生し交通が途絶した場合に、駅、事務所、学校などに滞留する大量の通勤者、通学者、観光客な

どが徒歩で帰宅する際の支援を行います。

災害時の支援事項
1. トイレの貸出

2. 水道水の提供

3. 情報の提供 ( 道路情報など )

ステッカーの提出
支援可能な店舗には、協議会（自治体）が作成した『災害時支援ステーション・ス

テッカー』を入り口横の見えやすい場所に掲出しています。 帰宅困難者に対して水

道水 ・トイレの提供、地図やラジオなどによる道路情報の提供などを行う協定を自

治体と締結しています。

都道府県との締結
北海道 岩手県 秋田県 宮城県 山形県

福島県 栃木県 群馬県 山梨県 長野県

新潟県 富山県 石川県 静岡県 岐阜県

愛知県 滋賀県 鳥取県 島根県 岡山県

広島県 山口県 香川県 愛媛県 高知県

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県

宮崎県※ 鹿児島県※ 沖縄県※

※はエリアフランチャイズ会社（（株）南九州ファミリーマート・（株）沖縄ファミリーマート）締結です。
2024年7月末現在

自治体との連携
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自治体・団体との締結
自治体・団体等 団体加入都県市

宮城県仙台市

関西広域機構、関西広域連合
三重県、 滋賀県、 京都府、 大阪府、 兵庫県、 奈良県、 和歌山県、 
京都市、 大阪市、 神戸市、 徳島県、 堺市

九都県市地震対策研究部 埼玉県、 千葉県、 東京都、 神奈川県、 横浜市、 川崎市、 千葉市、 
さいたま市、 相模原市 (2010.4.1加入)

2024年7月末現在

AED 設置協定

目的
自治体との間で AED（自動体外式除細動器）を店舗に設置する協定の

締結を進めています。

行政と協力しながら地域の皆さまの救護体制を強化し、もしもの時に

命を守る体制をつくっています。

市川市とのＡＥＤ設置に関する協定締結式様子

自治体との連携
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重要課題3：「便利で豊かな生活」を実現する
　　　　　　安全・安心な商品・サービスの創出

社会背景と課題認識

少子高齢化の進行による人口動態の変化や都市部集中

などの影響により、働く女性や共働き・単身世帯が増

加し、家事の時間短縮や少量小分け食品の需要が高ま

るとともに、環境問題や健康志向の高まりを受け、地

域や社会が抱える課題の解決に資する商品・サービス

の需要も高まっています。

また、近年の技術の進化によりデジタル化等の社会のまた、近年の技術の進化によりデジタル化等の社会の

変化は、人々の働き方やファミリーマートの店舗の在

り方だけでなく、物販や小売のあり方に変化をもたら

しています。

ファミリーマートは、こうした社会情勢や人々のライファミリーマートは、こうした社会情勢や人々のライ

フスタイルの変化・多様化を、コンビニエンスストア

が消費者の身近な存在として再評価されるための機会

と捉え、消費者や地域社会に寄り添う商品開発を強化

し、満足度と利便性向上に向けたデジタル化も推進す

ることで、人々の便利で豊かな生活の実現に貢献して

いきます。

目指す姿

ファミリーマートは、安全・安心はもとより、消費

者のライフスタイルや価値観の変化を踏まえた独自

の商品開発や、品揃えの拡充を行い、高度化・多様

化する消費者ニーズにお応えしていくことを目指し

ます。

商品開発では、多様な消費者ニーズを取り入れ、省商品開発では、多様な消費者ニーズを取り入れ、省

時間で利便性があり、毎日の生活に役立てていただ

ける商品を、ちょっとお得に提供することで他社と

の差別化を図ります。また、消費者の健康志向の高

まりや、世代別ライフスタイルの傾向を重視した商

品づくりにも積極的に取り組みます。

さらに、従来の枠組みや慣習にとらわれず、最新のさらに、従来の枠組みや慣習にとらわれず、最新の

デジタル技術を活用したお客さまの利便性の向上や

店舗業務の省力化に取り組みます。

また、お客さまから寄せられた声を広く企業活動に

反映させ、よりよい商品・サービスの開発・改善に

取り組み、お客さまの満足度の向上だけでなく企業

価値向上につなげていきます。

取り組み

生活を豊かにする商品・サービスの提供 デジタル推進による利便性の向上

お客さまの声への迅速な対応
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社会背景と課題認識

基本的な考え方

ファミリーマートは、消費者のライフスタイルや価値観の変化を踏まえた独自の商品開発や、品揃えの拡充を行い、

高度化・多様化する消費者ニーズにお応えしていきます。

省時間で利便性があり、毎日の生活に役立てていただける高付加価値商品を中心に、他社との差別化を図ります。ま

た、健康志向の高まりや、世代別ライフスタイルの傾向を重視した商品づくりにも積極的に取り組むとともに、デジ

タル化の推進を進め、お客さまに新たな価値を提供していきます。

創出する価値

リアル店舗は、豊富な品揃えの中から、これまで見聞きしたことがない商品や、新たな価値を提案する商品を、実際に

手に取り感じることができるという不変的なメリットを持っています。

一方で、最新のデジタル技術の活用に取り組むことで、店舗が新たな商品への出会いや、体験の創出の場につながるよ

うな次世代のコンビニエンスストアモデルを実現することも可能です。

ファミリーマートでは、この両者の特性を存分に活かして、毎日の暮らしをより新鮮で楽しくする、幅広い消費者ニー

ズに対応した売場づくりを推進し、一人ひとりのお客さまが求めるライフスタイルの実現をサポートしていきます。

推進体制

商品開発は、お客さまの要望や各種調査に基づいて開発コンセプトを策定し、カテゴリー別に各部門が商品仕様の詳細

を決定します。そして、営業、マーケティング、商品の各部門で週次で定例会議を行い、販売状況やプロモーションな

どの情報共有や品質向上に向けた議論を行っています。また、安全・安心な商品をお届けするため、独自の基準をクリ

アした工場および商品審査で合格した商品のみを登録・発売しています。

デジタル化の推進では、購買データに基づいた精度の高いターゲティング広告を提供する株式会社データ・ワン、大型

モニターを使って生活者に価値あるメディア体験を提供する株式会社ゲート・ワンを設立しています。

さらに、リアル店舗を活かした新しいビジネスを創出するため、社長直轄組織として、「クリエイティブオフィス&8」さらに、リアル店舗を活かした新しいビジネスを創出するため、社長直轄組織として、「クリエイティブオフィス&8」

を新設し、さらなる取り組みの進化に努めています。
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生活を豊かにする商品・サービスの提供

品質と安全にこだわったプライベートブランド『ファミマル』

新たなライフスタイルの提案 Convenience Wear

地球環境を想う「ブルーグリーンプロジェクト」 高まる健康志向への対応 

お客さまの利便性や多様なライフスタイルに対応した新たなサービス 

ユニバーサルサービス 

昨今の社会構造の変化や、新型コロナウイルス感染症の影響を受けた生活様式の変化に伴い、新たなニーズを捉えた

商品・サービスの提供が求められています。また、QOL※の向上や人々の健康志向の高まりに関連した商品開発や取

り組みへの期待も一層高まっています。

ファミリーマートでは、大切な家族に安心して薦められるレベルの安全と品質にこだわったプライベートブランド『

ファミマル』に加え、「いい素材、いい技術、いいデザイン」を掲げる『Convenience Wear』を展開しています。

コンビニエンスストアの特色である利便性だけではなく、来店や購買を促す商品戦略、プライベートブランド商品のコンビニエンスストアの特色である利便性だけではなく、来店や購買を促す商品戦略、プライベートブランド商品の

価値向上、サステナブルな商品・サービスへの取り組み、そして地域社会にも寄り添う商品・サービスの提供に取り

組んでいきます。

※QOL：Quality Of life（生活の質）

基本的な考え方

品質と安全にこだわったプライベートブランド『ファミマル』

「ファミリークオリティ」をコンセプトにしたファミリーマートのプライベートブランド『ファミマル』では、「ファ

ミリーマート」の名前にふさわしく、「大切な家族に安心して薦められるレベルの品質と安全」の商品を「おいしい◎

うれしい◎あんしん◎」をキーワードに開発し、幅広いお客さまに支持される商品をお届けしています。

同時に、『ファミマル』が目指す価値をお客さまにきちんとお伝えし、喜んでいただけるよう、商品の訴求ポイントを

アイコン化して掲載するなど、パッケージデザインの細部にもこだわって展開しています。

また、毎日食べても飽きないおいしさを追求するだけでなく、バイオ素材を配合した包材を使用するなど、環境に配慮

した商品開発も実施しています。

「ちょっとお得」を感じていいただけるよう価格、量目、品質などにこだわった「ファミマル」商品はお客さまに大変「ちょっとお得」を感じていいただけるよう価格、量目、品質などにこだわった「ファミマル」商品はお客さまに大変

ご好評いただいており、今後も品揃えを充実させていきます。
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商品開発の基本
「ファミリークオリティ」＝「大切な家族に安心してお薦めできる品質とラインアップ」をコンセプトに、お子さま

からご高齢の方まで、すべての方が笑顔になるプライベートブランドを目指して、毎日に、ちょっとした幸せをお届

けしていきます。

「おいしい◎」への取り組み
原材料や製法に独自の商品開発

基準を設定し、他社商品との比

較調査、味覚調査などの取り組

みを徹底。毎日食べても飽きな

い味わいや、ひと手間かけた本

格感、彩りや香りなど、多種多

様な「おいしい」を提供するた

めに、一つひとつこだわりを追

求していきます。

「うれしい◎」への取り組み
「あったらいいな」が見つか

る驚きと、価格以上の価値が

得られる満足感。定番からト

レンド、名店コラボなど、あ

らゆる世代の方が笑顔になる

ラインアップ。そんなさまざ

まな「うれしい」を提供する

ために、お客さまの声を取り

入れ、その期待を超える商品

の開発や発信に取り組んでい

きます。

「あんしん◎」への取り組み
独自の基準をクリアした工場

だけを選定し、商品に適した

品質管理を徹底。出荷時のク

オリティを保つ効率の良い配

送。さらに、環境に配慮した

容器や持続可能な原材料の活

用など、家族や地球にとって

「あんしん」な毎日をつくる

ため、品質管理はもちろん、

サステナブルにも積極的に

チャレンジしていきます。

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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5つの『ファミマル』展開ライン

『ファミマル』は5つのラインで展開しています。

家族の日常を豊かにする 家族の食卓を支える
食べる楽しさを

いつでも手軽に
毎日に癒しとご褒美を

素材や製法にこだわった

上質なおいしさ

ファミマルの特徴

➀ 納得の品質

毎日食べても飽きないおいしさや

日常使いしやすい納得の品質を追

及。様々な調査を実施し、より多

くのお客さまの声を聞くことで、

新しいスタンダードとなる商品を

開発し続けていきます。

➁ 幅広い品揃え

おむすび、弁当、サンドイッチな

どの即食性の高い商品から、冷凍

食品、飲料、お酒、加工食品や日

用品まで、日常に欠かせない幅広

いラインナップを品揃えしていま

す。

➂ あったら嬉しい商品も

ファミリーマートならではのこだ

わり商品や、企業やコンテンツと

のコラボや名店監修商品など、ワ

クワク感のある商品を提供してい

ます。

➃ わかりやすいパッケージ

パッケージは、わかりやすさを追求し、訴求ポイン

トをアイコン、アイキャッチとして大きく表示して

います。また、カラーリングなどを工夫、商品を判

別しやすくし、売場づくりにおける負荷の低減を図

りました。

➄ 健康と環境への配慮

健康に配慮した商品をラインナップし、商品にわかり

やすくアイコンで訴求する取り組みをしています。ま

た環境に配慮したパッケージやサステナブル原料を使

用した商品などを、お客さまに寄り添う商品として提

供しています。

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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新たなライフスタイルの提案 Convenience Wear

ファミリーマートでは2021年より「いい素材、いい技術、いいデザイン」を掲げ

る「Convenience Wear」の全国展開を開始しました。これまで深夜の緊急需要が

非常に高く、緊急時に買うものという印象があったコンビ二の衣料品において、普

段から着たくなるような商品展開を行うことにより、手頃な価格で、どこでも買え

るというコンビニの利便性を活かしつつ、暮らしを支える衣料品づくりを目指して

います。現在では、女性も含めた幅広い客層の日常使いの衣料として支持されてい

ます。

また衣料品を今一度見つめ直し、一つのブランドとして昇華させようと取り組んでまた衣料品を今一度見つめ直し、一つのブランドとして昇華させようと取り組んで

いる点が評価され、2021年度グッドデザイン賞を受賞しました。

これからも服をコンビニで買うという体験を日常化する試みで、日々の様々な社会

の変化やお客さまのニーズに対して、新しい展開を続けています。

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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「コンビニエンスウェア」から
機能性とデザイン性を持ち合わせた「選ばれる」文具を発売

TOPICS

コンビニエンスウェアの新たな挑戦として、2024年4月から文具を新ラインとして展開しています。使い心地やデ

ザインを追求し、お客さまに進んで手に取っていただける「選好品」を目指し、コクヨと共同開発しています。

アイテムは、書き心地の良い中紙を使用した「キャンパスノート」などの定番から、ファミリーマートカラーの

「カドがたくさんある消しゴム」「カラーマーカー」など35アイテムです。パッケージに、紙やバイオマスプラ

スチック（一部）を使用することで、環境にも配慮しています。

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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地球環境を想う「ブルーグリーンプロジェクト」

「ブルーグリーンプロジェクト」は、「地球にも良いこと、役に立つこ

とを少しずつでもできることから実行していこう。」という思いを込め

て、落合宏理氏監修のもと2022年に発足したプロジェクトです。プラス

チックによる環境汚染問題の解決に寄与する、自然の中で生分解される

「スプーン」や「フォーク」、洗って繰り返し使える「ストロー」など

のカトラリーを販売しています。　

加えて、近年、食に対するお客さまのニーズが多様化するなかで、様々加えて、近年、食に対するお客さまのニーズが多様化するなかで、様々

なお客さまにおいしい商品を食べていただきたいという想いから、2023

年に「おいしい植物性由来。」をコンセプトにした商品を発売し、多く

の反響をいただきました。

これからも植物性由来の原材料に置き換えながらも、おいしさにこだわ

ったラインアップで、お客さまに新たな食の選択肢をお届けしていきま

す。

「おいしい植物性由来。」をコンセプトにした商品

高まる健康志向への対応

ひと目でわかる健康アイコン導入
健康意識の高まる中、もっと安心して毎日の食事を選んでいただける

よう、健康に配慮した商品をラインナップしています。

サラダやサンドイッチ、惣菜を中心に、お客さまの関心の高いたんぱ

く質、食物繊維、糖質などをアイコンで表記することで、お客さまが

店頭で商品を見たときに、健康に配慮した商品が直感的にわかりやす

くなるようにしています。

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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ロカボシリーズ
昨今の健康志向の高まりを背景としてロカボが注目されています。ロ

カボとはカロリー制限とは異なり、緩やかな糖質コントロールで、お

いしく楽しく、適正糖質を摂ることを推奨する食事法のことです。糖

質の摂取をあえてゼロにせず、ロカボ糖質※を1食あたり20～40ｇに、

間食のロカボ糖質を10ｇに抑えることで、食後の血糖値上昇を抑える

ことができるといわれています（出典：一般社団法人食・楽・健康協

会）。

ファミリーマートのプライベートブランド「ファミマル」では、ロカファミリーマートのプライベートブランド「ファミマル」では、ロカ

ボシリーズのチョコレート菓子や素材菓子を販売しています。パッケ

ージには一般社団法人食・楽・健康協会が監修した証であるロカボマ

ークとともに、ロカボ糖質を記載しており、手軽に糖質コントロール

が可能です。

※ロカボ糖質（1g＝kcalのエネルギーを持つ糖質量）とは利用可能炭※ロカボ糖質（1g＝kcalのエネルギーを持つ糖質量）とは利用可能炭

水化物を元に算出したもので、一般的な糖質とは、算出根拠が異なり

ます。一般社団法人食・楽・健康協会が掲げている、世の中の人々に

「おいしく、楽しく食べて、健康に」なっていただきたいという理念

のもと考案されました。

塩と油を使っていない4種の素焼きミックスナッツ

JSH減塩食品アワードで金賞を受賞
日本高血圧学会減塩委員会主催の第5回JSH減塩食品アワードにおい

て、サラダと別売りで販売している小袋タイプの「減塩和風ドレッシて、サラダと別売りで販売している小袋タイプの「減塩和風ドレッシ

ング」が、コンビニエンスストアとして初の金賞を受賞しました。野

菜のうまみを生かしたコクのある味わいのまま、塩分を25%オフ※し

たドレッシングとして発売以来、多くのお客さまからご支持いただい

た結果、「減塩化の推進に優れた成果を挙げた製品」として選ばれま

した。

※日本食品標準成分表2015年版（七訂）和風ドレッシング比25%減塩※日本食品標準成分表2015年版（七訂）和風ドレッシング比25%減塩

注) JSH減塩食品アワード：日本高血圧学会減塩委員会は、2013年より

高血圧患者や減塩をしようとしている方々のお役にたてるように「食

塩含有量の少ない食品」（JSH減塩食品リスト）の紹介を開始。2015

年からはJSH減塩食品リストに掲載された製品の内から、「減塩化の

推進に優れた成果を挙げた製品」に「JSH減塩食品アワード」を授与

しています。

JSH減塩食品アワード金賞を受賞した減塩和風ドレッ
シング

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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お客さまの利便性や多様なライフスタイルに対応した新たなサービス

EV充電サービス
ファミリーマートでは、2010年より地域のインフラ拠点として店舗へ

の急速充電器の設置を進めており、全国約600店舗（2024年6月末）に

設置し、急速充電器設置数では小売業界NO.となります。2022年度か

らは、現在、20kW級が中心の急速充電器を50kW～kW級へと高出

力な充電器に入替を進めており、2024年度には約200店舗の入替を完

了する見込みです。また、2023年6月からは、テスラ製電気自動車用

急速充電設備（Teslaスーパーチャージャー）の設置を進め、2024年6

月末時点で10店舗に設置。高出力な急速充電器設置店舗の拡充をより

一層進め、利便性の高い充電サービスを提供することにより、電気自

動車の普及促進を行い、地球温暖化防止や地域貢献に寄与する環境に

やさしい社会づくりへ協力するとともに、低炭素社会の実現に貢献し

ていきます。

シェアリング・サービス
コンビニエンスストアを活用した新たな生活支援サービス展開のため、店舗への

シェアリング・サービス拠点の設置を進めています。健康志向の高まりやライフ

スタイルの多様化によってニーズが高まっているだけでなく、環境負荷低減にも

つながるシェアサイクル・電動キックボードのポートは2024年7月現在全国で約

850店舗に設置されています。

また、必要な時に必要な場所で、スマホをはじめとする端末充電用のモバイルバまた、必要な時に必要な場所で、スマホをはじめとする端末充電用のモバイルバ

ッテリーをレンタルすることができるモバイルバッテリースタンドの設置拡大も

進めています。ご利用後はレンタルしたスタンド以外のスタンドへ返却すること

が可能で、緊急時に便利にご活用いただくことができるサービスとして2024年7

月現在全国で約6,000店舗に設置されています。

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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ロッカー（発送・受取）サービス
ファミリーマートでは、お客さまの様々な生活スタイルに合わせてご利用いただ

けるよう、非対面・非接触で荷物の発送と受取りが可能な「ファミロッカー」を

一部店舗（2024年6月末時点：1都3県650店舗）に設置しています。メルカリを

はじめとするフリマアプリの発送やアマゾンのようなECでの購入商品の受取を

お好きな時にレジを介さず簡単にご利用いただけます。また、ファミロッカーは

コンビニエンスストアチェーンとしては初めて、大手宅配３社（ヤマト運輸・日

本郵便・佐川急便）のサービスがご利用いただけるため、多様なシーンでご活用

いただけます。いただけます。

ユニバーサルサービス

レジで使えるコミュニケーション支援ツール

障がいのある方や高齢のお客さまに向けたサービスの一環として、指をさして

ご活用いただける「コミュニケーション支援ツール」を、2023年4月より全国の

ファミリーマートに設置しています。お客さまの使いやすさの向上のため、フ

ァミペイアプリにコミュニケーション支援ツールを使用したい旨を伝える“耳マ

ーク”※ボタンを追加し、素早くコミュニケーション支援ツールを活用した会話

ができるようにしています。

また、お客さまご自身でもご活用いただけるよう「コミュニケーション支援ツまた、お客さまご自身でもご活用いただけるよう「コミュニケーション支援ツ

ール」をホームページ上で公開。スマホで表示したり、プリンタなどで出力し

てご活用ください。

※多言語（英語・中国語（簡体字）・韓国語）でも対応しています。

コミュニケーション支援ツールはこちら 

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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スキルマーク
「手話で挨拶ができる」「筆談ができる」といった、ストアスタッフが対応可能

なスキルがひと目でわかるマークを作成しました。名札にマークを表示し、お客

さまとのコミュニケーションや商品のご購入時のサポートにつなげています。

大画面で、わかりやすい新型ATMを順次導入

誰にでもわかりやすく、使いやすい新型ATMを順次導入しています。操作部に

点字表記を行い、操作しやすいようにテンキーの位置を低くしたほかにも様々

な工夫しています。

ユニバーサルサービスの詳しい取り組みはこちら

生活を豊かにする商品・サービスの提供
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デジタル推進による利便性の向上

新たな情報発信拠点への進化 ファミペイを活用した利便性の向上

無人決済システムを活用した実用化店舗 お客さまと企業広告の新たな関係性を創出 

近年のデジタル化の加速や国内生産年齢人口減少、お客さまのニーズや人々の働き方の変化などにより、コンビニエ

ンスストアに求められる役割の変化に合わせ、店舗のあり方も変化しています。

ファミリーマートの価値である店舗網と顧客接点に「無人決済店舗」、「デジタルサイネージ」の設置、「ファミペ

イの活用」など最新のデジタル技術を最大限に活用し、次世代のコンビニエンスストアモデルを実現することで「激

変」の時代の中でも持続可能な成長を実現し、これまで以上に地域社会にとってなくてはならない存在になることを

目指しています。

また、人型 AI アシスタントの活用や遠隔操作ロボットの導入など、最新のデジタル技術を取り入れることで店舗業務また、人型 AI アシスタントの活用や遠隔操作ロボットの導入など、最新のデジタル技術を取り入れることで店舗業務

の省力化にも取り組み、お客さまの利便性向上と満足度を高め、企業価値向上につなげていきます。

基本的な考え方

新たな情報発信拠点への進化

リアルとデジタルの垣根を超えたサービスの提供を目指し、2021年9月に

伊藤忠商事株式会社とともに大型モニターを使った動画配信を手掛ける

株式会社ゲート・ワンを設立しました。複数台の大型ディスプレイを通

じて情報を発信するデジタルサイネージでは売り場と連動した商品案内

や音楽、ニュースなど、お客さまが楽しむことができるコンテンツだけ

でなく、地域イベント告知や特殊詐欺防止のための防犯告知など地域に

根差したコンテンツ放映を通じて地域貢献にも寄与していきます。2024

年6月時点で約10,000店舗の店舗にデジタルサイネージを設置しており、

今後も展開地域を拡大していきます。
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ファミペイを活用した利便性の向上

ファミマのアプリ「ファミペイ」は、ファミリーマートのお買い物がおトクに、便利になるアプリとして2019年にサ

ービスを開始し、2024年4月に2,000万ダウンロードを突破しました。お得なクーポン配信やポイント還元、会員ラン

クに応じて、お得な特典がもらえる「ファミマメンバーズプログラム」をはじめ、ファミマで販売されている商品ブ

ランドのおトクなお知らせやクーポン等がもらえる「ブランドページ」や、ファミペイの残高不足時にも後払いで利

用できる「ファミペイ翌月払い」、公共料金などの請求書（払込票）のバーコードをファミペイアプリで読み取り、

ファミペイ残高でお支払いができる「ファミペイ請求書支払い」、日常生活におけるちょっとした資金需要に対応で

きる「ファミペイローン」など自社サービスの枠にとらわれず、お客さまの利便性を重視した新たなサービス展開を

積極的に進めています。

ファミリーマートへ来店されるお客さまには、店舗でのコミュニケーションを通じて「ファミペイ」を利便性の高い

ツールとして積極的に紹介、お勧めしています。ファミリーマートのキャッシュレス比率を拡大させることで、お客

さまの利便性向上とお客さま満足の向上とともに、店舗業務の省力化にもつなげていきます。

デジタル推進による利便性の向上
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無人決済システムを活用した実用化店舗

ファミリーマートでは、無人決済システムの開発を行う

株式会社TOUCH TO GO と、無人決済コンビニエンスス

トアの実用化に向けて業務提携を締結しました。小規模

ニーズに対応した新しい店舗の形として、2021年に第1

号店「ファミマ!!サピアタワー/S店」をオープンし、

2024年6月現在、41店舗展開しています。

無人決済店舗は店内に設置したカメラによりお客さまと無人決済店舗は店内に設置したカメラによりお客さまと

商品をセンサーで認識させ、お客さまが入店して商品を

お取りいただき、出口付近に設置したレジにてお支払い

するまで、セルフで行うことができるシステムです。通

常の有人レジ店舗に比べて短時間でも手軽にお買い物が

でき、利便性向上につながります。また、コロナ禍で高

まる非接触ニーズへの対応に加え、人手不足対応および

人件費削減も期待できます。さらには、これまで出店で

きなかったオフィスや工場、物流施設などの特定施設内

を中心としたマイクロマーケットへの出店の可能性も広

がります。

無人決済システムを活用した買い物の流れ

「人の追跡」「商品の認識」「対面無人決済」の3つの要素技術を組み合わせてシステムを構築

デジタル推進による利便性の向上
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お客さまと企業広告の新たな関係性を創出

小売事業者の購買データを活用したデジタル広告配信事

業および広告代理店業の展開に向けて、伊藤忠商事株式

会社、株式会社NTTドコモ、株式会社サイバーエージェン

トとともに新たに「株式会社データ・ワン」を設立しま

した。データ・ワンでは「ファミペイ」などを活用し、

日々の店舗運営から得られる購買データに基づいた約

3,500万の広告IDを用い、お客さまの興味関心に沿った広

告を配信することで、サービスの向上だけではなく様々

なメーカー様にも効率的なマーケティング、ブランディ

ングの手法を提供します。リアル店舗の顧客基盤を活用

した新たな広告事業を構築し、より有益な情報をお届け

することで、お客さまの利便性の向上へつなげていきま

す。

デジタル推進による利便性の向上
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お客さまの声への迅速な対応

お客様相談室

店舗やサービスを利用するお客さまの声を事業に活かすために、社長直属の「お客様相談室」を設置しています。

お客様相談室ではいただいたご意見、ご要望に真摯にお応えし、一人ひとりのお客さまにご満足いただけるよう心が

けています。

さらに、ご意見の内容を把握して社内で共有し、よりよい商品・サービスの開発・改善につなげるなど、広く企業活

動に反映させています。

基本的な考え方

お客様相談室

2023年度に電話や手紙、インターネットなどで「お客様相談室」に寄せられたお客さまの声は90,718件になります。

寄せられたご意見は、ご連絡を受けた時点で、社内システムを通じて速やかに担当部署に伝達され、各担当部署が対応

しています。

各担当部署で対応することで、より迅速に、専門的な回答を行い、お客さまの満足度の向上や、根本的な課題解決に取

り組んでいます。

なお、ファミリーマートの事業に大きな影響を及ぼすご意見や相談内容については、リスク・コンプライアンス委員会なお、ファミリーマートの事業に大きな影響を及ぼすご意見や相談内容については、リスク・コンプライアンス委員会

に報告され、相応の措置を講ずることとしています。

お問い合わせ 
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対応事例

➀2023年度も原材料高騰の

影響を受け、多くの商品の値

上げが行われた。

➁価格に敏感になっている

にもかかわらず、値札の交

換漏れ・商品の置き間違い

により、お客さまにご迷惑

をおかけしている。

➂事例を社内で共有し、注意

喚起を行うことにより、改善

に努めている。

お客さまの声への迅速な対応
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重要課題4：
お取引先とともに持続可能なサプライチェーンを追求

社会背景と課題認識

経済のグローバル化やボーダレス化の進展に伴い、企

業の調達活動は世界中に拡大し続けています。こうし

た拡がりは、地球規模での環境問題や貧困・格差、労

働・人権問題など、様々な社会課題にも影響を与えて

います。サプライチェーンの拡大は企業競争力の向上

のみならず、委託者側が調達先の企業倫理に反する行

動への管理責任を問われるなど、大きなリスク要因と

もなり得ます。こうした中、ISOやISO※

などの国際規格の発行を受けて、企業には調達先との

公正な取引を前提に、サプライチェーン全体で責任あ

る調達を着実に推し進めることが国際的に求められて

います。

多種多様な商品を扱うファミリーマートでも、安全・

安心な商品をお客さまにお届けするためには、一層の

多種多様な商品を扱うファミリーマートでも、安全・

安心な商品をお客さまにお届けするためには、一層の

サプライチェーン管理が重要であることを認識してい

ます。また、人権や労働慣行、環境、腐敗防止などに

関して、プラスの影響力を行使するなど、サプライ

チェーンをより高度に管理していくことが、ファミリ

ーマートの社会的責任であると考えています。

※ ISO：組織の社会的責任に関する国際規格。 ※ ISO：組織の社会的責任に関する国際規格。 

ISO：持続可能な調達に関する国際規格。

目指す姿

社会とともに持続的に成長し続けるためには、お取引

先との信頼関係に基づく、強固な体制づくりが不可欠

です。ファミリーマートは、お取引先との公正で透明

な取引を通じて、長期にわたる良好なパートナーシッ

プの確立・維持に努めます。

ファミリーマートは「ファミリーマートは「サステナビリティ基本方針」、

「サステナビリティ調達原則」、「サプライチェーン

・サステナビリティ行動指針」、「ファミリーマート

人権方針」に基づき、お取引先とともに持続可能な社

会の形成に貢献するための取り組みを継続的に高度化

していきます。
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社会背景と課題認識

取り組み

公正・透明な事業活動の推進 安全・安心な商品／サービスへの責任

責任あるサプライチェーンマネジメントの構築 ／ 持続可能な原材料調達の推進

基本的な考え方

小売業が安全で安心な商品をお届けする上では、原材料の調達から生産、物流、販売の各段階において、総合的な視点

に基づいた一元管理が重要です。

ファミリーマートは「サステナビリティ基本方針」に基づき、持続可能な社会の実現に向けてお取引先とともに社会的

責任を果たすための「サステナビリティ調達原則」と「サプライチェーン・サステナビリティ行動指針」を制定してお

り、この中でお取引先との関係や取引の考え方について規定し、公平・公正な取引を通じて良好なパートナーシップの

確立・維持を図っています。

パートナーシップ構築宣言についてはこちら

創出する価値

つくられた商品の多くは毎日の生活に欠かせないものとなっているため、ファミリーマートでは、サプライチェーン

全般にわたる徹底した品質基準のもと、品質管理の専門部署の設置や重大事故発生時の商品回収・販売継続判断のガ

イドラインを策定しています。

万が一その基準から逸脱するものが発生した場合は、店舗での販売を取りやめるなど、お客さまへの影響を最小限に

抑える迅速な対応をするとともに、当該工場にはファミリーマートの品質管理、製造管理の専門部署より再発防止を

指導し、改善の確認をしています。

また、サプライチェーン管理を通じて、お取引先で働く方々の満足度向上にも間接的に関与することで、ファミリーまた、サプライチェーン管理を通じて、お取引先で働く方々の満足度向上にも間接的に関与することで、ファミリー

マートへの信頼をいただいています。
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社会背景と課題認識

推進体制

ファミリーマートでは、製造基盤・品質管理本部の製造基盤整備部が中心となり、オリジナルの商品である中食商品

に関するサプライチェーンマネジメントの構築・改善を目的に、デイリーメーカー（中食商品の製造委託先）の稼働

状況も含めた管理を行っています。

調達段階の管理は、伊藤忠商事のグループ会社であるジャパンフードサプライ（JFS）と連携し、システム上で原材料

の表示やトレース管理を一元的に行い、副原材料まで参照可能な状態を確保しています。
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公正・透明な事業活動の推進

公正で透明な取引の徹底に向けた教育 お取引先との強固なパートナーシップの構築 

企業には、公正かつ自由な競争を通じて付加価値を社会に提供し、適正な利益を創出することが求められています。

とりわけ、サプライヤーとの関係においては、公正な取引の徹底に努めるとともに、取引条件を相互に改善していく

ことが期待されています。

ファミリーマートは、お取引先との公正で透明な取引のため、倫理・法令遵守基本方針を定め、独占禁止法、下請法

をはじめとした競争法の遵守、収賄等を含むあらゆる腐敗行為の禁止、その他関連法令の遵守を徹底してきました。

また、お取引先との双方向のコミュニケーションを通じて、良好なパートナーシップを構築し、ともに発展すること

を目指しています。

基本的な考え方

公正で透明な取引の徹底に向けた教育

調達・購買等の関連部門の社員に対しては、倫理・法令遵守基本方針に基づく定期的なコンプライアンス、法令教育

のほか、サステナビリティ調達などに関する研修を定期的に実施しています。

また、全社員に対して独占禁止法や下請法などの内容をいつでも確認できる「公正取引の手引き」や、お取引先によ

る被接待、贈答に関する贈賄行為を原則として禁じるガイドブックを展開しています。

お取引先との強固なパートナーシップの構築

ファミリーマートの持続的な成長には、お取引先との相互理解と信頼関係をベースとした強固なパートナーシップが

不可欠です。

ファミリーマートでは、コンビニ業界の動向やファミリーマート商品戦略はもとより、SDGsへの貢献に向けた取り組

みについて、お取引先と定期的な情報共有を行っています。
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お取引先ヘルプライン／お取引先アンケート

ファミリーマートで扱う商品の安全・安心、ファミリーマートとの取引に関連した法令等違反や人権、社員の不適切

行為などに関する相談・通報ができる窓口として、「お取引先ヘルプライン」を外部の専門業者に常設しています。

また、お取引先に対するコンプライアンス調査として「お取引先アンケート」を定期的に実施し、取引の場において

法令に反する行為が行われていないかを確認しています。

各ご相談やアンケート回答に対しては、お取引先・関連部門が連携しながら事実確認を行い、是正・改善や予防措置

などの適切な対処をすることで、お取引先との健全で良好なパートナーシップの形成に役立てています。

品質管理責任者会議

安全・安心な商品をお届けするためには、中食製造拠点で働く従業員の方にファミリーマートの品質衛生管理基準を

理解いただき、食の安全・安心に対する高度な共通意識を持つことが不可欠です。ファミリーマートでは、中食製造

委託会社の品質管理責任者向けに会議を年2回開催し、工場監査結果・細菌検査結果から品質衛生管理の取り組み強化

ポイントをフィードバックし、予防的・発見的統制の両面で対策しています。また良好事例やインシデント事例を共

有し、自主管理の向上につなげています。

公正・透明な事業活動の推進
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安全・安心な商品／サービスへの責任

サプライチェーンにおける安全・安心への取り組み 原材料管理 製造・品質管理 

物流管理 店舗管理 

食の安全・安心への関心が高まる中、国内では2018年6月の食品衛生法改正を受け、食品安全の強化や国際化への対応

として、食品等事業者は原則HACCPに則った衛生管理に取り組むことが義務化されました。また、幅広い商品を扱う

事業者の責任として、商品・サービスの内容や取り扱いなどに関する情報をお客さまに適切かつわかりやすく表示・

説明することが求められています。

ファミリーマートでは、ファミマルブランドの立ち上げに際し、商品本部内にブランド戦略グループを立ち上げ、お

客さまに、どの様に商品の特徴を伝えるべきかルールも再整備しました。

また、ファミリーマートでは、安全・安心な商品を提供することを第一に、サプライチェーン全体で品質管理を徹底また、ファミリーマートでは、安全・安心な商品を提供することを第一に、サプライチェーン全体で品質管理を徹底

しています。中食商品については、ファミリーマート独自の品質管理基準を設けており、全工程で品質管理の向上と

トレーサビリティの確保に努めています。また、商品やサービスの情報は関係法令に従い適正に表示することはもと

より、消費者への啓発活動にも取り組み、責任あるマーケティングを実行しています。

今後も、原材料調達先、中食製造委託先、物流委託先とのコミュニケーションを強化しながら、店舗での食品衛生管

理も徹底していきます。

基本的な考え方

サプライチェーンにおける安全・安心への取り組み

ファミリーマートのサプライチェーンにおいては、生物多様性の保全や自然資源の保護、法令や社会規範の遵守、人権

の尊重や、差別の禁止、労働・安全衛生等を求めるサステナビリティ調達原則、およびサプライチェーン・サステナビ

リティ行動指針を制定するとともに、お取引先企業全般への統一方針として運用することで、社会・環境に与える影響

への配慮とリスクの軽減に取り組んでいます。
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原材料管理

原材料の品質管理体制
中食商品に使用する原材料は、審査をクリアできたものを製造委託中食工場に供

給する体制を構築しています。

各中食工場においても、原材料の受け入れ検査を都度実施しています。

なお、原材料工場の点検は、伊藤忠商事株式会社のグループ会社であるジャパン

フードサプライ株式会社が審査を実施し、合格した工場の原材料のみを使用する

こととなっています。

また、商品開発や改良時においても、品質衛生管理基準に基づいた原材料審査、また、商品開発や改良時においても、品質衛生管理基準に基づいた原材料審査、

品質・衛生管理を中心に、廃棄物や排水状況など、約60項目にわたる工場監査を

実施し、基準をクリアできた食材のみを中食製造委託先に供給することとしてい

ます。

加えて、原材料となる野菜の一部に、植物工場で製造している野菜を使用してい

ます。植物工場野菜は、無農薬で有害な菌や虫の混入を防止し、天候にも左右さ

れず安定供給が可能であるため、植物工場からの野菜の調達を推進しています。

サステナビリティ調達原則についてはこちら

サプライチェーン・サステナビリティ行動指針についてはこちら 

安全・安心な商品／サービスへの責任
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製造・品質管理

中食製造拠点での品質衛生管理の徹底
ファミリーマートの中食商品は、75の中食製造拠点（2024年2月末現在）で

つくられています。日本フレッシュフーズ協同組合（NFF）に所属するすべ

ての中食製造委託先では、一般財団法人食品安全マネジメント協会が制定す

るJFS-B規格以上の認証を取得するなど、HACCPに基づく衛生管理体制を構

築しています。その上で、品質管理部が全工場を対象とした工場点検を実施

しています。

工場点検では品質・衛生管理を中心に確認するとともに、外部委託機関によ工場点検では品質・衛生管理を中心に確認するとともに、外部委託機関によ

る監査も年2回実施し、一層の管理強化を図っています。

なお、工場点検で基準不適合や課題が見られた場合は、当該工場に改善を求

め、是正措置を行っています。

そのほか、「良品保証会議」での発売前確認や、店頭に並ぶ商品の抜き打ち

検査を毎週実施しています。

工場点検表

物流管理

物流の安全・安心
物流センターでは、食材や商品ごとに「定温」「チルド」「常温」「冷

凍」の温度帯に分け徹底した温度管理を行っています。

さらに、ファミリーマートの社員や、物流管理会社によるセンター点検

を定期的に実施し、安全管理の徹底および地震などの災害に備えた物流

網の整備・運用管理を行っています。

主な取り組み

物流センター施設の安全管理

3温度帯別の保管・配送の実施（定温・チルド／常温／冷凍）
定温センターでの温度管理

安全・安心な商品／サービスへの責任
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効率のよい配送で常に新鮮な商品をお届け
常に新鮮な商品をお届けするために、弁当やチルド商品は、1日3便の店舗

配送を実施しています。配送車両には、「定温室」と「チルド室」の2つ

を備えた定温車両のほか、冷凍車両、常温車両を使用。品質を保持しなが

ら、スピーディで効率のよい配送を行っています。

「定温室」と「チルド室」2つの温度を変えた部屋
を搭載した2室式車両

店舗管理

ストアスタッフへの教育の徹底
店舗では従来より、おいしく、安全・安心な品質の商品提供を行うべく、

ストアスタッフへの品質管理と食品衛生の指導に取り組み、こまめな手洗

いの実践や什器等の温度管理の徹底など衛生管理・鮮度管理を実施してき

ました。特に中食商品においては、1日4回の販売期限の確認をしていま

す。

また、HACCP義務化に伴う衛生管理に対応するため、店舗では一般社団

法人日本フランチャイズチェーン協会発行の衛生管理計画作成の手引書

（コンビニ向け：簡易な調理編）を活用しています。本手引書に沿って運（コンビニ向け：簡易な調理編）を活用しています。本手引書に沿って運

用することで、コンビニの業界特性に即して効率的で一貫性のある食品安

全への取り組みを実施しています。

主な取り組み

従業員への衛生管理教育の実施

HACCP対応の継続

マニュアル遵守の調理

衛生記録の実施

安全・安心な商品／サービスへの責任
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適切な商品表示の徹底
安全で安心な商品・サービスを提供するために、品質管理と同様に適正な商品表示と販促表示を行うことがマーケテ

ィングには重要です。加工食品の製造者や加工者などに義務づけられる食品表示法をはじめとした関係法令につい

て、ファミリーマートは販売者として徹底して遵守するために、関係部門に対し表示に関する定期的な社内教育

（e-learning）を実施しています。

また、消費者に誤解を招く表示、登録商標・景品表示法等の関係法令に抵触する恐れのある商品表示を防ぐため、商

品開発部門における一次チェックに加え、法務部や品質管理部でも二次確認を行うなど、社内のモニタリング体制を

強化しています。

店舗の販促物においても、誤解や法令に抵触する表示内容を避けるため、店舗の運営マニュアル内に店舗販促物制作店舗の販促物においても、誤解や法令に抵触する表示内容を避けるため、店舗の運営マニュアル内に店舗販促物制作

に関するガイダンスページを設け、ストアスタッフに対する啓発も実施しています。さらに、訪日外国人にも対応す

るため、日本小売業協会の会員として、同協会の定める「小売業の多言語対応の手引き」に則った商品表示も進めて

います。

ファミマル商品における商品表示例

安全・安心な商品／サービスへの責任
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責任あるサプライチェーンマネジメントの構築／ 
持続可能な原材料調達の推進

サプライチェーン監査 持続可能な原材料調達 物流の高度化

調達先のグローバル化を進める中、安全・安心な商品の提供はもとより、温室効果ガスや廃棄物の削減、環境汚染の

防止、生物多様性の保全、人権の尊重や労働慣行、従業員の安全・健康、さらには物流における人手不足への対応な

ど、ファミリーマート事業を支えるサプライチェーン全体を見渡した多方面への配慮が求められています。また、気

候変動に起因すると考えられる自然災害が、年を追うごとに頻発・激甚化する中、有事での事業継続が期待される業

態として、日頃から災害に備え耐えうる持続可能な調達および商品供給網を構築し、レジリエンスを強化することも

求められています。

ファミリーマートは、「サステナビリティ基本方針」に基づき制定した「サステナビリティ調達原則」と「サプライファミリーマートは、「サステナビリティ基本方針」に基づき制定した「サステナビリティ調達原則」と「サプライ

チェーン・サステナビリティ行動指針」、「ファミリーマート人権方針」のもと、サプライチェーンマネジメントを

推進しています。また、農畜水産物仕入先や中食商品、ファミマル（ファミリーマートプライベートブランド）商品

の製造委託先、輸入元などのお取引先と協働し、持続可能な社会の実現に向けてサプライチェーン全体でサステナビ

リティ調達を推進しています。

基本的な考え方

サプライチェーン監査

ファミリーマートではサプライチェーンに対する監査・モニタリングにおいて、品質・衛生管理の視点はもちろん、

「人権」「労働」「環境」などCSR視点の9つの項目についても、定期的に実施しています。

2023年度は中食製造委託先全32社に対してセルフチェック（SAQ ※）を実施し、お取引先自身とファミリーマートで

現状把握を行いました。さらに、より客観的で厳格な判断を行うため、上期5工場、下期15工場の計20工場で、第三

者審査機関の外部監査員によるサプライチェーン監査を実施しました。サプライチェーン監査では、重大な法令違反

や緊急是正措置が必要な事案がないことを確認するとともに、是正措置が必要な事案については取引先とともに改善

に努めています。

また中食原材料メーカーに対してはジャパンフードサプライ株式会社より、アンケート「サステナビリティ調達、人また中食原材料メーカーに対してはジャパンフードサプライ株式会社より、アンケート「サステナビリティ調達、人

権に関するご質問」を全200社に配信し、163社から回答があり、その結果を当社にも共有いただきました。また、

SAQを2社、サプライチェーン監査を2社に対し実施しました。

今後は、SAQ と監査・モニタリングの対象領域を拡大展開していきます。

※国連グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンのサプライチェーン分科会にて作成された、CSR調達セル

フ・アセスメント質問表。人権、労働、環境、公正な企業活動などのサステナビリティに関する項目で構成されてい

ます。

サステナビリティ調達原則についてはこちら

サプライチェーン・サステナビリティ行動指針についてはこちら 
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持続可能な原材料調達

ファミリーマートは、中食商品を中心に多くのオリジナル食品を取り扱っており、主原料となる農作物・畜産物を安

定的に調達する必要があります。ファミリーマートでは、2020年度上期に気候関連のシナリオ分析を実施し、気候変

動に起因する干ばつ・水害による農作物・畜産物の収穫や成育に与える影響を検証しました。従来、調達先を複数の

国・地域に分散するほか、野菜の植物工場での調達を拡大することで、気候・気象の変化に左右されない原材料の供

給体制を整備してきました。

2022年度はウクライナ危機や急激な円安により、様々な原材料が値上がりしましたが、原材料調達構造の改革により2022年度はウクライナ危機や急激な円安により、様々な原材料が値上がりしましたが、原材料調達構造の改革により

商品価格への転嫁を最低限に抑えました。今後も継続して将来へのリスクに備えたサプライチェーンを構築していき

ます。

また、現在、中食製造用の鶏肉の半数以上が動物福祉に配慮したGenesis G.A.P. 認証を取得しています。持続可能な

漁業の推進としての具体的な取り組みの事例では、持続可能な漁業を実現しているアラスカ産の天然シーフードを使

用したおむすび2品を2023年12月に発売し、第2弾で2024年6月には魚総菜2品、日配品3品を発売しました。また、

2024年2月に発売した「だいたい（代替）海鮮丼」に続き2024年6月には「だいたい（代替）海鮮巻」を発売しまし

た。ウニの代わりに、TAC制度※で漁獲量を管理されたスケソウダラのすり身などを使用し、いくらの代わりに大豆た。ウニの代わりに、TAC制度※で漁獲量を管理されたスケソウダラのすり身などを使用し、いくらの代わりに大豆

由来の油脂を使用しています。

これからも動物福祉に留まらず、持続可能なパーム油やコーヒー、水産物、遺伝子組み換え食品に関する国際規範や

消費行動の変化などの外部環境の変化を、持続可能な調達を脅かすリスクとして認識し、対応を進めていきます。

※TAC制度：対象とする魚種の漁獲できる上限の数量を定め、漁獲量がその数量を上回らないように管理する漁業制

度。

責任あるサプライチェーンマネジメントの構築／ 持続可能な原材料調達の推進
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物流の高度化

ファミリーマートでは、魅力的で価値の高い中食商品を提供することを目的に、中食構造改革を推進してきました。

物流面では物流網も含めた物流センターでの作業工程や、AIを活用した配送シミュレーターを自社開発することで配

送ルートを抜本的に見直し、さらに輸配送管理システム（TMS）を活用して物流の高度化を図っています。

物流拠点については、地球温暖化や気候変動が引き起こす様々な事業環境の変化に対応しながら最適化を行っていま物流拠点については、地球温暖化や気候変動が引き起こす様々な事業環境の変化に対応しながら最適化を行っていま

す。例えば、小売業の要である物流網を守るため、台風や水害が発生する可能性を鑑み、物流拠点の検討時にはハザ

ードマップを確認し、浸水リスクの低い土地への建設やリスク回避のための盛り土を行うほか、より堅牢なつくりの

物流拠点の整備に努めています。万一、被災により、物流拠点や中食製造拠点の機能停止や道路網の寸断が発生した

際には、被災していない近隣の物流拠点からの配送へ一時的に切り替えるほか、おむすびや日用品、飲料水などの緊

急時に必要となる可能性の高い商品に絞って優先配送を行うなどの対応を取っています。

また、物流業界が抱える「物流2024年問題※」に対応すべく、荷役時間の削減や運転以外の付帯作業の削減、納品効また、物流業界が抱える「物流2024年問題※」に対応すべく、荷役時間の削減や運転以外の付帯作業の削減、納品効

率の改善などを進めています。

今後も、安定供給はもとより、環境問題や労働安全などの社会課題にも配慮しながら、レジリエントな物流網の構築

と実践に努めていきます。

※「物流2024年問題」は、2024年4月1日から「自動車運転業務における時間外労働時間の上限規制」が適用されるこ

とで物流業界に生じる様々な問題。

VOICE
九州で販売する調理麺や惣菜を製造している当社では、地元住民の方々はも

ちろん、外国籍の方々も多く働いています。また、コンビニエンスストア向

けの商品製造を行うため、工場は昼夜を問わず稼働をしています。

こうした状況を踏まえ、日々の労務管理は商品の品質管理と並ぶ、経営上の

最重要項目であると捉え日々取り組んでいます。

今後も、従業員の皆さんがより一層働きやすい労働環境を整えることで、安

全安心な商品供給に活かして参ります。

株式会社九州エヌエフフーズ
代表取締役社長
竹内 功二さん

責任あるサプライチェーンマネジメントの構築／ 持続可能な原材料調達の推進
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重要課題5：働きがいのある組織風土・人づくり

社会背景と課題認識

人種、肌の色、国籍、言語、宗教、思想、年齢、性別、

性的指向、性自認、性表現、障がいの有無、財産、雇用

形態などを問わず、多様な人財が互いの考え方や価値観

を認め合い、平等に機会が与えられ、一人ひとりが活躍

できる社会の形成が期待されています。一方で小売業界

では、競争環境の激化や消費者の低価格志向の継続、人

手不足、新型コロナウイルス感染症の影響など厳しい経

営環境が続いています。

こうした中、企業には多様な人財が活躍できる職場環境

を整え、より柔軟な働き方が可能となる制度を構築する

ことで、労働参加率を高め、同時に労働生産性を向上さ

せていくことが期待されています。さらには、社員が安

全で健康に働ける職場づくりや、公正な雇用・登用、公

平な評価・処遇を実現するなど、ディーセント・ワーク

を推進することが求められています。

ファミリーマートの強みであるこのダイバーシティ&イファミリーマートの強みであるこのダイバーシティ&イ

ンクルージョン（D&I）をベースに、社員が自由に発想

し、そこから価値をつくり上げる風土を形成することが

何よりも重要と考えています。

目指す姿

変化に適切・迅速に対応するためには、多様な人財

の一人ひとりが自ら進化をし続けることが何よりも

重要です。

ファミリーマートは担い手である「人」を育て、誰ファミリーマートは担い手である「人」を育て、誰

もが活躍できる「組織風土」を創り、安全で働きが

いのある職場づくりを推し進めることこそが、明る

い未来を築き、企業の成長に繋がるものと確信して

います。

多様なちからを活かし当社の価値を最大化すること多様なちからを活かし当社の価値を最大化すること

で、誰からも愛され、地域社会と家族のようにつな

がり、地域社会とともに成長し続けるチェーンを目

指していきます。

取り組み

ダイバーシティ＆インクルージョン 人財育成の取り組み

健康・安全で働きやすい職場環境
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社会背景と課題認識

基本的な考え方

ファミリーマートは、お客さまに寄り添う事業活動を通じて、明るい未来へと貢献できるチェーンを目指しています。

その原動力となるファミリーマートで働くすべての人を最も貴重な財産として、人種、肌の色、国籍、言語、宗教、思

想、年齢、性別、性的指向、性自認、性表現、障がいの有無、財産、雇用形態などの多様性をお互いが尊重し、誰もが

能力を十分に発揮できる組織･風土づくりを進めることが、企業としての成長につながると考えています。

創出する価値

サステナブルな社会を創るためにサプライチェーン全体で基本的人権を尊重すべく「ファミリーマート人権方針」を制

定し、あらゆる人権侵害の予防に努めていきます。また、働きがいのある組織風土づくりのために「ダイバーシティ＆

インクルージョン」を促進させ、多様な人財が活躍し新たなイノベーションを想像する機会を作り続けます。

推進体制

全社のダイバーシティ・人事・育成・健康管理等に関する諸施策は、推進担当部署が部・室・地域を統括する事業所

と連携し、人として企業人としての成長、誰もが活躍できる働きがいのある組織風土作り、心身の健康や安全で働き

やすい環境整備を目標に取り組んでいます。
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ダイバーシティ＆インクルージョン

ダイバーシティミッション ダイバーシティ推進体制

多様性を活かし合う組織風土づくり 真の多様性活躍 両立支援 

ファミリーマートは地域交流の活性化拠点となることを重視し、毎日多くのお客さまを店舗でお迎えしています。地

域ごとに異なる課題と向き合い、お客さまの多様なニーズに応えていくためには、多様なストアスタッフと、その店

舗を支える多様な社員一人ひとりが活躍すること、その多様性を活かし合い解決策を見つけていくことが不可欠と考

え、ダイバーシティ推進を重要な経営戦略と位置付けて取り組んでいます。

基本的な考え方

ダイバーシティミッション

「like Family」には、「違いを当たり前に受け入れて意識もせず、そして困っている時には手を差し伸べてみんなで支

え合う、そんな“家族”のようでありたい」という思いが込められています。

ファミリーマートで働く一人ひとりが、活き活きとかがやいて、自分らしく働くことができ、いつまでも働きたいと思

える企業となること。そしてそこから新しい価値を生み出し、お客さまから支持され続けるファミリーマートを私たち

は目指しています。
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ダイバーシティ推進体制

ダイバーシティを重要な経営戦略として確実に推進するために、経営陣で構成し、社長が委員長を務める「ダイバーシ

ティ推進委員会※」のもと戦略的に取り組んでいます。

全社員が多様性を認め合い、当事者意識を持って行動していくために、「トップコミットメント」「正しいリーダー」

「ボトムアップ」の3点を軸に活動を展開しています。

※ダイバーシティ推進委員会：社長が委員長、経営陣でメンバー構成される委員会。企業価値向上のために多様性を活

かした組織風土の実現に向けたKPIを設定し、KPIマネジメントを実施しています。

多様性を活かし合う組織風土づくり

情報化社会の進展・人々の思考・ライフスタイルの変化など、働き方の多様化が一段と加速する中で対応していくた

めには、周りの環境や状況の変化に応じた改善策を見出し、自分を変え、周りを変えられる人・組織の実現が不可欠

です。

同時に「ここにいていい」「自由に発言していい」という安心・安全な場づくりは、多様性を活かし合うための組織

風土の必須条件です。新しい価値創出のために、変化に対応し、アイデアを出し合い、失敗から学ぶ風土を醸成して

いきます。

ダイバーシティ＆インクルージョン
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ダイバーシティ・
マネジメント研修

ダイバーシティ推進の重要性を理解し、価値創出できる

組織にしていくために、2017年より経営層を含めた管

理職以上を対象に、段階的に研修しています。これに加

え、アンコンシャス・バイアス、ハラスメントなどテー

マを特定した研修も行い、ダイバーシティ&インクルー

ジョンをベースにとした組織風土が形成されるよう努め

ています。

イクボス
会社の風土を変えていく一番の原動力は、部門長やチー

ムリーダーの意識です。リーダー自らが自身と仲間のワ

ーク・ライフ・バランスを重視し、率先してメリハリの

ある働き方をする必要があるという思いからイクボス企

業同盟に加盟し、イクボス宣言を行いました。

また、部下の多様な働き方をサポートし、多様なちから

を活かすことができる上司を育成する研修を実施していを活かすことができる上司を育成する研修を実施してい

ます。

注1）イクボス:部下のワーク・ライフ・バランスを考え、

そのキャリアと人生を応援しながら組織の業績・結果も

出しつつ自らも仕事と私生活を楽しむことができる経営

者・管理職のこと。

注2）イクボス企業同盟:「イクボス」の必要性を認識し、注2）イクボス企業同盟:「イクボス」の必要性を認識し、

積極的に自社の意識改革を行って新しい時代の理想の上

司を育てていこうとする企業のネットワーク。

ダイバーシティ地区委員会
(2018年3月～)

「全員の力で成果を残し続けるチームになる」ことを目

的として、一人ひとりの多様性を活かし新たな価値創造

に挑む地区委員会を全部門で立ち上げています。各部門

のトップが委員長となり、基本理念に基づいた活動をし

ています。

アワード(2018年～）
主に地区委員会活動から「多様性を活かし」「新たな価

値を生み」「成果を残した」取り組みを公募するアワー

ドを年に1回開催しています。自らの活動の成果を発表

し称賛し合う場、ナレッジ共有の場、1年間の集大成と

しての役割も果たしています。

2023年度は、リアルとオンラインのハイブリットで開催2023年度は、リアルとオンラインのハイブリットで開催

し、最終審査に残ったチームがプレゼン動画を作成、全

社員の投票で最優秀賞を決定し、その取り組みを称えて

います。

Feel the Diversity Program（ 年～）
組織を超えた緩やかなつながりを通じて、多様な力を活かし合い、ダイバーシティを「体感、実感」してもらう場と

して開催しています。議論する風土醸成、知的コンバット、イノベーションへつなげることを目指しています。

ダイバーシティ＆インクルージョン
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真の多様性活躍

主に取り組んできた「女性活躍推進」に加え、「LGBTQ」「障がい者活躍」「外国籍」へも取り組みの領域を広げ

「真の多様性活躍」として、多様性の先にある「インクルージョン」についても考えていきます。 

女性活躍推進

ファミリーマートは、「地域に寄り添い、お客さま一人ひとりに、家族のように」多様なお客さまに愛していただけ

るコンビニエンスストアを目指しています。そのためには女性社員の力が重要であり、女性活躍推進は最重要課題と

して、男女問わない働き方改革やアンコンシャス・バイアスのコントロールを中心とした風土醸成など、女性社員の

能力発揮のための環境づくりを行っています。

数値はこちら（データ集へ）

女性活躍に関する目標と主な取り組み

目標

ファミリーマートは女性活躍推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定し、2026 年 2 月末までの目標を設定してい

ます。

女性管理職比率：10％

離職率における男女差：0.5％以内

一般事業主行動計画の詳細 

主な取り組み

女性育成研修プラン
管理職候補の女性社員を対象に外部開催の異業種合同研修への派遣を実施 

FamilyMart Women Project（FMWP）
女性活躍推進のための女性社員による「自分たち自身の成長と変革」「ネットワーキング」「会社の成長と変革」

を目的としたボトムアップ活動

自分らしいキャリア（ロールモデル紹介）
活躍する女性社員の働き方を社内に紹介し、身近なロールモデルとしてキャリアプランの具体的イメージにつなげ活躍する女性社員の働き方を社内に紹介し、身近なロールモデルとしてキャリアプランの具体的イメージにつなげ

る

ダイバーシティ＆インクルージョン
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LGBTQに関する取り組み
社員一人ひとりの多様性をより理解、受容していくためにLGBTQの取り組みを行っています。「正しい知識と理解醸

成」「安全・安心な場作り」の2つの軸で取り組んでいます。

2024年6月には、同月のPRIDE月間と合わせて、LGBTQの理解者・支援者であるALLYの輪を広げることを目的に、

「レインボーアクション」を社内展開し、約1,500人がALLYを表明しました。ALLYの輪が広がることで、職場の心理

的安全性を高め、気兼ねなく発言できる風土の醸成を目指しています。

LGBTQに関する詳しい取り組みはこちら

LGBTQ活動のシンボルマーク

「ファミリーマートから、ALLYの輪が、太陽の光のようにどこま

でも広がっていくように」との思いを込めました。

正しい知識と理解醸成

LGBTQ について知ることは、社員一人ひとりが多様であることを知るひとつです。まずは「LGBTQ を正しく知る」こ

とから始めています。

基礎知識動画、ハンドブックを全社員に配信

全社員向けニュースの配信

LGBTQセミナーの開催

ダイバーシティ＆インクルージョン
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安心・安全な場作り

LGBTQなど性的マイノリティへの理解や支援の意思を表明するALLYを増やす取り組みを進めます。誰もが自分らしく

いられる職場の実現、加盟店・お客さまへできることは何かを、一人ひとりが考え、行動し、実現していきます。

ALLY（アライ）活動

ALLYを表明した社員へステッカーを配布し、ALLYを

見える化しています。また、社員が自主的に参加する

ALLYコミュニティも運営しています。

ALLYの輪が広がることで、組織の心理的安全性が高ま

り、気兼ねなく発言できる風土を醸成していきます。

同性パートナーシップ人事制度導入

同性パートナーにおいても、法律上の配偶者と同様の社内制度や福利厚生が適用されるよう人事制度に導入していま

す。必要な届け出を行った従業員は、同性パートナーおよび同性パートナーのこどもや両親等を対象とした慶弔休暇

や育児介護休暇、各種諸手当などの社内制度の適用を受けることができます。

LGBTQ相談窓口を設置（社員が利用できる外部への相談窓口）

フランチャイズ加盟要件の拡充

2023年3月より、事実婚・同性パートナーの方もすべての契約形態において、加盟ができるようになりました。

「Business for Marriage Equality（BME）」への賛同を表明

2023年7月、日本における婚姻の平等（同性結婚の法制化）を求める

キャンペーン「Business for Marriage Equality」に賛同しました。

「BME」のホームページはこちら  

ダイバーシティ＆インクルージョン
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店舗の取り組み

LGBTQの理解者・支援者であるALLY（アライ）の輪を

広げること、すべての人が自分らしく活躍できる社会

を目指すことへの応援として、2021年より看板商品

「ファミチキ」をイメージしたホットスナック袋を、

性の多様性やLGBTQ等を意味するレインボーカラー

（6色）に変更し、数量限定で展開しています。

2024年度は、「レインボーファミチキ袋」と合わせて2024年度は、「レインボーファミチキ袋」と合わせて

「今治タオルハンカチ レインボー」「ショートソック

ス レインボー」を全国のファミリーマートで発売しま

した。これらの売上の一部は、認定特定非営利活動法

人ReBitへ寄付し、教育現場や学生・こどもたちのため

に、LGBTQをはじめ多様性について考える授業や研修

に活用されています。また、ファミリーマートが行う

「ありのままの自分プロジェクト」とも協働していま

す。

「ReBit」のホームページはこちら

リリースはこちら 

ダイバーシティ＆インクルージョン
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LGBTQへの取り組み評価指標「PRIDE 指標」

「PRIDE指標2023」にて、最高評価の「ゴールド」を4年連続受賞しまし

た。

「work with Pride」のホームページ 

注）PRIDE指標は、LGBTQにとって働きやすい職場づくりの実現を目的

に、任意団体「work with Pride」が2016年に策定した、日本で初めてと

なる職場におけるLGBTなどの性的マイノリティに関する取り組みの評価

指標です。

PRIDE指標2022ゴールド認定マーク

愛知県岡崎市と締結する「包括連携協定」に基づき、地域密着の取り組

みの一環として、2021年3月から、岡崎市が開設した「LGBT電話相談」

の案内カードを岡崎市内の店舗に設置しています。その取り組みが評価

され、2021年度の「ベストプラクティス」に選定されました。

岡崎市LGBT電話相談の案内カード

ダイバーシティ＆インクルージョン
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障がい者の活躍
障がいのある社員が活き活きと働くことができるよう、店舗、本社、営業所、農場など職域の拡大を図っています。ま

た、適性を考慮した配置を行い、評価制度によりステップアップが可能となっています。必要であれば支援機関との連

携強化を進め、個性を活かし活躍できる職場を創出しています。

障がい者雇用率は3.19%（2024年6月1日時点）となっており、今後も雇用を積極的に行うとともに、多様性を活かし

あう組織風土作りを推進していきます。

障がい者の活躍の場

店舗

品出しや清掃からスタートし、能力に応じて様々な店舗業務で活躍しています。

業務サポートセンター

各部署から切り出された定例業務を個々の障がい特性に合わせて担っています。障がいのある社員の活躍の場を広

げ、スキルアップを図るとともに各部署は業務効率化につながるメリットを生み出しています。

本社

経験や能力に応じた配置を行い、様々な部門で活躍しています。

全国の事務所や営業所

全国の事務所や営業所でも障がいのある社員が活躍しています。障がいの有無にかかわらず、仲間を思いやる職場

環境の醸成につながっています。

農場

千葉県流山市にある農場では障がいのあるスタッフが有機野菜の栽培を行っています。収穫した野菜は近隣の16店

舗にて販売されています。

社員体験型研修

農場体験

2022年度より新入社員全員が農場にて体験型研修を実施

障がいのある社員と一緒に野菜の収穫、出荷作業を行い、販売店舗の売場を見学

することで、多様性の理解や地域密着の取り組みを体験しています。

障がいへの理解を深める会

農場で働く障がいのある社員が社内で野菜の対面販売を行い、交流する機会を設

けたり、手話体験、感覚過敏体験、白杖を用いた点字ブロック歩行体験など、様

々な体験を通して社員の「障がい理解」を推進しています。また、店舗でも障が

いのあるお客さまの目線で困りごとを知り、お買い物サポートへと繋げる機会を

設けています。

障がい理解体験会の様子
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東京都「心のバリアフリー」好事例企業に認定

東京都が企業などと連携し、心のバリアフリーに対する社会的気運の醸成

を図るため実施しているのが「心のバリアフリーサポート企業」連携事業

です。この事業において、ファミリーマートは先進性、独自性、波及効果

等の観点から特に優れた取り組みを行っている企業として、令和四年度

「心のバリアフリー好事例企業」に認定されました。

東京都「心のバリアフリー」のホームページはこちら 

東京都「心のバリアフリー」好事例
企業　マーク

シニアの活躍
ファミリーマートの持続的な成長の実現に向け、新たな人財を採用し、専門性の高い人財育成に取り組む一方で、既に

高い専門性やスキルを有し、実績を上げてきたシニア人財の活性化にも積極的に取り組んでいます。

再雇用制度の刷新
2021年度に再雇用制度を大幅に見直し、シニア社員に求める役割と処遇をより細分化して再定義しました。

これにより、それぞれのスキルや能力、パフォーマンスに合わせた処遇とすることで、モチベーションアップと活

躍の場の拡大を図りました。

その結果、2024年3月現在、152人のシニア社員（男性127人、女性25人）が定年後も勤務を継続して活躍していま

す。

マイスター制度
より専門性の高いハイパフォーマーなシニア人財を「マイスター社員」として処遇し、積極的に後進の育成やノウハウ

の伝授に関わる機会を設けることで、シニア社員本人のモチベーションアップと若手社員の育成との相乗効果を図る、

「マイスター制度」を運用しています。

賃料交渉や法人部門営業、品質管理部門などの各部門において高いスキルを有しているシニア社員23名がマイスター

に任命され、各部門で活躍しています。

両立支援

誰もがライフステージの変化にかかわらず能力を発揮し、働き続けられる組織・風土づくりを進めるため、様々な支

援を行っています。

ダイバーシティ＆インクルージョン
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内容主な制度

多様な
働き方
支援

介護支援

育児支援

妊娠時短勤務 妊娠12週から時短勤務可能

配偶者出産休暇 こどもの出生時に取得できる有給の特別休暇

育児休職 こどもが4歳になるまで取得可能

育児勤務（時短勤務）

こどもが中学校3年生まで時短勤務可能（管理
職や営業職など、職位や職務内容問わず利用
可能）

育児シフト勤務 始業時間を30分単位で、最長前後1時間まで繰
下げ、繰上げが可能

すくすくサポート
こどもが1歳児までに復職した場合の保険料の
補助

すくサポプラス
こどもが1歳児までに復職した場合で保育園に
入園できなかった場合のベビーシッター費用
等の補助

子の看護休暇
就学前のこどもの病気看病時に取得可能な有
給休暇。半日単位でも取得可能

すくすく休暇
こどもが小学校1年生まで毎年取得できる、5
日間の有給育児休暇

社有車による保育園所への送迎

営業職など社有車通勤をしている社員は、就
学前のこどもを社有車で保育所等へ送迎する
ことが可能

介護休職 通算で365日まで、3回分割取得も可能

介護勤務（時短勤務）
介護が必要な間は、期間の定めなく時短勤務
が可能

介護シフト勤務
始業時間を30分単位で、最長前後1時間まで繰
下げ、繰上可能

介護休暇
年に5日まで、半日単位でも取得可能※1日に
つき0.5日分の給与控除あり

転居配慮制度

育児・介護による時短勤務の社員は、転居を
伴う異動が免除される。また、育児による時
短勤務終了後も、中学3年生までのこどもがい
る社員はその対象とする

ジョブリターン
介護・育児・結婚・配偶者の転勤の理由で退
職した社員の再入社制度

その他
・不妊治療・同性パートナーシップ等人事制度
導入 　　
・卵子凍結保管受託サービス（福利厚生制度）
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次世代育成支援対策推進法に基づく目標と主な取り組み

目標

ファミリーマートは次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定し、2029 年 2 月末までの目標を

設定しています。

男性社員の育児への積極参加を促進するための情報提供の実施

女性社員のキャリア形成の支援のため研修及び情報提供の実施

年次有給休暇の平均取得日数を12日以上を維持する

一般事業主行動計画の詳細 

育児支援
産休・育休を取得する社員やこどもが生まれた社員が上司との面談サポートや、育児休職から復帰する前の復職時研

修など、切れ目のない支援を行なっています。

また、男性が育児に参加することは、本人のワーク・ライフ・バランスの充実や会社全体の働き方改革にとって重要

であると考え、男性でも取得しやすい育児休暇制度を整え、育児参加促進に取り組んでいます。

育児支援に関する数値はこちら（データ集へ）

ダイバーシティ＆インクルージョン
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ライフ&キャリアデザインカレッジ(復職時研修)

性別に関わらず、育児休職から復職する社員とそのパートナーを対象に、「ライフ＆キャリアデザインカレッジ」を実

施しています。専門講師による「復職後に育児と仕事を両立するための心構え」を学び、また復職した経験を持つ先輩

社員とのディスカッションを通じて、より具体的なイメージをもって意欲的に復職の準備を進められるようにしていま

す。

2021年度よりオンラインにて開催しています。

男性の育児参加支援

男性の育児参加を支援する制度としては配偶者出産休暇とすくすく休暇があります。

すくすく休暇は、小学校1年生までのこどもがいる社員が、毎年取得できる5日間の特別有給休暇です。卒園式や入学

式の際にも利用可能で、利用した男性社員のご家族からも喜びの声が寄せられています。2020年度からは、対象であ

るすべての社員の取得促進に向けて取り組みを開始しています。このような取り組みを通じて、積極的に育児休職を取

得する男性社員も増えています。

男性の育児参加支援に関する数値はこちら（データ集へ）

介護支援

少子高齢化が進む中、介護に直面しても仕事と両立していけるように、期間の

定めがない時短勤務制度の導入などの拡充を行っています。

また、実際の介護者の声や制度を分かりやすくまとめたハンドブックを全社員

に配布して、いざ介護に直面しても困らないように、前もって意識を持っても

らえるようにしています。

ガイドブック
（ファミリーマートユニオン発行）
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D&I Award 大賞（大企業部門）受賞

ダイバーシティ&インクルージョンに取り組む企業を認定・表彰する日本

最大のアワード「D&IAward」において、2021年度より3年連続最高位の

「ベストワークプレイス」に認定されています。また、2022年度は、認

定企業の中でも、ダイバーシティスコアの点数が高く、ロールモデルとな

るような取組みをする企業に贈られる「D&I Award 大賞（大企業部門）」

を受賞しています。

受賞理由

<2022年度 D&Iアワード大賞（大企業部門）受賞理由>

企業規模が大きいからこそD&I浸透は難しいが、子どもが生まれた企業規模が大きいからこそD&I浸透は難しいが、子どもが生まれた

社員と上司が話し合う機会を作る面談シートの作成と社内制度の

周知、社内アワードの実施、各部門・地域のSDGsリーダー選出、

全社的なプログラムの開催などで、全国の社員を巻き込む。障害

のある社員の活躍にも積極的だ。コンビニエンスストアという誰

もが利用できる場所でD&Iを推進していることは、社会的インパク

トが大きい。

（D&I Award運営事務局）（D&I Award運営事務局）

「D&IAward」は、株式会社JobRainbowが主催するダイバーシティ&イ

ンクルージョンに取り組む企業を認定するアワードです。(2021年度初開

催)「ジェンダー」「育児/介護」「障がい」「多文化共生」「LGBT」の5

つの要素から構成される「ダイバーシティスコア」を指標として、取り組

み状況に応じて認定が授与されます。

「JobRainbow」のホームページ 
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人財育成の取り組み

ファミリーマートが目指す人財戦略の全体像 人財の採用 人財の育成

高度専門人財（SP職）について 適正配置・定期的なローテーション

評価・処遇について 

企業が競争力を維持・強化し持続的な成長を実現するためには、社員の能力を高め、最大限に引き出すための計画的

な育成プログラムの構築や、社員のキャリア開発支援に戦略的に取り組むことがこれまで以上に重要となっています。

また、社会や消費者ニーズの多様化をはじめ、業態の垣根を超えた競争環境の激化が進むコンビニエンスストア業界

では、店舗や物流における人手不足は深刻化しており、優秀な人財の確保や離職予防の取り組みも企業の競争力を左

右する重要な課題となっています。

ファミリーマートでは、人財の採用→育成→配置・異動→評価・処遇という人財マネジメントサイクルに沿って、多

様な能力・専門性をもった人財が活躍し成長し続けることのできる制度や仕組みづくりを、持続的な成長を支える人様な能力・専門性をもった人財が活躍し成長し続けることのできる制度や仕組みづくりを、持続的な成長を支える人

財戦略と位置付けて進めています。

なかでも「人財の育成」については、自発的に学べる教育プログラムの充実を図り、意欲ある人財を伸ばす人づくり

に取り組むことで、イノベーションや新たな価値創造を牽引することのできる人財の育成を実現します。

基本的な考え方

ファミリーマートが目指す人財戦略の全体像
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人財の採用

ファミリーマートは、大学生および大学院生を対象とした新卒採用活動を毎年実施しています。その活動では、新卒学

生のキャリア教育を目的に、スーパーバイザーをはじめとする様々な職場体験や、社員との座談会などのワークショッ

プを実施しています。ワークショップでは、各職種の業務に即して、課題解決や提案などグループワークの機会を提供

しており、参加した学生からは、コンビニエンスストア業界の事情や業務に関する理解が深まったなど、好意的な意見

や評価を数多く頂戴しています。2024年度は、合計108名（男性66名、女性42名）の新卒者を採用しました。

なお入社後は、業務スキルやノウハウを段階的に習得できるファミリーマート独自の基礎教育カリキュラムをもって、なお入社後は、業務スキルやノウハウを段階的に習得できるファミリーマート独自の基礎教育カリキュラムをもって、

当社で活躍できる人財を目指した育成支援を行っています。２４年度からは、これまで２年３か月であった基礎教育期

間を標準１年間に短縮し、早期に活躍できる仕組みを構築しています。

人財育成の取り組み
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人財の育成

ファミリーマートでは、人財開発を強化するため、2019年度に組織改編をして人財開発部を創設し、教育体制を整備

して独自の教育体系を構築し、社員の自律的なキャリア形成を支援しています。

具体的には、階層年代別の教育プログラムや、選抜された社員に施す次世代リーダー育成プログラムなどの全社研修に

加え、部門ごとに必要な知識・スキル、専門性を身につけるための部門別・職種別研修を整備し、OJTとOff-JTを効果

的に組み合わせることで計画的な人財の育成を進めています。

また、学習意欲の高い社員に向け、会社が受講費用の一部を負担するリスキリング支援制度を設け、自発的学習も支援また、学習意欲の高い社員に向け、会社が受講費用の一部を負担するリスキリング支援制度を設け、自発的学習も支援

しています。近年の小売業界の競争激化や社会・消費者のニーズの多様化を踏まえ、主体性と思考力を持つ「自律型人

財」の育成を行っています。

人財育成の取り組み
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キャリアカウンセリング室の創設
2024年度からは、社内のキャリア自律を支援するために、新たにキャリアカウンセリング室を設置しました。

これまで各年代向けに行われてきたキャリアプログラムに加えて、随時誰でも参加できるキャリアカウンセリングのサ

ービスを提供しています。

キャリアコンサルタントの国家資格を持つ社内の担当者が一人ひとりに合わせたサポートを行うことで、研修だけで終

わらず、個々のキャリア自律をより具体的にサポートすることが可能になりました。

人財育成の取り組み
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DX人財育成プログラムの強化
2023年度より開始したIT・デジタル人財の育成プログラムを、2024年度に強化再整備を実施しています。経済産業省

の「デジタルスキル標準」に準拠し、全社員を対象とした基礎のDXリテラシー教育に始まり、ビジネスアーキテクト

（社内業務の高度化）・データ活用人財・システム開発推進人財の育成体系を構築、レベルに併せた選抜研修を実施し

ております。

人財育成の取り組み
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FM 未来リーダープログラム
ファミリーマート(FM)の将来を担う次世代経営人財の育成を目的として、「FM未

来リーダープログラム」を実施しています。

外部講師や経営者からの直接指導や経営課題について検討するグループワークなど外部講師や経営者からの直接指導や経営課題について検討するグループワークなど

を通じ、より広い視野を持つ人財の育成を目指すとともにリーダーとして活躍する

ために、自己のあり方を発見し揺るがない自らの軸を見出すことを目的とした、屋

外でのワークショップ等での内省、自己探求などを行っています。また、2022年度

からは、チェンジリーダーに必要な未来志向の発想力・着眼点を得る事を目的とし

て、海外視察も実施しています。

研修の最後には、経営層に対して、ファミリーマートの経営課題、自部門の変革プ研修の最後には、経営層に対して、ファミリーマートの経営課題、自部門の変革プ

ラン、リーダーシップ宣言を発表し、経営層とのダイアローグを行っています。

屋外でのワークショップ

細見社長とのダイアローグ 海外視察（シンガポール）でのフィールドワー
クの様子

変革プラン発表後の細見社長との集合写真

スーパーバイザー職の教育体系
ファミリーマートでは、スーパーバイザー業務を習得する期間としてスーパーバイザートレーニー期間を設け、スー

パーバイザーとして活躍できる教育体制を整備しています。スーパーバイザーには全社研修に加えて、専門性を高め

る研修・検定を通じて、人財育成を行っています。

注)他職種についても専門人財育成に向けた教育体系を整備

人財育成の取り組み
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高度専門人財（SP職）について

厳しい市場環境の中で持続的に成長していくためには、ビジネスが多角化・複雑化する中で新たな価値を創造するこ

とができる市場価値の高い専門人財を確保し活用していくことが不可欠です。

ファミリーマートでは、これらの高度専門職人財を適切に評価・処遇をするための制度を整備し、2020年度より運用

しています。2023年度末現在のSP職の人数は、男性31名、女性3名となっています。

本制度により、当社の事業推進に欠かせない専門人財を適切に処遇し、採用競争力の向上・引き留め、およびパフォ

ーマンスの最大化を実現していきます。 

SP職制度
当社の事業推進に必要な高い専門知識

・技能を持ち、その知識・技能に磨き

をかけ当該分野でキャリアを積んでい

くことで、組織の専門機能向上と全社

業績に貢献できる人財を確保・活用す

るための制度です。

処遇について
一般の社員とは評価・報酬の軸を別で

設定しています。

適用職務ごとに職務記述書（ジョブ

ディスクリプション）を作成し、それ

に基づいた業務遂行状況を判定し、処

遇に反映しています。

職務例
・データサイエンティスト

・リサーチャー

・クラウドエンジニア

・サイバーセキュリティ

・リーガルスペシャリスト

等

適正配置・定期的なローテーション

ファミリーマートでは、スーパーバイザーとして経験を積み重ねて管理職へと進むケースや、それぞれの部門におい

てスペシャリスト・管理職へ進むケースなど、定期的なローテーションと複線型のキャリアコース選択による多様な

キャリアパス・職務経験の付与が可能です。なお、異動に関しては、本人の希望や適性、会社の状況などを総合的に

判断し、会社の決定による適正配置を実施しています。

また、通常の社内公募制度に加え、優秀な社員の異動希望を優先的に叶えていくファミリーマート独自のキャリアポ

イント制度や自己申告制度を設け、社員の自律的なキャリア形成を積極的に支援しています。 

人財育成の取り組み
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自己申告制度

本制度は、自分自身の中長期的なキャ

リアビジョンを上司との面談の中で、

自発的に意思表示する制度です。

キャリアビジョン実現に向けて必要なキャリアビジョン実現に向けて必要な

現状課題や必要な知識・行動を把握し

自己成長につなげるだけでなく、現状

の悩みなどについて上司との共通認識

を持つ大切な機会にもなっています。

フォワード
セッション

本制度は、「組織成果の最大化」「人

財育成への活用」を目的として目標管

理を行っていくために、上司が部下と

定期的に未来志向で話し合う場を持つ

制度です。

目標達成の確度を高め、成果に結び付目標達成の確度を高め、成果に結び付

けると同時に、社員に気づきを与え成

長を促すことを狙いとしています。

キャリアポイント
制度

本制度は、定期異動において、優績な

社員の希望をできるかぎり叶えるため

に制定された制度です。

人事評価をポイント化し、一定以上の人事評価をポイント化し、一定以上の

ポイントを取得している社員は、自己

申告の際に異動希望を提出することが

できます。異動希望先の部門責任者の

選考などを経て採否が決まり、異動希

望が採用されると人事異動に反映され

ます。

評価・処遇について

ファミリーマートでは、持続的な成長を実現するために必要な「改革を志し、変化に果敢に挑戦し、スピードを持って

具体的に行動する人財」を求めています。

評価の対象となる業績は、社員が各自のミッションに基づいて具体的に行動した結果であり、『改革・挑戦』といった

行動が企業の持続的な成長につながっていくと考えます。

したがって、ファミリーマートでは結果のみを評価するのではなく、社員各自のミッションを具体的な行動として表現

した行動指標(コンピテンシー)と、その行動の結果である業績指標を分け、それぞれ「行動評価」「業績評価」として

評価を行い処遇へ反映させることにより、メリハリがありかつ納得性の高い評価と処遇の実現を目指しています。

行動評価
業務におけるチャレンジ自体を評価し、失敗を許容し挑

戦を促す企業カルチャーを醸成するため、業務上の課題

遂行や対人対応等に加え、「挑戦」や「変化対応」等も

評価項目になっています。

また管理職の評価では、部下の指導・育成や、やる気を

引き出し成長を支援することなどを重視します。

業績評価
経営計画に合わせた中期スパンでの達成を目指すチャレ

ンジングな目標とするため、評価期間を1年間としてい

ます。

また、メリハリある処遇を実現するため、各人の成果を

きめ細かく賞与へ反映する仕組みとしています。

人財育成の取り組み

247



ファミリーマートの福利厚生

「FAMIMA LIFE PLUS (WEL BOX)」

ファミリーマートでは、社員共済会を通じて、社員が安心して働ける環境の整備

のため、病気や育児、介護、被災などで支援が必要な社員への精神的、経済的サ

ポートを行っています。

社員共済会員専用のポータルサイト「FAMIMA LIFE PLUS (WELBOX)」では、職

場のコミュニケーションの活性化や、プライベートの充実のため、職場のメンバ

ーや家族とも利用できる福利厚生メニューも提供しています。

休日・休暇

年間休日120日

年次有給休暇

永年勤続リフレッシュ休暇

すくすく休暇

配偶者出産休暇

保険

健康保険・介護保険

厚生年金保険

雇用保険

労災保険

社員共済保険

福利厚生

退職金

確定拠出企業年金

ファミリーマート共済会

ファミリーマート従業員持株会

伊藤忠グループ関連優待

人財育成の取り組み
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健康・安全で働きやすい職場環境

ファミリーマートの健康経営 

社員の安全や健康の確保は、企業が果たすべき最優先事項の一つです。企業には経営トップの率先垂範のもと、労働

安全衛生対策を計画的に推進することで、労働災害の防止や健康の維持・増進を図り、安全で健康、快適な職場環境

づくりを実現することが期待されています。

ファミリーマートでは、経営トップが主導し健康管理体制を整備し、「ファミリーマート健康憲章」に基づく健康経

営を推進しています。また、お客さまや加盟店、お取引先をはじめとしたすべてのステークホルダーの健康と幸せな

未来に貢献するための取り組みも行っています。

基本的な考え方

ファミリーマートの健康経営

ファミリーマートは、社員とファミリーマートに関わるすべての人の健康は、私たちが目指す未来の実現の礎であると

考え、以下の通り「健康憲章」を制定するとともに、その推進体制を整え、健康経営に注力します。
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社員とファミリーマートに関わるみんなの健康は、私たちが目指す未来の実現の礎で

あると考え、以下の通り「健康憲章」を制定します。

 

１．社員が健康に働ける職場環境づくり

社員がこころとからだの健康を満たし、楽しく元気に仕事にチャレンジできる環境を

整えます。

 ２．社員の自発的な健康行動

社員一人ひとりは、自身の健康に向き合い、長く豊かな人生を送るため、自発的な健社員一人ひとりは、自身の健康に向き合い、長く豊かな人生を送るため、自発的な健

康行動を取ります。

 ３．ファミリーマートに関わるみんなの健康への貢献

ファミリーマートは、自らの健康増進に取り組むとともに、こころやからだの健康に

資する商品がサービスを提供することで、加盟店、お客さま、ファミリーマートに関

わるみんなの健康と幸せな未来に貢献します。

健康憲章の制定日：2019年10月

株式会社ファミリーマート　代表取締役社長株式会社ファミリーマート　代表取締役社長

健康憲章

健康・安全で働きやすい職場環境
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認定・表彰

認定ロゴマーク

※2022年以降、2年連続認定

スポーツ庁では、従業員の健康増進のためにスポーツの実施に向けた積極的な

取り組みを行っている企業を「スポーツエールカンパニー」として認定してい

ます。また東京都では、従業員のスポーツ促進やスポーツ支援に取り組む企業

などを「東京都スポーツ推進企業」として認定しており、ファミリーマートは

それぞれ２年連続で認定されています。

これからも従業員の健康増進のため、社員に対し、15年以上続く全社ウォーキこれからも従業員の健康増進のため、社員に対し、15年以上続く全社ウォーキ

ングイベントなどの運動機会の提供をはじめ、オンライン運動セミナー、職場

コミュニケーション企画、健康経営オフィス等、様々な取り組みを積極的に行

い、企業価値向上に努めていきます。

「スポーツエールカンパニー」「東京都スポーツ推進企業」

健康管理体制

CWO（Chief Wellness Officer)である社長の下、健康管理室（産業医・保健師）、人事部、労働組合、健康保健組合が

情報を密に連携し、社員の健康増進に取り組んでいます。

各事業所別に毎月安全衛生委員会を開催し、全社課題を地区で共有する中で地区ごとの課題や状況に応じた施策を検

討すると同時に、中央安全衛生委員会を通じて地区からの意見を全社にもフィードバックできる体制を整備していま

す。

また、ファミリーマートでは労働安全衛生マネジメントシステムを導入しています。今後も各地区による自主的な安

全衛生活動を促進し、労災防止・社員の健康増進、安全衛生の水準向上が図れるよう取り組みます。

健康・安全で働きやすい職場環境
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産業医7名（常勤1名、非常勤6名）常勤保健師3名

（１）産業医、保健師

毎月、本社と全国の拠点事務所の合計18か所で安全衛生委員会を開催しています。法対応の枠組みにとらわれず、50

人未満の拠点事務所も毎月安全衛生委員会を開催し、メンバーの勤務時間、有給休暇の取得状況や全国で起こった労

災、社有車事故などを確認しているほか、健康増進策などの意見交換を行っています。また、産業医講話を実施し、

ヘルスリテラシーの向上や安全衛生レベルの向上に尽力しています。

（２）各地区の衛生委員会の体制

「ファミリーマート安全衛生方針」を定め、「安全衛生マネジメントシステム」により目標・具体的な行動計画を立

て、また衛生委員会での討議を行うなど、社員が安全で安心して働くことのできる職場環境となるよう継続して取り

組んでいます。

（３）労働安全方針・労働安全衛生マネジメントシステム

東京労働局ホームページ

ファミリーマート安全衛生方針 

健康・安全で働きやすい職場環境
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社員に対しての健康施策

健康施策は、社員一人ひとりがパフォーマンスを向上させ、組織の活性化を課題として取り組んでいます。

社員一人ひとりが、こころもからだも健康で、その力を十分に発揮し、活き活きとチャレンジできる環境となるよう

施策を進めていきます。

（１）戦略マップ、概要など

戦略マップ 

施策概要図

法律に基づいた安全衛生管理を土台に、国としても大きな健康課題である「生活習慣」「がん」「認知症」に「メン

タル」を加えた４領域を特に注力するべきテーマとしています。

実施した施策の効果を健康診断、ストレスチェック、健康意識調査によって確認し、健康数値改善につながるよう施

策を見直し、計画実行しています。

健康経営を推進していくにあたり、毎月、健康保険組合と意見交換会を開催し、現状の問題点、健康施策の推進方法

について会議を開催し、施策参加率、結果や効果、さらなる改善方法などについて討議しています。

健康・安全で働きやすい職場環境
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高
・治療
・両立支援

・先進医療補助

・柔軟な休暇取得
・積立年次有給休暇休
・時間単位有給休暇など

・産業医フォロー
・復職支援プログラム
（試し出勤・通勤訓練など）
・リワークの活用
・受入時の心得の配布
（職場復帰の９箇条）

中 ・早期発見
・予防

・重症化予防プログラム
・肥満対策
（ボディメイクプログラ
ム）
・受診勧奨事業
・歯周病対策
・歯科検診補助・歯科検診補助
・不妊治療の補助

・がん検診補助
・脳ドックの補助
・禁煙対策
（禁煙プログラム、
e-learning）
・がん予防、治療
（e-learning）（e-learning）

・認知症・介護予防
（e-learning）

・再検査補助　・保健師指導

・休職者再発防止プログラム
（休職者発生職場へのライン
ケア教育）
・ストレスマネジメント
（e-learning）

低

・意識改革

・行動改革

・健康ニュース（毎月）
・健康川柳
・口腔ケア（e-learning）
・食事と栄養
（e-learning）
・運動（e-learning）
・目の健康（e-learning）・目の健康（e-learning）
・肩こり・腰痛・膝痛
（e-learning）

・がん予防と治療に
関するオンライン講
座の提供

・認知症サポーター研修
・介護と仕事の両立
　支援セミナー

・みんなで歩こう企画（年2回）
・職場コミュニケーション企画
・健康階段プロジェクト
・健康動画
・体験型健康セミナー
・女性健康セミナー

・女性の元気応援メルマガ
・安全衛生委員会での地区別取り組み
・健康アプリ（My HEALTH WEB）の活用
・スタイルアッププログラム
・スポーツクラブ費用補助

・産業医講話
・保健師講話
・メンタルヘルスセミナー
（セルフケア編・ラインケア
編）

リスク
生活習慣 がん 認知症

こころ

メンタル

からだ

注）上記には健康保険組合・労働組合との共同施策を含む

改善を目指す項目と削減目標

項目 削減目標（2019年度比較）2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

BMI値25以上率 .% .％ .％ .％ .％ ▲％

喫煙率 .％ .％ .％ .％ .％ ▲％

朝食欠食率 .％ .％ .％ .％ .％ ▲％

健康・安全で働きやすい職場環境
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目標達成に向けて

BMI以上（肥満割合）
特定保健指導に加え、食事療法を取り入れたスタイルアッププログラム、運動不足解消のために、スポーツクラブ補

助やストレッチ動画などの情報提供を行ってきました。

2023年は、運動を継続するために、運動に関する専門家をお招きして体験型健康セミナーを開催し、運動の大切さ、

自宅でもできる効果的な運動法を学びました。

引き続き、食事、運動の両面から、BMI値の改善にむけた施策を実施していきます。

喫煙率
全国の衛生委員会では毎年禁煙の必要性について産業医より講話をしています。また、禁煙プログラムの実施に加

え、保健師による禁煙希望者への個別フォローを実施した結果、2019年度は35.0%だった喫煙率が、2024年度には

28.4%まで低下しました。目標としていた2019年比で5％以上の削減も達成することができました。引き続き喫煙率の

削減対策を実施していきます。

朝食欠食率
朝食を摂ることの重要性を全国の衛生委員会の産業医講話で実施、「早寝・早起き・朝ごはん」をキーワードに啓蒙

活動を実施しました。

また、自社商品を使っての食事のヒントについての情報発信をするなど、食事の重要性について継続して啓蒙してい

きます。

2021年度、2022年度に実施したスタイルアッププログラムは、夕食のカロリーを制限する食事療法をベースとしたプ

ログラムであったため、BMI数値改善のほか、朝食習慣の定着や飲酒習慣の改善にも貢献しました。

(2)取り組み内容

➀からだ編 ➁ こころ編 ➂ 健康意識醸成の取り組み

健康診断

定期健康診断の受診率は、2020年度から4年連続100％を維持しています。また、35歳以上の社員向けに自己負

担なく人間ドックコースを受診できる制度を設け、病気の予防と早期発見の体制を整えています。

健康診断受診率

年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

受診率 .% % % % %

健康・安全で働きやすい職場環境
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健康管理システムと健康診断事後措置体制の強化

定期健康診断の受診後に有所見があった社員について

は、必ず再検査を受診し、スムーズに健康管理室に報告

のうえ、産業医・保健師からフォローを受ける仕組みを

整え、運用しています。社員は、いつでもシステム上か

ら自身の健診結果を確認することができ、再検査費用補

助の申請も行うことができます。

このように、健康診断を受けたままにせず、結果にきちこのように、健康診断を受けたままにせず、結果にきち

んと向き合い、改善行動につながるサイクルを作ってい

ます。
ファミリーマートの事後措置の流れ

二次検診補助

再検査となった場合は、健康診断受診ごとに１回の二次健診費用補助を行うことで、疾患の早期発見・早期治療

を促しています。

年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

精密検査受診率 - .% % ％ ％

保健指導実施率 ％ ％ ％ ％ ％

特定保険指導実施率 .% .% .% .% -

精密検査受診率と保健指導数

がん検診補助、先進医療補助

がんの早期発見のために、35歳から5年ごとに、がん検診の費用補助を行っています。

また、がんに罹患したと確定診断され、同疾患について先進医療を受けた場合、最大500万円まで補助します。

脳ドック補助

予防として脳ドックを受診する場合、本人及び配偶者の費用を補助します。

禁煙プログラム

直接医療機関へ通院することなく、PCやスマホ･タブレットのビデオ通話機能を利用して医師のオンライン診察

を受けることが可能な禁煙プログラムです。プログラム費用の2割程度の自己負担で参加が可能です。2024年度

からは、禁煙プログラムを試してみたいという方に向けた新たな試みとして、1週間または2週間の期間を選べ

る無料トライアルのプログラムを開始するなど、年3回プログラムの実施を行っています。

健康・安全で働きやすい職場環境
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感染症対策

インフルエンザ予防接種の費用補助は、被扶養家族まで行うほか、一部地域では、社内でのインフルエンザ予防

接種が可能な体制を整えています。

また、帯状疱疹予防接種についての啓もう活動を行うとともに、費用補助を検討しています。

歯科対策

歯科検診の受診を推奨するため、歯科検診を受診した場合の費用補助を行っています。

また、歯科医にいかなくても正しい口腔のセルフチェックができるキットの配布など、お口の健康対策を行って

います。

家庭用常備薬の斡旋販売

疾病予防の一助として、家庭用常備薬や健康用品を市販価格より安価で提供しています。

卵子凍結、不妊治療補助

社員とその家族（配偶者、子）を対象に、凍結卵子の保管費用を割引価格で利用できる制度を導入しています。

また、社員とその配偶者が不妊治療を受けた場合、費用の一部を補助します。

ウォーキング

アプリ

2024年度は歩く習慣の定着のため、アプリを活用したウォーキング企画を実施し、約500人の社員が参加を

しました。

本企画は1週間の中で、予め決まった条件を達成できるとドリンクなどが必ずもらえるもので、ウォーキング

を楽しく続けられる仕組みを取り入れ、参加者の条件達成率は61％に上りました。

フォトコンテスト

気軽にできるウォーキングをより多くの人に、より多くの歩数を歩いてもらえるきっかけとなるように、フ気軽にできるウォーキングをより多くの人に、より多くの歩数を歩いてもらえるきっかけとなるように、フ

ォトコンテストを開催しました。ウォーキング中に見つけた発見や景色などの写真を募集し、全221作品の応

募が集まりました。

美しい景色や目に留まった場面など、思い思いの写真が投稿され、社員一人ひとりが工夫しながら歩いてい

る様子がうかがえました。
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肥満対策（ボディメイクプログラム）

BMI以上を減らすことを目的とした健康保険組合の生活習慣改善プログラムです。

糖質と塩分に配慮した宅食でバランスの良い食事について体感するとともに、トレーナーによるLIVEセミナー、

動画配信などにより、運動習慣の定着を促し、2ヶ月間でBMI未満を目指します。

生活習慣病対策（重症化予防プログラム）

生活習慣病を医療機関にて治療中の社員のうち、疾患の発症予測や保有リスク因子重症度から「高リスク」と判

断された社員を対象に、専用機器で歩数、塩分摂取量、脈拍などを計測し、スマホアプリに記録することで生活

習慣を見える化します。そして、医療専門職との電話面談で、一人ひとりに合った生活習慣改善プランを実行す

る健康保険組合のプログラムです。

➀からだ編 ➁ こころ編 ➂ 健康意識醸成の取り組み

ストレスチェック

ファミリーマートでは50人以上の事業場だけでなく、全社員にストレスチェックを実施、高ストレス者比率を含

めたストレスチェック結果の集団的分析を行い、分析後の職場改善を実施しています。

ストレスチェック受検率

年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

受検率 .% .% .% .% .% .%

各種相談窓口の設置

医療従事者による健康相談専用窓口を設置しており、社員の健康相談に保健師がスピーディーに対応できる体制

を構築しています。

そのほかにも、パワハラ相談窓口、セクハラ相談窓口、出産・育児などの女性専用相談窓口を電話・メールの双

方で用意しており、セクハラ、出産、育児などの相談は必ず女性社員が対応するなど、社員の様々な悩みや疑問

を気軽に受け付けられる環境づくりに務めています。
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復職支援プログラム

復職プログラムでは、あらかじめ復職までのロードマップ、必要な社内手続き、復職条件などを明確に示すこと

で、休職者が安心して療養に専念できるよう整備しています。復帰に向けた準備として、まず初めに認知行動療

法をベースとしたe-leaningを学習し、職場復帰をする上での心構えや必要な知識を習得する機会を設けていま

す。復職まで医療職が一人ひとりと面談をして、休職者のフォローを行いながら、復帰できる状態まで体調が回

復しているかを見極めます。状況によっては、通勤訓練や試し出社の実施のほか、リワークを活用し、メンタル

での再休職率低減も図っています。また、受入職場においては、復職者を迎え入れる管理職向けに、心構えや復

職者との接し方で気をつけるポイントなどを共有し、復職者、受入職場ともに安心して働けるよう、体制を整え

ています。

休職者再発防止プログラム

休職者再発防止プログラムとは、メンタル疾患で休職した職場に対し、同じ職場から再度休職者が発生しないよ

う、管理職に対し個別にラインケア教育などを実施するものです。休職者の発生は大きな労働損失であり、他メ

ンバーの業務負荷増にもつながるため、ファミリーマートでは休職者の発生を未然に防止するための様々な取り

組みを行っています。

➀からだ編 ➁ こころ編 ➂ 健康意識醸成の取り組み

熱中症アンバサダー講座

2023年の熱中症による救急搬送者は全国で9万人を超える数となっています。熱中症の予防と対策には、正しい

知識を学ぶことが大切になることから、ファミリーマートでは、大塚製薬株式会社が主催する「熱中症対策アン

バサダー講座（後援：環境省・文部科学省・農林水産省）」の受講をファミリーマート社員および全国各地の加

盟店に呼びかけています。その結果、2024年度は社員、加盟店合わせて2,500人以上が受講をしました。熱中症

リスクの高い方々への呼びかけや、緊急時の適切な対処を通じて、地域の見守り活動を実施していきます。
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認知症サポーター養成講座

厚生労働省の発表では、2025年には高齢者の5人に1人が認知症になるとい

われています。

ファミリーマートは認知症についての正しい理解はこれからの日本社会にお

いて非常に重要であると考え、認知症サポーターの取得を促進しています。

＜本社の取り組み＞

社員向けに定期的に認知症サポーター養成講座を開催しています。2024年2社員向けに定期的に認知症サポーター養成講座を開催しています。2024年2

月時点の認知症サポーター数は4,119人（受講率：72.2％）と、着実に認知

症サポーターの輪が広がっています。

＜加盟店向けの取り組み＞

認知症サポーター養成講座を受けた社員が「講座内容は加盟店にも必要。加認知症サポーター養成講座を受けた社員が「講座内容は加盟店にも必要。加

盟店にも認知症サポーターの輪を広げたい」との思いから、山形県の米沢地

区で加盟店にその輪を広げるための講座を実施しました。加盟店にとっても

認知症についての正しい理解を得る良い機会となり喜ばれただけでなく、開

催により、ファミリーマートと自治体との関係も強化されました。

加盟店に向けた講座の様子

加盟店でのステッカー掲出

ストレッチ・運動セミナー

理学療法士をお招きし、正しい身体の使い方を学ぶセミナーを開催しました。

参加者の歩き方で姿勢タイプを診断し、各タイプごとの効果的なストレッチ

について学び、実践しました。参加者からは「カラダが変わる感覚が得られ

て感動でした」「体を熟知されている理学療法士から学ぶ機会がとても貴重

でした」など、非常に好評を博し、反響の高いセミナーとなりました。今後

も効果的な施策を実施していきます。

睡眠セミナー

睡眠は集中力や判断力などの作業能率に大きく関わるだけでなく、メンタル疾患との関連性も高いことが分かっ

ています。ファミリーマートでは睡眠に課題を感じている社員が多くいることから、良質な睡眠を取るための

「睡眠セミナー」をオンラインで開催しました。睡眠の基本的な知識をクイズ形式で学ぶとともに、今日から実

践できる技術について学びました。
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女性セミナー

ファミリーマートでは女性健康セミナーを定期的に開催しています。セミナ

ーではPMS、更年期等、女性ホルモンの変動により起こり得る不調につい

て、あらかじめ知って対処する重要性を学びます。2023年1月に開催した女

性健康セミナーでは、テーマを「「職場内のコミュニケーションをより良く性健康セミナーでは、テーマを「「職場内のコミュニケーションをより良く

するために！～男女のホルモンバランスを理解することで、職場円満！～」

とし、女性に向けた内容だけでなく、男性の更年期についてもお話していた

だきました。オンラインの活用により、これまで参加が困難だった地方の社

員も多く参加することができたほか、管理職、男性社員も多数参加し、相互

理解を深める機会となりました。

各種オンライン講座

健康保険組合が提供するオンライン講座で、2024年度は「栄養と食事」、「肩こり腰痛」などのコースが加わ

り、全部で22のコースがラインナップされています。様々なニーズに応えられるよう、豊富な種類のコースを

設けています。知識を身に付ける機会として、健康ニュースや衛生委員会などで社員に利用の促進を呼びかけ、

健康経営の推進に役立てています。

健康づくりの習慣化（Well-beingプログラム）

健康アプリ上の特設サイトにて、1ヶ月間、運動、食事、睡眠、飲酒、こころの健康に関するオンデマンド動画

を視聴し健康づくりの習慣化を図る、健康保険組合のプログラムです。健康に関する様々な動画を用意し、知識

の習得と健康意識の向上を促進します。

健康ポータルサイト・健康ニュース

ファミリーマートでは毎月健康ニュースを発行し、社員にとって有益な情報（季節、時期に沿ったテーマの記事、

健康イベントの案内など）を提供しています。
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ファミマの健康川柳

2020年から始まったファミマの健康川柳も5年目を迎えました。2023年度は129作品の応募があり、社内の健康

意識の醸成に一役買いました。今後も社員の健康意識を楽しみながら高めていく「ファミマの健康川柳」を、恒

例イベントとして育てていきます。

（3）共同の取り組み

➀健康保険組合とのコラボヘルス推進 ➁労働組合、共済会との取り組み

2022年度からは、健康保険組合との連携強化を目指すため、ファミリーマートは健康保険組合との間で「コラ

ボヘルス推進にかかる覚書」を締結しました。これにより、社員の中長期的な生活習慣予防、がん予防、メンタ

ルヘルス対策のため、健康管理事業の効率化を図ることが可能になるほか、ファミリーマート・健康保険組合の

双方の健康増進策の実施、促進が容易となり、より一層社員の健康増進を後押しすることができるようになりま

した。健康保険組合とは月1回の定例ミーティングを開催し、施策の共有や進捗確認を行い、関係強化に努めて

います。
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➀健康保険組合とのコラボヘルス推進 ➁労働組合、共済会との取り組み

ウォーキング・運動イベント

労働組合主催のウォーキングイベントは、約15年以上も続くファミリーマート恒例の健康増進イベントです。

このウォーキングイベントは、運動不足を解消してもらうきっかけとして、毎年年2回（春・秋）開催していま

す。

2024年春の開催においては、過去最高4,172人の社員が参加し、大いに盛り上がりました。

職場コミュニケーション企画

より良い職場環境をつくっていく上でコミュニケーションを図っていくことは非常に大切です。

ファミリーマートでは、職場のコミュニケーションを促進させる手段の一つとして、その活動費用の一部を補助

しています。

ボウリングや登山、神社の参拝、LUUP体験など、様々なユニークなアイデアを出し合い実施しています。

健康経営を進めるにあたり社員の健康意識や行動について、実情を把握し効果的でニーズに沿った施策展開を行うこ

とを目的に、毎年「健康意識調査」を実施しています。

（4）健康意識調査

健康意識調査回答率

年度 2024年度2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

回答率 .% .% .% .% .% .%

回答人数 5,852人 5,119人 5,270人 5,378人 5,391人 5,432人

ファミリーマート社員の1日の平均歩数は着実に改善傾向にあります。2022年度に実施した健康意識調査では、1日平

均歩数6,000歩未満は52.3%だったのに対し、2024年度は38.2％まで改善されました。また、8,000歩以上の社員割合

も年々増加をし、2024年度は前年の32.4%から2.3%増の34.7%でした。これまでのさまざまな活動により、歩く習慣

が着実に社員に定着してきたことが数値に表れました。

また、健康意識調査では「プレゼンティーズム」「ワーク・エンゲイジメント」も確認。社員全員が健康で、活き活

きと、100％のパフォーマンスを発揮できるよう「働きがいのある組織風土・人づくり」に向けた施策に取り組んでい

ます。
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2024年度2022年度 2023年度

プレゼンティーズム（満点：100%）※1 - .% .%

ワーク・エンゲイジメント（満点：6点）※2 - 3.40点 4.55点

アブセンティーズム※3 3.3日 3.3日 -

※ SPQ（東大1項目版）を用いた従業員調査を実施。

※2 ユトレヒ ト・ワーク・エンゲージメント尺度超短縮版3項目より測定。活力・熱意・没頭の三項目の平均値。

※3 傷病による休職日数の全従業員平均。但し、傷病を理由とした有給休暇等を除く。

（5）労働安全

労災防止教育

ファミリーマートにおけるすべての店舗、および事務所で働く人々が安全で安心して働くことのできる職場環境を確

保していくことは必要不可欠です。

毎月の安全衛生委員会では、全国で発生した労災事故を共有し、同種の事故を発生させないよう労使で意見交換をし

ています。

これからも、ファミリーマートに関わる誰もが安全で元気に働ける職場を目指し、日々の労働災害防止対策を講じて

いきます。

労災度数、強度率（直営店スタッフ含む）

年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

度数率 . . . . .

強度率 . . . . .

健康経営オフィス
田町本社では、社員の健康増進のため様々な設備の用意や取り組みを実施しています。

マッサージチェア 仮眠室 メンタルヘルスチェック機
器

血圧計の設置 健康オフィス（ジャンプメ
ーター）

健康・安全で働きやすい職場環境

264



加盟店に向けて
事業をともに営む加盟者の健康は社員の健康と同様、ファミリーマートのビジネスの発展に欠かせない要素です。

加盟者の皆さまの健康増進のため、以下の施策を実施しています。

健康診断、人間ドックの補助金支給

加盟店の皆さまにも健康診断を受けていただける環境を整えています。

年間で１店舗につき３件を上限に費用補助の申請が可能です。また、システム導入により補助金支給手続きの利便性

向上に取り組んでいます。

共済保険

加盟店にファミリーマート経営者として安心して店舗運営にあたっていただくこと、またストアスタッフの福利厚生

を目的に、加盟店専用の割安な団体生命保険・医療補償・傷害補償などをラインナップしています。

健康推進事業
ファミリーマートに関わるすべての人の健康のため、様々な事業・商品を展開しています。

厚生労働省・スポーツ庁主催「第9回健康寿命をのばそう!アワード」でファミリーマートが
“厚生労働大臣最優秀賞”を受賞 
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サステナビリティレポート 2024

サステナビリティを支える基盤

266



サステナビリティを支える基盤

コーポレート・ガバナンス

基本方針を掲載しています。

リスクマネジメント

事業等のリスクをご覧いただけます。

コンプライアンス

コンプライアンスの考え方と推進体制について掲載し

ています。

加盟店・本部の共同成長

加盟店・本部の共同成長について掲載しています。

人権の尊重

事業活動に関わる全ての人の人権を尊重するために、

「ファミリーマート 人権方針」を制定し、人権に配慮

した取り組みを推進しています。

267



コーポレートガバナンス／内部統制システム

ファミリーマートは、事業の持続的な発展と企業価値のさらなる向上のために、経営の透明性・健全性の確保に取り

組んでいます。

倫理・法令遵守基本方針 コーポレートガバナンス

内部統制システム構築の基本方針

内部統制システムの体制と運用を掲載しています。

事業等のリスク

事業等のリスクをご覧頂けます。

コンプライアンス

コンプライアンスの考え方と推進体制について掲載し

ています。
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倫理・法令遵守基本方針

ファミリーマートは、「ファミリーマート基本理念」のもと、

次の7原則に基づき、国の内外を問わず、倫理・法令およびその精神を遵守してまいります。

1. 健全な企業経営

適正な組織運営を行うとともに、積極的かつ公正な企業情報の開示により、健全な企業経営を行います。

2. 安全で安心な商品・サービスの提供

商品・サービスの品質管理を徹底するとともに、適正な販売環境を整備します。

3. 公正な取引3. 公正な取引

公正、透明、自由な取引を維持します。また政治、行政との健全かつ正常な関係を保ちます。

4. 適正な情報管理

事業活動上、知り得た個人情報および機密情報を適正に取扱います。

5. 環境への配慮

地球環境の保護は、企業の存在と活動に必須の要件であることを認識し、自主的、積極的にその活動に取組みます。

6. 職場環境の整備

従業員のゆとりと豊さを実現し、働きやすい職場環境を確保するとともに、従業員の人格、人権を尊重します。従業員のゆとりと豊さを実現し、働きやすい職場環境を確保するとともに、従業員の人格、人権を尊重します。

7 . 反社会的勢力等との遮断

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体との一切の関係を遮断します。

株式会社ファミリーマート

代表取締役社長　細見　研介
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コーポレートガバナンス

当社は監査役制度を採用しています。

　原則として毎月1回取締役会を開催し、会社の重要な業務執行の決定と職務の監督を行っています。

また、迅速な意思決定・業務執行を強化するため執行役員制を採用しています。執行役員は取締役会の決議によって

選任・業務分担し、担当業務を執行しています。さらにリスク管理体制の整備と倫理・法令遵守体制の強化を目的と

した部門及び内部統制の構築とコーポレート・ガバナンスの確保を目的とした専門の部門等を設置しています。

　内部監査部門としては代表取締役社長直轄の監査室を設置し、全社経営課題について「職務執行の効率性」「リス　内部監査部門としては代表取締役社長直轄の監査室を設置し、全社経営課題について「職務執行の効率性」「リス

ク管理」「法令等遵守」などの観点から内部監査を実施しています。会計監査については、有限責任監査法人トーマ

ツと監査契約を締結し、会社法監査および金融商品取引法監査を受けています。会計監査人は、独立した第三者の立

場から財務諸表等の監査を実施し、当社は監査結果の報告を受けて意見の交換をしています。

コーポレート・ガバナンス体制図
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内部統制システム構築の基本方針

（1）当社では、取締役会を、原則、毎月１回開催し、代表取締役等から職務の執行の状況につき報告を求めるものと

します。監査役は、取締役の職務の執行を監督します。当社では、監査機能を強化するため、監査役監査の実効性を

確保するための措置を講ずるものとし、監査役は会計監査人の独立性が保たれているか否か監査するものとします。

（2）当社では、専門の委員会、専門の部門を設置するとともに、各本部にリスク・コンプライアンス責任者及び補佐

者を設置し、コンプライアンスの徹底を図るものとします。

 （3）当社は、コンプライアンスに関する基本方針等を制定し、取締役、執行役員及び従業員はこれらの規程等を遵守

するものとします。

  

（4）内部情報提供制度を設け、社内外に情報提供の窓口を設置することで、コンプライアンス違反の行為を是正し、

また、未然に防止する体制を推進するものとします。なお、内部情報提供制度に関する規程において、情報提供者に

対し、内部情報の提供を理由とするいかなる不利な取扱いも行ってはならない旨定め、取締役、執行役員及び従業員

はこれを遵守するものとします。

 （5）当社は、コンプライアンスに関する基本方針において、反社会的勢力との遮断について方針を定め、対応を図る （5）当社は、コンプライアンスに関する基本方針において、反社会的勢力との遮断について方針を定め、対応を図る

ものとします。また、警察、弁護士等の外部機関、業界団体及び地域社会との連携強化を図り、組織としての対応に

努めるものとします。

 （6）当社では、代表取締役社長直轄の監査室を設置し、監査規程に基づき当社の運営若しくは事業に関し、法令、定

款及び社内規程の遵守状況、職務の執行の手続及び内容の妥当性等につき定期的な監査を行うものとします。

１.取締役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制

271



（1）当社では、専門の委員会、専門の部門を設置するとともに、各本部にリスク・コンプライアンス責任者及び補佐

者を設置し、リスク管理を推進するものとします。

（2）当社は、リスクマネジメントに関する規程を制定し、当社の各部門が直面する可能性のあるリスクの把握・分析

・評価のうえ、当該リスクの影響等を最小化するための体制及び方法等を整備してリスクを適切に管理するものとしま

す。

（3）当社では、大規模災害などの緊急事態が発生した場合でも、お客様に対するコンビニエンスストアとしての使命（3）当社では、大規模災害などの緊急事態が発生した場合でも、お客様に対するコンビニエンスストアとしての使命

を果たすことを目的として、事業継続計画（BCP）、並びに指定公共機関としての責務を果たすため防災業務計画を整

備し、緊急事態への対応を行うものとします。

2.損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、グループ統一経理規程、経理規程、財務報告に係る内部統制規程その他の規程を整備するとともに、CFO・

CIO－ 財務経理・ITを設置し、会計基準その他関連する諸法令を遵守し連結ベースでの財務報告の適正性及び信頼性を

確保するために必要な体制を整備するとともに、その整備・運用状況を定期的に評価し、改善を図ります。

3.財務報告の適正性を確保するための体制

（1）重要な業務執行の決定における諮問等を行う会議体として、代表取締役社長を議長とする経営会議等を設置し、

迅速かつ慎重な審議により業務執行の決定を行うものとします。

（2）当社では、執行役員制を採用し、可能な限り業務の執行を執行役員に委譲することにより、業務執行の効率化を

図るものとします。

（3）適正かつ効率的な職務の執行を確保するため、取締役会で各取締役の業務分担を定め、さらに、職務権限及び業

務決裁に関する規程を制定し、各取締役の職務権限及び責任等を明確化するものとします。

4.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

内部統制システム構築の基本方針
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当社では、取締役会、経営会議その他の重要な会議の議事録、並びに稟議書、決裁書その他の重要な決裁に係る書類

（電磁的媒体を含みます。）に記載又は記録された情報の作成、保存及び管理等について、法令に適合する内容の文

書取扱規程を整備するとともに、取締役、監査役その他の関係者が、上記の書類等を閲覧できる体制を整備するもの

とします。

5.取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（1）当社は、関係会社管理規程に基づき当グループ各社の経営管理及び経営指導にあたるとともに、状況に応じ取締

役及び監査役を派遣して経営を把握し、本基本方針に基づく業務の適正が確保されるよう努めるものとします。

（2）当社では、関係会社管理規程において、経営管理等の指針を明確にし、当グループ各社における経営上の重要事

項に関しては、グループ会社の事業内容・規模、上場／非上場の別等を考慮のうえ、原則としてグループ会社毎に、

当社の事前承認を要する事項や当社への報告を要する事項を定めるものとします。

（3）当社では、主要な内部統制項目について、当グループ各社の自主性を尊重しつつ、内部統制システムの整備及び（3）当社では、主要な内部統制項目について、当グループ各社の自主性を尊重しつつ、内部統制システムの整備及び

運用を支援し、個別の状況に応じてその管理にあたるものとします。また、当グループ各社に、事業実態に応じた規

程等を策定させ、これに基づく体制を整備させるとともに、当グループ各社への教育・研修の実施などにより当グル

ープとしての内部統制システムの整備を図るものとします。

（4）当グループ各社の監査部門と当社の監査室が連携し、また、当グループ各社の監査役と当社の監査役との定期的

な連絡会を開催することで、情報交換、施策の連携等を行い、当グループとしての内部統制システムの整備を図るも

のとします。

（5）当社の監査室は、当グループ各社の監査を実施又は統括することで、当社及び当グループ各社の適正な内部統制（5）当社の監査室は、当グループ各社の監査を実施又は統括することで、当社及び当グループ各社の適正な内部統制

の構築について監視及び指導するものとします。

（6）当社の親会社とは、相互の自主性・自律性を十分に尊重しつつ連携をはかるものとし、当社における一定の重要

事項については、親会社との間で協議・報告する体制を整備するものとします。また、親会社及びそのグループ会社

との間の取引については、法令に従い適切に行うものとします。

6.当社並びにその親会社及び当グループ各社から成る企業集団における業
務の適正を確保するための体制

内部統制システム構築の基本方針
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当社では、監査役の職務を補助するため、専任の従業員を置くものとし、監査役は、監査業務に必要な事項について

当該従業員に指揮・命令することができるものとします。

7.監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における
当該従業員に関する事項

監査役の職務を補助すべき従業員は、当該職務を行うにあたっては、監査役の指揮・命令のみに服し、取締役、執行

役員その他の従業員の指揮・命令は受けないものとします。当該従業員に対する人事考課、異動、懲戒処分等の人事

権の行使については、事前に監査役と協議を行い、監査役の同意を得たうえで、これを行うものとします。

8.監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立性及び指示の実効
性の確保に関する事項

（1）監査役は、取締役会、経営会議等の重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び従業員から説明を受け、関係資

料を閲覧するものとします。

（2）取締役、執行役員及び従業員は、内部監査の結果、内部情報提供制度の実施状況、競業取引及び自己取引等につ

いて定期的に監査役に報告するものとします。

（3）当社の取締役、執行役員及び従業員並びに当グループ各社の取締役、監査役、従業員等は、当社又は当グループ（3）当社の取締役、執行役員及び従業員並びに当グループ各社の取締役、監査役、従業員等は、当社又は当グループ

各社に著しい損害、重大な影響を及ぼすおそれのある事実等があることを発見したときは、速やかに直接又は主管部門

を通じて、当社の監査役に報告するものとします。また、監査役は、その必要に応じ随時に、当社及び当グループ各社

の取締役等に対し、報告を求めることができるものとします。

（4）内部情報提供制度に関する規程に準じ、監査役へ報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由に、いかな

る不利な取扱いも行ってはならないものとし、関係する取締役、執行役員及び従業員はこれを遵守するものとします。

9.当社並びに当グループ各社の取締役及び従業員等が監査役に報告するた
めの体制その他の監査役への報告に関する体制

内部統制システム構築の基本方針
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当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の請求をしたときは、監査役の職務の執行に

必要でないことを証明した場合を除き、速やかに、社内システムを利用した当該費用等の処理を行うものとします。

10.監査役の職務の執行について生じる費用の前払又は償還手続きその他
の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する
事項

（1）監査役は、定期的に代表取締役と会合をもち、経営上の課題、会社を取り巻く環境やリスク等について報告を受

けるとともに、意見の交換を行います。また、会計監査人から会計監査の方法及び結果についての報告を受けるとと

もに、監査室から内部監査の報告を受けるものとします。

（2）監査役は、監査を行うため必要と認められる場合は、外部専門家への調査委託又は意見聴取を行うことができる

ものとします。

11.その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

内部統制システム構築の基本方針
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事業等のリスク

2024年6月17日現在

当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリスクは、以下のとおりであります。

なお、各リスクが顕在化する可能性の程度や時期については合理的に予見することが困難であるため記載しておりま

せん。当社では、これらのリスクに対処するため、必要なリスク管理体制及び管理手法を整備し、リスクの監視及び

管理を行っておりますが、これらのすべてのリスクを完全に回避するものではありません。また、当社グループ会社

においても、この活動を推進しております。

なお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断しなお、本項においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。

➀ 社会経済活動の変化等

当社グループは、主としてコンビニエンスストア事業を国内・海外で展開しております。そのため、国内及び事業を

展開している国又は地域における業界・業態の垣根を越えた競争環境の出現や、新型コロナウイルス感染症による生

活様式と消費行動の変容と定着、インフレによる消費マインド低下の懸念等の経済情勢の変化により、将来の当社グ

ループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

➁ 金利・為替動向、資源高騰等

当社グループは、主たる事業であるコンビニエンスストア事業において、消費者向けに主として食品の販売を行って当社グループは、主たる事業であるコンビニエンスストア事業において、消費者向けに主として食品の販売を行って

おります。将来的な金利の上昇懸念、為替の円安傾向、ロシア・ウクライナ情勢を発端とした食糧やエネルギー資源

価格の高騰、高止まりによる商品仕入価格の値上げや、光熱費等の店舗運営に関わる費用の増加、在庫費用の増加な

どの直接的又は間接的な影響により、将来の当社グループや加盟店の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

当社グループは、CVS事業の基盤強化と基盤を活用した新規ビジネスの拡大に更に磨きをかけて、新しい成長への好

循環を実現してまいります。

（1）経済情勢の変動

大規模な地震、津波、台風、洪水等の自然災害に関連するリスクは年々高まっており、今後も、中長期的に継続すると

ともに規模の拡大が懸念されております。当社グループが事業展開している国内・海外において、このような大規模な

自然災害、事故、火災、テロ、戦争、感染症の蔓延などの災害が発生した場合には、将来の当社グループの事業活動に

影響を及ぼす可能性があります。

当社は、大規模災害時及び感染症発生時の事業継続計画（BCP）の策定、安否確認システムの導入、防災訓練等の対策当社は、大規模災害時及び感染症発生時の事業継続計画（BCP）の策定、安否確認システムの導入、防災訓練等の対策

を講じており、グループ会社においても個々に各種対策を講じております。また、当社は、災害対策基本法に基づき、

国の定める指定公共機関として防災業務計画を策定しております。災害予防、災害緊急対策など災害発生時の体制を確

立し、災害が発生した際は、関連機関と連携協力し、防災業務の的確かつ迅速な実施に努めます。

しかしながら、自然災害及び感染症の被害発生時には、その被害を完全に回避できるものではなく、将来の当社グルー

プの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（2）自然災害等
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当社グループは、主たる事業であるコンビニエンスストア事業において、フランチャイズ方式を採用し、加盟者に対

し、当社が開発・保有する「ファミリーマート・システム」を提供し、「ファミリーマート」の店舗名でチェーン展

開を行っております。加盟者と当社グループは、共存共栄の関係であり、共に成長・発展しながら、日々お客様に利

便性をご提供していくことを目指しております。

フランチャイズ方式では、当社グループと加盟者の互いの信頼と協調が不可欠であり、当社グループと加盟者との信フランチャイズ方式では、当社グループと加盟者の互いの信頼と協調が不可欠であり、当社グループと加盟者との信

頼関係が損なわれたり、個人消費の減速、人件費・賃料・水道光熱費等の高騰等により加盟者の収益性が悪化し、事

業継続が困難となることなどにより、多くの加盟者との間で加盟（フランチャイズ）契約が終了する事態が発生した

場合、将来の当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社では、当社の強みである「店舗基盤」「ブランド」「顧客基盤」からなる『CVS事業の基盤強化』と『基盤を活用

した新規ビジネス拡大』により、新しい成長の好循環を実現するとともに、コスト構造改革、デジタルの最適活用、

独自性のあるSDGsへの対応を推進するなど、事業全体の変革に取り組んでおります。

また、ファミリーマート・システムを侵害する行為や、加盟者、取引先による法令違反、不祥事等により、各種取引また、ファミリーマート・システムを侵害する行為や、加盟者、取引先による法令違反、不祥事等により、各種取引

の停止やチェーンの信用失墜等が発生した場合、将来の当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性が

あります。

（3）フランチャイズ方式

当社グループは、主たる事業であるコンビニエンスストア事業において、消費者向けに主として食品の販売を行って

おります。また、食品以外にも衣料や日用品等、消費者の生活にかかる商品も提供しております。万一、これらの商

品において食中毒や異物の混入、表示違反、リコール等の重大な商品事故等が発生した場合、将来の当社グループの

財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、取引先とともに製造から販売まで一貫した品質管理体制を構築すること等により、

サプライチェーン全体として食品及び他の商品の安全・安心を図っております。

（4）食品の安全性

事業等のリスク
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当社グループは、事業展開している国内・海外において、会社法、金融商品取引法、税法、労働基準法（その他労務

管理に関わる法令等を含む）、独占禁止法・下請法、その他食品関連法令及び環境等に関する法令等の適用、並びに

行政の許認可等を受けております。当社グループでは法令遵守を極めて重要な企業の責務と認識の上、コンプライア

ンス体制を強化して法令遵守の徹底を図っております。

しかしながら、こうした対策を行ったとしても、役員及び従業員による個人的な不正行為等を含めコンプライアンス

に関するリスクもしくは社会的に信用が棄損されるリスクを回避できない可能性があります。

また、国内外の行政・司法・規制当局等による予期せぬ法令の制定・改廃が行われる可能性や、社会・経済環境の著また、国内外の行政・司法・規制当局等による予期せぬ法令の制定・改廃が行われる可能性や、社会・経済環境の著

しい変化等に伴う各種規制の大幅な変更の可能性も否定できません。このような場合には、将来の当社グループの財

政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、現在のところ、当社グループの財政状態や経営成績に重大な影響を及ぼす訴訟等は提起されておりません。し

かしながら、当社グループの事業活動等が今後重要な訴訟等の対象となり、将来の当社グループの財政状態や経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

（5）法規制等の影響

当社グループは、国連グローバル・コンパクトが掲げる人権に関する原則を含む10原則への賛同を表明し、国連の

「ビジネスと人権に関する指導原則」及び「OECD多国籍企業行動指針」への準拠に加え、「国際人権章典」及び「労

働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」を尊重し、私たちの人権尊重に関する基本方針として「ファミリー

マート人権方針」を策定しております。

当社及びサプライチェーンや加盟店等のビジネスパートナーの活動がお客様や地域コミュニティを含むステークホル当社及びサプライチェーンや加盟店等のビジネスパートナーの活動がお客様や地域コミュニティを含むステークホル

ダーの人権に影響を与えうる可能性を認識し、ビジネスパートナー及びその関係者にも本方針を理解し、支持してい

ただくことを期待すると共に、コミュニケーションや情報共有を深めるなど、協働して人権尊重を推進するよう継続

的に働きかけると共に、サプライチェーンに対する広範囲なサステナビリティ調査並びに監査の実施等、リスク管理

に積極的に取組んでおります。

しかしながら、予期せぬ事態により当社グループ又はビジネスパートナーで人権問題が発生した場合、当社グループ

の信用失墜や賠償責任を課されるリスクの他、財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

（6）人権に関するリスク

事業等のリスク

278



当社グループは、環境・社会に関するグローバルな課題の解決を経営上の重要課題の一つとして位置付け、サステナ

ビリティ推進基本方針を定めるとともに、環境問題をはじめとする社会課題の解決や持続可能な社会の実現に貢献す

るため、2030年及び2050年に向けた中長期目標として「ファミマecoビジョン2050」を策定しました。また、商品取

扱・サービス提供及び事業投資案件の法令抵触リスクを含む環境リスクを未然に防止する環境マネジメントシステム

の構築、サプライチェーンに対する広範囲なサステナビリティ調査並びに監査の実施等、リスク管理に積極的に取組

んでおります。こうした多岐にわたる気候関連リスク及び機会に適切に対応するため、サステナビリティ委員会を設

置し、自然災害や法規制の動向のモニタリングや対応計画の検討、「ファミマecoビジョン2050」をはじめ気候関連

の目標設定と実施計画の策定、進捗管理、評価を行っております。

特に喫緊の課題と認識する気候変動に関しては、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）の提言に賛同し、経

済産業省・環境省・金融庁が主導するTCFDコンソーシアムにも参加、気候変動に関するリスクや機会が事業や経営成

績に与える影響・対応策についてTCFDの提言に基づき分析を行い、開示を行っております。温室効果ガス排出量はサ

プライチェーン全体で算出しており、その削減目標は、パリ協定の目指す「２℃目標」に対し、科学的根拠に基づい

た「２℃を十分に下回る」目標として「SBTイニシアチブ」により認定されております。

また、気候変動をメインテーマとしたTCFDに加え、生物多様性をテーマとした自然関連財務情報開示タスクフォースまた、気候変動をメインテーマとしたTCFDに加え、生物多様性をテーマとした自然関連財務情報開示タスクフォース

（TNFD）においても、自然関連のリスクや機会が事業や経営成績に与える影響・対応策についてTNFDの提言に基づ

き分析を行い、開示を進めています。

しかしながら、このような対策を行ったとしても、当社グループの事業活動により、環境汚染等の環境・社会に関す

る問題が生じた場合には、事業の遅滞や停止、対策費用の発生、社会的評価の低下等につながり、将来の当社グルー

プの財政状態や経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（7）環境・社会に関するリスク

当社グループは、事業の過程において、お客様等の個人情報を収集、保有しております。万一、個人情報の漏えい事

故等が発生した場合、将来の当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、個人情報への不正なアクセス、個人情報の漏えい等を防止するため、一般に信頼性

が高いと認められている組織的、人的、物理的、技術的安全管理措置を講じ、個人情報を取扱う従業者に対し、必要

かつ適切な監督を行っており、当社及び子会社４社において、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）に

よる「プライバシーマーク」を取得しております。

（8）個人情報の取扱い

事業等のリスク
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当社グループは、当社グループ、取引先及び店舗の間に情報システムを構築しております。この情報システムの障害

やシステムを悪用した不正等により、業務の遂行等に支障をきたす事態が発生した場合、将来の当社グループの財政

状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループといたしましては、開発計画、開発プロセス、品質への重層的なモニタリングの実施や、設計品質、テ当社グループといたしましては、開発計画、開発プロセス、品質への重層的なモニタリングの実施や、設計品質、テ

ストの網羅性を高めるためベンダーと相互牽制をしつつ、一体となって開発を行う態勢を整え、プロジェクトを推進

しています。また、情報の取扱いに関する行動規範を定め、高い情報セキュリティレベルを確保することを重要事項

と認識し、情報システム運用上の安全性確保のため、サイバーセキュリティリスクも考慮したIT環境の整備、技術的

なセキュリティ対策強化及び危機管理対応の徹底に継続して取り組んでおります。

しかしながら、こうした対策を行ったとしても、外部からの予期せぬ不正アクセス、コンピューターウイルス侵入等しかしながら、こうした対策を行ったとしても、外部からの予期せぬ不正アクセス、コンピューターウイルス侵入等

による機密情報・個人情報の漏えい、設備の損壊・通信回線のトラブル等による情報システムの停止等のリスクを完

全に回避できるものではなく、被害の規模によっては、将来の当社グループの財政状態や経営成績に重要な影響を及

ぼす可能性があります。

（9）情報システム及び情報セキュリティ

国内では、少子高齢化による労働力人口減少への対応が社会的課題となっております。主たる事業であるコンビニエ

ンスストア事業において、人手不足による店舗運営の困難化、人件費の高騰による運営コストの上昇、サプライチェ

ーンにおける人員不足などにより事業活動への支障が生じた場合、将来の当社グループの財政状態や経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。

当社では、新しい技術を取り入れ、店舗の省力化・省人化に向けた検証や開発を実施しております。

（10）人材

当社グループは、店舗に係る有形固定資産、使用権資産及びのれん等多額の固定資産を保有しております。これらの

資産について、現時点において必要な減損等の処理は実施しておりますが、予想を上回る経済情勢等の悪化や業績不

振などにより店舗の収益性が著しく低下し、簿価が回収できなくなった場合、新たに減損処理を実施することにな

り、将来の当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

当社では、出店基準に基づく出店意思決定及び店舗損益等の定期的なモニタリングを行い、当該リスクの低減に努め

ております。

（11）減損

関連リンク
コーポレートガバナンス 
コンプライアンス

事業等のリスク
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コンプライアンス

2024年9月現在

リスク管理体制の整備と倫理・法令遵守体制の強化を目的とした「リスク・コンプライアンス委員会」、ならびに社会

面・環境面での取り組みに関する報告や課題の審議等を行うために「サステナビリティ委員会」を設置しています。

両委員会では、リスクの管理やコンプライアンス上の課題、社会面ならびに環境面での課題について、事業に与える機両委員会では、リスクの管理やコンプライアンス上の課題、社会面ならびに環境面での課題について、事業に与える機

会とリスクの観点から審議、対応を進めています。さらには、当社グループでは、「倫理・法令遵守基本方針」や「コ

ンプライアンス規程」等を制定し、すべての取締役、執行役員および従業員に、これらの規程等を遵守することを求め

ています。万が一これらの規程等に反する行為があれば「内部情報提供制度」としてホットラインデスク、お取引先専

用ヘルプライン等の窓口を設けることで、社内外に相談・通報ができる体制を整えており「しない・させない・見過ご

さない」をスローガンとして、自らのコンプライアンス違反があった場合の是正を行うと共に、組織全体としての未然

防止を目指しています。

ホットラインデスク・お取引先専用ヘルプラインの運用件数（2023年度）

不正・違法・ルール違反の疑い 11件

労働契約、就業・労働時間等に関する相談 6件

商品・品質に関する相談 0件

職場環境、行動・言動に関する相談、ハラスメントの疑い 69件

その他 1件

合計件数 87件

当社は、租税回避行為の防止や税務当局との公正な関係構築、正確な申告及び納税を含め、税務に関する当社グルー

プの基本姿勢と行動規範を明記した「ファミリーマートグループ税務規程」に則り、租税条約や事業活動を行う全て

の国・地域の税法およびその精神に従い、税務申告及び納税の義務を果たします。また、全てのステークホルダーに

対して適時・適切な納税情報を開示するとともに、税務当局に対して協力的に情報を提供することにより、税の透明

性を確保していきます。

税の透明性の確保

関連リンク
コーポレートガバナンス 
事業等のリスク
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加盟店・本部の共同成長

ファミリーマートのフランチャイズ・システム ストアスタッフの育成支援 

加盟店共済制度 

ファミリーマートのフランチャイズ・システム

ファミリーマートのコンビニエンスストア事業は、フランチャイ

ズ・システムにより展開しています。ファミリーマート本部（以

下： 本部）が保有するファミリーマート・システムのもと、本部

と加盟店が協力して、お客さまに手軽で便利な商品やサービスを

提供することにより、その利便性の向上に応えるとともに、地域

社会に貢献することを目的としています。開店前には、本部によ

る店長研修や直営店での現場研修をはじめ、安心して開店日を迎

えられるよう、万全の準備を行います。また開店後も、本部のス

ーパーバイザーが定期的に訪問し、経営プランや商品導入の相談

に乗るなど、経営を成功に導くためのバックアップを行います。

加盟店募集

ストアスタッフの育成支援

ファミリーマートが社会に対して責任を果たし、存在価値を最大化するためには、お客さまと直接接点のあるストア

スタッフ一人ひとりの力が不可欠です。ストアスタッフに「誇り」をもって働いてもらうため「人材育成」の制度を

整えることで、店内の組織体制を強化し、店舗運営力を高めています。

また、お客さまにとっての品質、すなわち「商品の品質」と「お店の品質」を磨き上げていくことが、お客さまに選

んでいただけるコンビニエンスストアになるための手段です。「お店の品質」を担うストアスタッフは、「QSC※レ

ベルの向上」を第一目標に日々の業務に取り組んでいます。

※QSC：店舗づくりの基本「Q:クオリティ」「S:サービス」「C:クリンネス」
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ストアスタッフの人材育成システム
全国に約16,500店舗を展開するファミリーマートでは、約25万人

のストアスタッフが働いています。日々、お客さまと接し、売場づ

くりや清掃・店舗運営に関わるストアスタッフは、お店の最前線で

活躍するかけがえのない人材です。ファミリーマートは、そうした

ストアスタッフのモチベーションを高め、やりがいをもって働いて

いただくため、資格制度を導入したファミリーマート独自の人材育

成システム「ストアスタッフトータルシステム（SST）」で、段階

的・効率的にその成長を支援しています。SSTではストアスタッフ

の自主性・責任感を育て、階層別トレーニングを通してスキルの向

上、自己成長を図ります。

ストアスタッフトータルシステムについて詳細はこちら

加盟店共済制度

安心して店舗運営にかかわっていただけるよう、加盟店のオーナーや店長、マネジャーを対象に、「加盟店共済制度」

を設けています。これは、加盟店の相互扶助によって運営される制度で、医療保険をはじめ、各種保険に割安な保険料

で加入することができます。また、従業員への福利厚生や老後の生活資金準備など、様々な相談に対し、提携のライフ

カウンセラーが個別に対応する無料コンサルティングもご案内しています。

加盟店・本部の共同成長
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人権の尊重

人権方針の制定 推進体制 人権デューデリジェンス 苦情処理メカニズム 

従業員への理解浸透 ステークホルダーとの取り組み

店舗を通じた人権尊重の取り組み 

多くの従業員や加盟店・取引先を含むビジネスパートナー、そしてステークホルダーとつながりを持つファミリーマー

トの企業活動において、人権尊重の姿勢は基本理念の実現であるだけでなく、持続可能な成長を支える基盤として必要

不可欠な、果たすべき社会的責任であると考えています。

人権方針の制定

国内外を問わず普遍的価値観である「人権尊重」の重要性を認識し、責任ある企業として人権に対する姿勢を示すた

めに、2020年10月に「ファミリーマート 人権方針」を制定しました。

制定にあたっては、サステナビリティ推進部を中心に、人権課題と特につながりの深い関連部門メンバーによるプロ

ジェクトチームを立ち上げ、有識者の助言をいただくとともに、その妥当性の確認を受けながら草案を作成。サステ

ナビリティ委員会での検討、取締役会・経営会議での承認を経て制定されました。

ファミリーマート 人権方針 
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推進体制

サステナビリティ委員会の組織構成に基づき、委員長（CMO※）による監督責任のもと、事務局となるサステナビリ

ティ推進部が各部門と連携、情報共有を図りながら、本方針に基づく取り組みの推進・実施状況の確認を行っていま

す。

レビューや報告、提案は、年2回開催するサステナビリティ委員会において審議し、結果は取締役会へ報告しています。

※CMO  Chief Marketing Officer（最高マーケティング責任者）

サステナビリティ推進体制 

人権デューデリジェンス

人権デューデリジェンスとは、人権への負の影響に対する継続的な活動をいいます。

ファミリーマートは国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいた適切な仕組みを構築し、主に通報メカニ

ズムから収集した情報をもとに、私たちの事業活動が及ぼす人権への負の影響に対し、ステークホルダーとの対話を

大切にしながら、課題の特定・評価（Ｐ）、予防・緩和（Ｄ）、調査・分析（Ｃ）、是正・改善（Ａ）を実施してい

ます。

人権デューデリジェンスは社会の変化や社内外で発生した事案、新規事業実施時などに合わせて、適宜見直しを図り人権デューデリジェンスは社会の変化や社内外で発生した事案、新規事業実施時などに合わせて、適宜見直しを図り

ます。

人権の尊重
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ファミリーマートの事業活動で想定されるリスク・課題
外部有識者からの助言を受けながら、当社の事業活動で起こりうる人権リスクを想定し、発生頻度や深刻度を踏まえ、

人権デューデリジェンスの計画に反映します。

人権への影響評価
外部有識者による助言、自社の事業活動や相談窓口に寄せられている声などを参考に、関連する人権リスクを抽出して

います。関係者や発生頻度、深刻度を踏まえ、リスクマップを作成しました。

※深刻度(インパクトレベル)
規模：人権侵害が生命・健康に与える影響度合い
範囲：人権侵害による影響範囲の予測可能性および地域的な限定性の有無
是正困難度：人権侵害が発生した場合の是正可能性を踏まえ判断

人権の尊重
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苦情処理メカニズム

ファミリーマートでは、全従業員やビジネスパートナーがいつでも相談・通報ができる窓口を社内外に複数設置し、

人権関連の問題も含めたお声を受け付ける窓口として運用しています。

相談があった場合、通報内容の秘密を守ることはもちろん、情報提供者に対する不利益な取り扱いや報復措置の禁止

も定め、通報者保護を図りながら、関連部署にて事実確認・是正・再発防止に努めることで、人権侵害となる行為の

未然防止や、発生時の是正体制の確立を図っています。

また、2022年6月の「改正公益通報者保護法」の施行を機会に、ファミリーマート従業員を対象とした「内部情報提供また、2022年6月の「改正公益通報者保護法」の施行を機会に、ファミリーマート従業員を対象とした「内部情報提供

制度（ホットライン）に関する規定」において、「直営店スタッフを含めた制度対象者の拡大」「情報提供者等に対

する禁止事項」などの項目を追加し、より情報提供者が安心して通報できる制度に改定しました。

深刻な侵害につながる可能性がある事案に対してはリスク・コンプライアンス委員会を通じ、経営陣へ報告し、対応

策を行うことで早期解決を図っています。

2023年度は人権関連以外の案件も含め、87件の報告がありました。

コンプライアンス 

ファミリーマート従業員向け

社内窓口：ホットラインデスク(内部情報提供制度)、パワーハラスメント相談窓口、セクシャルハラスメント相談
窓口
社外窓口：グループ社員ホットライン、ホットライン・外部デスク、SOGI／LGBT相談口

お客さま・ビジネスパートナー向け

お客様相談室(社内窓口)、加盟店相談室(社内窓口)、お取引先ヘルプライン(社外窓口)

従業員への理解浸透

ファミリーマートで働く全従業員の「ファミリーマート 人権方針」に則った企業活動の実現を目指し、ファミリーマ

ートでは人権に関する知識や企業活動におけるリスク・課題の教育や理解促進を行う機会を設けています。

取締役・従業員を対象とした研修
すべての取締役・従業員を対象に、動画や外部講師による人権に関する講義を実施し、教育を行っています。「SDGs」

など他テーマのeラーニングの際にも、関わりのある項目として学習教材に組み入れています。

2023年度は、全従業員を対象に「ビジネスと人権」についての講義を行いました。また、全従業員が常時確認できる

学習システムに、使用テキストやその他関連教材を掲載しています。2023年度の実施率は100％でした。

人権の尊重
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研修テーマ 主な内容 開催 実施率

「アンコンシャス・バイアス」について
・「アンコンシャス・バイアス」の基礎知識
・自身がバイアスに気づき、対処する方法 2021年度 %

「ダイバーシティ推進」について ・企業にとってのダイバーシティの重要性
・ファミリーマートのダイバーシティ推進 2021年度 %

「人権に配慮した表現・コミュニケーショ
ン」について

・企業が配慮・注意すべき表現
・主な人権課題の基礎知識の確認
・要注意フレーズ・企業が注意すべき対応

2021年度 %

「ビジネスと人権」について
・「ビジネスと人権」に関する基礎知識
・当社に関わりの深い人権侵害事案

2021年度 %

「ビジネスと人権」について ・「ビジネスと人権」に関する基礎知識
・当社に関わりの深い人権侵害事案

2022年度 %

「事例で学ぶ勉強会～店舗運営と人権」
・店舗運営に関わる人権リスク
※営業所長向け研修

2022年度 %

「ビジネスと人権」について
・「ビジネスと人権」に関する基礎知識
・当社に関わりの深い人権侵害事案
・店舗運営に関わる人権リスク

2023年度 %

特定部門における研修会
人権啓発や商品表示など、人権リスクや課題ごとに、つながりの深い部門を対象に社外有識者による実務的な研修会を

行っています。

管理職研修への組み込み
人権に関する正しい知識や、様々な「ハラスメント」など人権侵害となり得るリスクを認識、軽減するために、管理職

研修にも組み込んでいます。管理職自らが日々のコミュニケーションの中で配慮すべき点に気づくことで、率先した行

動・業務への反映につなげます。

ステークホルダーとの取り組み

「ファミリーマート 人権方針」をステークホルダーに周知するとともに、ビジネスパートナーに本方針をご理解・ご

支持いただくため、様々な場面で働きかけを行い、サプライチェーン全体での人権リスクの予防・軽減に取り組んで

います。

人権の尊重
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加盟店とともに

店舗用ツールの作成

店舗運営における注意点や人権の侵害になりうるリスク、対応について記

載されたガイドブックを配布しました。また、外国籍スタッフの活躍が増

えている状況を踏まえ、雇用契約書やマニュアルなど、日本語以外に対応

したツール作成・活用を進めています（英語、中国語、ベトナム語、ネパ

ール語など）。

店舗スタッフ研修ツール「ウェルカムブッ
ク」中国語版

加盟店に対する働きかけ

店舗のストアコンピュータでも閲覧が可能な「加盟店ポータルサイト」にて、人権に関する基礎知識や店舗で起こり

うる人権侵害の事例などの情報を配信し、啓発を行っています。

店長向け研修プログラムへの組み込み

新任店長や複数店加盟者向けの研修において、人権に配慮した店舗運営の重要性や「ファミリーマート 人権方針」の

案内、店舗に関わる事例などについて研修を行っています。

取引先とともに
人権方針を始め、サステナビリティに関するファミリー

マートの方針を定期的に通知しているほか、外部有識者

による情報共有会など、人権尊重に関する認識を深めて

いただく機会を設けています。また、人権尊重の取り組

み状況を確認するため、アンケートやモニタリング監査

を実施しています。

人権の尊重
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セルフチェックアンケートと監査の実施

2020年度より、取引先や子会社等を対象に人権課題に関するアンケートを実施。今後も結果や発生する課題を見極め、

対象者の拡大・内容の充実を図り、継続的に実施していきます。

外国籍従業員や外国人技能実習生への教育やコミュニケーションについて、取引先から情報共有のご要望が高まって

います。これを踏まえ、外部有識者監修のもと、人権問題に関してご活用いただけるツール「人権擁護のための確認

項目」を作成し、一部のお取引先へ配布しました。

人権チェックリスト「人権擁護のための確認項目」ツールの作成・共有

NGO／NPOとともに
店頭募金「ファミリーマート夢の掛け橋募金」の寄付先のNGO／NPOと、定期的に様々なこどもの人権尊重につなが

る取り組みを進めています。

取り組み例

こども食堂の活動支援「ファミリーマート　むすぶ、つながる　こども食堂応援プロジェクト」
(認定NPO法人　全国こども食堂支援センター・むすびえ／2021年～）

こどもたちの食の状況の改善につなげるための「子どもの食 応援ボックス」提供
(公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン／2020年～)

SDGsをテーマとした共同授業の開催
(公益社団法人セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン／2021年～)

学校給食支援や緊急時の食料支援による世界のこどもたちの成長を応援
(特定非営利活動法人 国際連合世界食糧計画WFP協会／2006年～)

ファミリーマート夢の架け橋募金を活用した取り組み 

人権の尊重
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イニシアチブへの賛同

法務省「Myじんけん宣言

人権を尊重する行動をとる企業として、法務省が推進

する「Myじんけん宣言」を行い、2023年には性的マイ

ノリティの方々に配慮した様々な取り組みを公表する

法務省の特設サイトに先進的な取り組み企業として紹

介されました。誰もが人権を尊重し合う社会の実現を

目指した取り組みを進めています。

Myじんけん宣言 | 人権ライブラリー

Myじんけん宣言 性的マイノリティ編 

「Business for Marriage Equality」（日本における婚姻の平等）

国連グローバル・コンパクト署名

店舗を通じた人権尊重の取り組み

商品・サービス

レインボーカラーでプライドイベントを応援

各地で開催されるプライドイベントを祝して、LGBTQの理解者・支援者

（＝ALLY）の輪を広げること、すべての人が自分らしく活躍できる社会

を目指すことへの応援として、ホットスナック袋を数量限定でレインボ

ーカラー（6色）にデザインするなど、2021年より継続して取り組んで

います。

これに加え、2024年は「今治タオルハンカチ レインボー」「ショート

ソックス　レインボー」を全国のファミリーマート約16,300店で発売

し、売上の一部をLGBTQへの理解を深めることを目的とした支援団体し、売上の一部をLGBTQへの理解を深めることを目的とした支援団体

「特定非営利活動法人ReBit」 へ寄付し、こどもたちへのLGBTQ教育な

どにも活用いただいています。

※2024年に展開したレインボーデザイン。数量限
定、無くなり次第終了

関連ニュースリリース 

人権の尊重
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誰もが使いやすい店舗

多目的トイレ設置店舗情報を バリアフリー地図情報アプリに提供

ファミリーマートでは 2013年から多目的トイレを店舗の標準レイアウトとして設置し

ており、現在全国で約4,700店に設置しています。また、2017年には「車いす利用者

にとって外出先でトイレを探すことが難しく、コンビニの設置状況が事前に把握でき

れば、もっと行動範囲が広がる」とのお客さまからの声を受けて、ホームページ上で

の多目的トイレ設置店の検索を可能にする取り組みを開始しました。

こうして、車いすを利用されるお客さまもご利用いただける「多目的トイレ」の設置こうして、車いすを利用されるお客さまもご利用いただける「多目的トイレ」の設置

店舗の情報を、バリアフリー地図情報の提供を行う一般社団法人WheeLogに民間企業

として初めて提供しました。2020年よりWheeLog!のスマートフォンおよびPC向けの

アプリ上で表示しています。

車いすご利用のお客さまにも使いやすい「マルチコピー機」

新たに導入された新型マルチコピー機は、「見やすく操作のしやすい

大型カラー液晶タッチパネル」「操作画面の角度を調整可能な『操作

画面チルト』機能」により、利便性の向上を図りました。車いすをご

利用のお客さまにも、操作しやすい仕様となっています。

人権の尊重
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サステナビリティレポート 2024

サステナビリティライブラリー
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サステナビリティライブラリー

ESGデータ 編集方針

報告書ダウンロード 過去の報告書

GRI内容索引
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編集方針

ファミリーマートでは、コーポレートメッセージ「あなたと、コンビに、ファミリーマート」のもと、持続可能な社

会の実現を目指したサステナビリティ活動を推進しています。

本サステナビリティサイトは、ファミリーマートのサステナビリティに対する考え方や社会課題の解決に向けて、店

舗を起点に取り組む活動に関してタイムリーにお届けすることを目的に公開しています。

対象期間

2023年3月～2024年2月（一部、対象期間以降の直近の活動も含みます）

更新年月：2024年9月

対象範囲

環境・社会データ：株式会社ファミリーマート （一部、グループ会社を含む）

参考ガイドライン

GRI（Global Reporting Initiative） 「GRIサステナビリティ・レポーティング・スタンダード」※本報告書はGRI

スタンダードを参照しています。

環境省「環境報告ガイドライン（2018年版）」

日本規格協会「ISO：社会的責任に関する手引き」

気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）「最終報告書 気候関連財務情報開示タスクフォースの勧告」
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編集方針

お問い合わせ先

株式会社ファミリーマート

マーケティング本部　サステナビリティ推進部
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ESGデータ

環境側面

単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

環境マネジメント・コンプライアンス
備考

%ISO認証取得比率

円環境関連の罰金・
処罰に係るコスト

件環境関連法令違反

気候変動
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

環境省 経済産業省 「サプライチ
ェーンを通じた温室効果ガス排
出量算定に 関する基本ガイドラ
イン Ver.」をもとに算定

,,,,,,t-CO
サプライチェーンGHG
（CO）排出量

,,,t-COスコープ1

マーケット基準により算出,,,,,t-COスコープ2

,, 数字はカテゴリーを示す,,,,t-CO
スコープ3のカテゴリ
ごとの排出量

,,,,,,
1 購入した製品・
サービス

,,,2 資本財

,,,
3 スコープ1、2に含ま
れない燃料及びエネル
ギー関連活動

,,,4 輸送、配送（上流）

,,,5 事業から出る廃棄物

,,,6 出張

,,,7 雇用者の通勤

8 リース資産（上流）

9 輸送、配送（下流）

10 販売した製品の加工
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11 販売した製品の使用

,,,12 販売した製品の廃棄

13 リース資産（下流）

14 フランチャイズ

15 投資

その他

. スコープ1と2を足した売上高当
たりのCO排出量

..GHG(CO)排出原単位 t/百万円

,,,スコープ1のGHGの内訳 CO

,,,フロン類

廃棄物・リサイクル
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位

廃液の漏洩・排出量 t

有害廃棄物排出量 t

,,,
店舗から日常的に排出
される廃棄物量

t

,,,非リサイクル廃棄物量 t

,,,食品廃棄物量 t

,,,食品リサイクル実施店 店

...食品リサイクル実施率 %

...レジ袋辞退率 %

水
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考備考

, 対象範囲：株式会社クリアー
ウォーター津南

,,地下水からの取水量 KL

,,,
取水量のうち、
販売した飲料水

KL

,,,河川への排出量 KL

ESGデータ
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サプライチェーン
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

 CSR調達：環境、人権、労働、
腐敗防止等に関する社会的責任

CSR調達に関するSAQ
回答社数

社

 CSR調達に関する監査先
サプライチェーン
監査工場数

社

社会側面
従業員※

単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

従業員数は、正社員、嘱託契約、
アソシエイト、社外からの受入
出向者を含む。社外への出向者、
派遣社員、アルバイト、パート
を含まず

,,,人従業員数（単体）

,,,人男性

,,,人女性

...%女性比率

社外への出向者、派遣社員、ア
ルバイト、パートを含まず,,,人従業員数（連結）

平均年齢は、正社員、嘱託契約、
アソシエイト、社外からの受入
出向者を含む

...歳平均年齢

...歳男性

...歳女性

...年勤続年数

...年男性

...年女性

,,,人臨時雇用者数（単体）

,,,人男性

,,,人女性

ESGデータ
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...%臨時雇用者比率

人外国人従業員数

人男性

人女性

人
定年後再雇用者数(60歳
以上)

...%比率

人新卒採用者数

人男性

人女性

...%女性比率

人中途採用者数

人男性

人女性

...%女性比率

人離職者数

人男性

人女性

...% 離職率



正社員、嘱託契約、社外からの
受入出向者を含む。社外への出
向者、派遣社員、アルバイト、
パートを含まず

人管理職者数

人男性

人女性

...%女性比率

ESGデータ
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ダイバーシティ・働き方改革
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

2023年度内訳
身体：38.5%　精神：31.4%　
知的：30.1%

人障がい者数

...% 障がい者雇用率

人育児休職取得者数

人男性

人女性

.
当該年度に子どもが生まれた社員の
延べ人数を分母とする..%育児休職取得率

...%男性

%女性

.%育児休職復職率

.%男性

%女性



育児休暇：すくすく休暇
（男女）と配偶者出産時休暇
（男性）の合算
※すくすく休暇は、子どもが小
学校1年生まで毎年取得できる、
5日間の有給育児休暇

人育児休暇取得者数

人男性

人女性

人介護休業取得者数

人男性

人女性

...%有給休暇取得率

,,,時間年間総労働時間

...時間
一人当たり平均月間残
業時間

ESGデータ
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安全衛生
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位

人労働災害死亡者数

%労働災害死亡率

...-労働災害強度率

件労働災害件数

...-労働災害度数率

人メンタルヘルス休職者数

%定期健康診断受診率

...%喫煙率

人財育成・処遇
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

,人
認知症サポーター講座
受講者数

...時間一人当たり研修時間

基本給、超過労働に対する報酬、賞
与等を含み、退職手当、通勤手当等
を除く。
〇正規労働者：社外への出向者を含
み、社外からの出向者は含まず。
〇非正規労働者：有期雇用者の無期〇非正規労働者：有期雇用者の無期
転換者、嘱託・パートを含み、派遣
社員・アルバイトは含まず。

..-%男女間賃金差異

..-%正規労働者

〇非正規労働者：有期雇用者の無期
転換者、嘱託・パートを含み、派遣
社員・アルバイトは含まず。

..-%非正規労働者

※男女間賃金差異についての補足説明：

正規労働者については、制度上では男女の区別はなく、定時入社者で見ると30代前半までは男女間でほぼ差異はありま

せん。

差異の原因としては、以下の点があります。

➀役職者への登用が想定される40代以上においての女性比率が8.7％と低いことによる役職登用適任者が不足している

こと。

➁女性に比べて男性が、手当を支給される外勤職へ多く配属されていること。➁女性に比べて男性が、手当を支給される外勤職へ多く配属されていること。

（積極的な育児支援制度を活用することで、次期役職登用者の育成および外勤職の配属を計画的に推進していきます）

➂非正規労働者については男性よりも女性に相対的に賃金が低いパート社員が多いこと。

ESGデータ
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サプライチェーン
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位 備考


JFSによる工場監査と
第三者監査の合計社

調達先工場監査実施
工場数

工場中食製造委託先工場点
検実施数

%
中食製造委託先工場
点検実施割合

社会貢献
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

百万円社会貢献活動支出額

※ 従業員データは、各年度末時点に算出

ガバナンス側面

取締役会
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

回開催回数

人取締役人数※

人うち女性取締役人数※

. 小数点第二位を四捨五入.%取締役の平均出席率

役員報酬
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

百万円報酬の総額

執行役員
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考単位

..%執行役女性比率

ESGデータ
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コンプライアンス
単位開示項目 2021年度 2022年度 2023年度 備考

件内部通報・相談窓口問合せ件数

%
コンプライアンスに関するe-ラ
ーニング受講率

%情報セキュリティに関するe-ラ
ーニング受講率

個人情報保護教育

※取締役、監査役の人数は各年度末時点のデータ

ESGデータ
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報告書ダウンロード

サステナビリティレポート2024

本サステナビリティサイトでは、持続可能な社会の実現に向け、解決す

べき重要課題に焦点を当てたサステナビリティ活動の推進について、基

本的な考え方と取り組みの実績、今後の計画と、ESGなどの非財務に関

する詳細な情報を報告しています。

一覧できる資料としてサステナビリティサイトのPDF版「サステナビリ

ティレポート2024」をご用意しています。 2024年9月時点のものです

が、一部それ以降の情報も含みます。なお、サステナビリティサイトは、が、一部それ以降の情報も含みます。なお、サステナビリティサイトは、

2024年9月以降も随時更新いたします。

一括ダウンロード （25.0MB) 

過去の報告書
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過去の報告書

2023年度以前のバックナンバー

前年度までのサステナビリティレポート、アニュアルリポート(社会・環境合冊版)、CSRハンドブックなど、過去

に発行した報告書を掲載しています。

サステナビリティレポート2023 

サステナビリティレポート2022 

エンゲージメントブック with Sustainability! 

サステナビリティレポート2021 

サステナビリティ報告書2020 

サステナビリティ報告書2019 

サステナビリティ報告書2018 

CSRハンドブック2018

サステナビリティ報告書2017

CSRハンドブック2017

CSRハンドブック2016 

CSRレポート2015

CSRハンドブック2014

社会・環境報告書2011

社会・環境報告書2010

社会・環境報告書2009 

社会・環境報告書2008 

社会・環境報告書2007 

社会・環境報告書2006 

社会・環境報告書2005 

社会・環境報告書2004 

環境報告書2003 

環境報告書2002 

環境報告書2001 

環境報告書2000 

統合レポート2019 

統合レポート2018 

アニュアルリポート2017 

アニュアルリポート2016 

アニュアルリポート2015 

アニュアルリポート2014 

アニュアルリポート2013  

アニュアルリポート2012  
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GRI内容索引

使用したGRI GRI: 基礎2021

使用宣言
ファミリーマートは、GRIスタンダードを参照し、当該期間（2023年3月～2024年11月
）について、本GRI内容索引に記載した情報を報告する。

共通スタンダード
GRI ：基礎 2021

GRI ：一般開示事項2021

1. 組織と報告義務

Disclosure - 組織の詳細 会社概要

Disclosure - 組織のサステナビリティ報告の対象となる事業体 編集方針

Disclosure - 報告期間、報告頻度、連絡先 編集方針

Disclosure - 情報の修正・訂正記述 該当なし

Disclosure - 外部保証 気候変動の緩和と適応

2. 活動と労働者

Disclosure - 活動、バリューチェーン、その他の取引関係

会社概要

コンビニビジネスを知る

商品情報 サービス

ファミリーマートのマテ
リアルフロー

Disclosure - 従業員 ESGデータ
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GRI内容索引

3. ガバナンス

Disclosure - ガバナンスの構造と構成
コーポレートガバナンス

サステナビリティ推進体制

Disclosure -
インパクトのマネジメントの監督における

最高ガバナンス機関の役割

TCFD提言への賛同

サステナビリティ推進体制

Disclosure -
インパクトのマネジメントに関する

責任の移譲

TCFD提言への賛同

サステナビリティ推進体制

Disclosure - 最高ガバナンス機関の集合的知見 人権の尊重

4. 戦略、方針、実務慣行

Disclosure - 持続可能な発展に向けた戦略に関する声明 トップメッセージ

Disclosure - 方針声明

基本方針

公正・透明な
事業活動の推進

人権の尊重

Disclosure - 方針声明の実践 人権の尊重

Disclosure - マイナスのインパクトの是正プロセス
人権の尊重

コンプライアンス

Disclosure - 助言を求める制度および懸念を提起する制度 人権の尊重

Disclosure - 法規制遵守 違反なし

Disclosure - 会員資格を持つ団体 国際社会との連携

5. ステークホルダー・エンゲージメント

Disclosure - ステークホルダー・エンゲージメントへのアプローチ ステークホルダー
エンゲージメント
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GRI内容索引

GRI ：マテリアルな項目2021

1. マテリアルな項目の決定に関する手引き

2. マテリアルな項目に関する開示事項

Disclosure - マテリアルな項目の決定プロセス 重要課題の特定

Disclosure - マテリアルな項目のリスト 重要課題の特定

Disclosure - マテリアルな項目のマネジメント

人権の尊重 重要課題1

重要課題2 重要課題3

重要課題4 重要課題5

経済
GRI ： 経済パフォーマンス2016

- 創出、分配した直接的経済価値 2023年2月期 業績概況

- 気候変動による財務上の影響、その他のリスクと機会 TCFD提言への賛同

GRI ： 腐敗防止2016

-
腐敗防止の方針や手順に関する

コミュニケーションと研修
公正・透明な
事業活動の推進

- 確定した腐敗事例と実施した措置 発生した腐敗事例なし

GRI： 税金2019

- 税務へのアプローチ コンプライアンス
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GRI内容索引

環境
GRI ： 原材料2016

- 使用したリサイクル材料 持続可能な資源利用と
環境汚染の防止

- 再生利用された製品と梱包材 持続可能な資源利用と
環境汚染の防止

GRI ： エネルギー2016

- エネルギー原単位
気候変動の緩和と適応

ESGデータ

GRI ： 水と廃水2018

- 取水 ESGデータ

- 排水 ESGデータ

- 水消費 ESGデータ

GRI ： 大気への排出2016

-
直接的な温室効果ガス（GHG）

排出量（スコープ1） ファミマecoビジョン2050

ESGデータ

-
間接的な温室効果ガス（GHG）

排出量（スコープ2）

ESGデータ

ファミマecoビジョン2050

-
その他の間接的な温室効果ガス（GHG）

排出量（スコープ3）
ESGデータ

-
温室効果ガス（GHG）

排出原単位
ESGデータ

-
温室効果ガス（GHG）

排出量の削減 ファミマecoビジョン2050

ESGデータ
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GRI内容索引

GRI ：廃棄物2020

- 発生した廃棄物 ESGデータ

- 処分された廃棄物 ESGデータ

GRI ：サプライヤーの環境面のアセスメント2016

-
サプライチェーンにおける

マイナスの環境インパクトと実施した措置

ESGデータ

責任あるサプライチェーン
マネジメントの構築／
持続可能な原材料調達の推進

社会
GRI ：雇用2016

- 従業員の新規雇用と離職 ESGデータ

-
正社員には支給され、

非正規社員には支給されない手当
健康で働きやすい職場環境

- 育児休暇 ESGデータ

GRI ： 労働安全衛生2018

- 労働安全衛生マネジメントシステム 健康で働きやすい職場環境

- 危険性(ハザード)の特定、リスク評価、事故調査 健康で働きやすい職場環境

-
労働安全衛生に関する労働者の参加、

相談、およびコミュニケーション
健康で働きやすい職場環境

- 労働者の健康増進 健康で働きやすい職場環境

- 労働関連の傷害 ESGデータ

- 労働関連の疾病・体調不良 ESGデータ
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GRI内容索引

GRI ：研修と教育2016

- 従業員一人あたりの年間平均研修時間 ESGデータ

-
従業員スキル向上プログラム

および移行支援プログラム
人財育成の取り組み

GRI ：ダイバーシティと機会均等2016

- ガバナンス機関および従業員のダイバーシティ ESGデータ

GRI ：人権アセスメント2016

- 人権方針や手順に関する従業員研修 人権の尊重

GRI ：地域コミュニティ2016

-
地域コミュニティとのエンゲージメント、

インパクト評価、開発プログラムを実施した事業所

地域社会の発展・活性化

社会への取り組み

GRI ：サプライヤーの社会面のアセスメント2016

-
サプライチェーンにおけるマイナスの社会的インパクトと実施

した措置

責任あるサプライチェーン
マネジメントの構築／
持続可能な原材料調達の推進

ESGデータ

GRI ：顧客の安全衛生2016

- 製品およびサービスの安全衛生インパクトに関する違反事例
2024年11月26日
商品に関するお詫びと
お知らせ

GRI ：マーケティングとラベリング2016

- 製品およびサービスの情報とラベリングに関する要求事項
安全・安心な商品
／サービスへの責任

- 製品およびサービスの情報とラベリングに関する違反事例
2024年11月26日
商品に関するお詫びと
お知らせ
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